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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構大洗研究所(北地区)

原子炉施設保安規定の変更

この保安規定に係る主な変更の内容及び変更の理由は、次のとおりである。

なお、変更の内容等の詳細は、別添に示す。

1 変更の内容

(1) JMTRの廃止措置に伴う変更

① JMTR原子炉主任技術者を削除し、 JMTR廃止措置主任者を追加(第1編、第

2編、第3編、第4編及び第5編)

② JMTRの運転に伴う管理項目の削除又は変更(第1編及び第5編)

③照射設備の運転に伴う管理項目の削除又は変更(第1編及び第5編)

④ JMTRの廃止措置に伴う管理項目を追加(第5編)

(2)保管廃棄施設の設置に伴う変更

①廃棄物の仕掛品の定義を変更(第リ励

②放射性廃棄物の廃棄に係る記録責任者、保存責任者及び保存期間の追加(第1編)

③廃棄物の仕掛品の管理の変更(第誇励

④固体廃棄物の廃棄の追加(第3編)

⑤固体廃棄物の保管の追加(第舗励

⑥廃棄物の仕掛品の保管場所の削除及び保管廃棄施設の記載の追加(第4編、第5編

及び第6編)

(3)記載の適正化に係る変更
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別紙

変更の理由

(D JMTRの廃止措置に伴い、 JMTR原子炉主任技術者がJMTR廃止措置主任者に

変わるとともに、 JMTR及び照射設備の運転は行わず、 JMTR廃止措置計画に定め

られた廃止措置を実施するため。

(2)保管廃棄施設の設置に伴い、廃棄物の仕掛品の管理を見直し、固体廃棄物の管理を変

更するため。

(3)記載の適正化を図るため。

3 施行期日

この規定は、原子力規制委員会の認可日以降、理事長が別に定める日から施行する。

4.その他

本申請書における令和2年4月1日施行前の旧炉規法に基づく「施設定期自主検査」など

の記載については、令和2年5月11日に申請した大洗研究所(北地区)原子炉施設保安規

定の変更認可申請(令02原機(大安) 024)において、改正炉規法に基づく「定期事業

者検査」などに変更する。

以上
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01小ン1刷究開発法人口本原子力研究開発機キ俳人洗研究所(北地区)原子炉施設保安規定新1Π対照条文(ト線部分は変史部分)

同次

第1編総則

第 1章通則(第 1条一第4条)

第2章管理体制

第1節組織及び職務(第5条一第5条の3)

第2節原子炉主任技術者(第6条一第6条の3)

第3節委員会(第7 条一第 13 条)

第3 章品質保証(第 14条一第2 2条)

第4章保安教育訓練(第2 3条・第24条)

第5章非常の場合に採るべき措置

第 1節事前の措置(第2 5条)

第2節非常事態における活動(第26条一第31条)

第6章職員等以外の者に対する保安措置及び放射線管理(第32条・第33条)
第7 章記録及び報告(第34条一第36条)

第8章定期的な評価(第37条一第4 1条)

(別表)

(別図)

第2編放射線管理

第1章管理区域等の管理

第 1節管理区域等(第1条一第8条)

第2節管理区域等の出入管理(第9条一第17条)

第3節管理区域内の作業及び作業管理等(第18条一第22条)

第2章被ばく管理

第 1節被ばくの防止(第2 3条・第 24条)

第2節線量の評価(第25条一第28条)

第3節被ばくに対する惜置(第29 条・第30条)

第3章環境監視(第31条一第34条)

第4章放射線管理設備等の管理(第35条一第39条)

第5章削除

第6章放射線管理部品質保証技術検討会(第41条)

(別表)

(別図)

(別記様式)

第3編核燃料物質等の運搬及び放射性廃棄物等の管理

第1章核燃料物質等の運搬(第1条・第2条)

第2章放射性廃棄物の管理(第3条一第9条)

第3章廃棄物管理施設へ引き渡す放射性廃棄物等の管理(第10条一第14
条の2)

(別表)

第4編共用施設

第 1章通則(第 1条一第6 条)

第2章管理

第 1節運搬(第7 条・第8 条)

第2節除染(第9 条・第 10条)

第3 章保守管理(第 11条一第 17 条)

第4章異常時の措置

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200認43号)

同次

第1編総則

第 1章通則(第 1条一第4条)

第2章管理体制

第1節組織及び職務(第5条一第5条の3)

第2節原子炉主任技術者及び廃止措置主任者(第6条一第6条の5)

第3節委員会(第7 条一第 13条)

第3 章品質保証(第 14条一第2 2条)

第4 章保安教育訓練(第2 3 条・第24条)

第5章非常の場合に採るべき措置

第 1節事前の措置(第25条)

第2節非常事態における活動(第26条一第31条)

第6章職員等以外の者に対する保安措置及び放射線管理(第32条・第33条)

第7章記録及び報告(第34条一第36条)

第8章定期的な評価(第37条一第4 1条)

(別表)

(別図)

第2編放射線管理

第1章管理区域等の管理

第 1節管理区域等(第 1条一第8条)

第2節管理区域等の出入管理(第9条一第 17条)

第3節管理区域内の作業及び作業管理等(第18条一第22条)

第2章被ばく管理

第 1節被ばくの防止(第2 3 条・第24条)

第2節線量の評価(第25条一第28条)

第3節被ばくに対する措置(第29条・第 30 条)

第3 章環境監視(第3 1条一第34条)

第4章放射線管理設備等の管理(第35条一第39条)

第5章削除

第6章放射線管理部品質保証技術検討会(第41条)

(別表)

(別図)

(別記様式)

第3編核燃料・物質等の運搬及び放射性廃棄物等の管理

第1章核燃料物質等の運搬(第1条・第2条)

第2章放射性廃棄物の管理(第3条一第9条)

第3章廃棄物管理施設へ引き渡す放射性廃棄物等の管理(第10条一第14
JMTR廃止措置に伴

う変更

変更後 仟嘉

・J MTR廃止措置に伴

う変更

(別表)

第4編共用施設

第 1章通則(第 1条一第6 条)

第2章管理

第 1節運搬(第7条・第 8 条)

第 2 節除染(第9 条・第 10 条)

第3 章保守管理(第 11条一第 17 条)

第4章異常時の措置

Π一 1



第1節警報装置が作動した場合の措置(第18条)

第2節点検等において異常を認めた場合の措置(第

第3節非常事態に発展するおそれのある場合の措置

第5章放射線管理(第21条一第23条)

(別表)

(別図)

第5編 JMTRの管理

第 1章通則(第 1条一第 14条)

(新設)

第2章運転管理

第 1節運転上の制限(第 15条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第2節施設管理において異常を認めた場合の措置(第57条一第62条)

第2節炉心構成上の遵守事項(第16条・第17条)

第3節運転上の条件(第 18条一第29 条)

・JMTR廃止措置に伴

う変更

・JMTR廃止措置に伴

う変更

第4節運転(第30 条一第 3 5条)

第3章保守管理(第36条一第40条)

第4章燃料要素等の管理(第4 1条一第47条)

第5章キャプセル等の管理(第48条一第52条)

第6章異常時の措置

第1節瞥報装置及び安全保護回路が作動した場合の措置(第53条一第56

1 9 条)

(第 2 0 条)

条)

運転上の制限等に係る異常の場合の措貴(第57条一第62条)

第6節地震後の措置(第69条)

第7節非常事態に発展するおそれのある場合の措置(第70条)

第7章放射線管理(第7 1条一第73条)

(別表)

(別図)

第6編 HTTRの管理

第 1章通則(第 1条一第 15条)

第2章運転管理

1節運転上の制限(第 16条・第 17 条)第

2節炉心構成上の遵守事項(第18条・第19条)第

第3節運転上の条件(第20条一第29条)

第4節運転(第30 条一第 34条)

第3 章保守管理(第35 条一第3 9条)

第4章燃料棒及び燃料体の管理(第40条一第50条)

第5章異常時の措置

第1節警報装置及び安全保護回路等が作動した場合の措置(第51条一第5

3 条)

第2節運転上の制限等に係る異常の場合の措置(第54条一第58条)

第3節点検等において異常を認めた場合の措置(第59条一第61条)

第4節燃料棒又は燃料体に異常を認めた場合の措置(第62条一第64条)

第5節地震後の措置(第65条)

第6節非常事態に発展するおそれのある場合の措置(第66条)

第6章放射線管理(第67条一第69条)

点検等において異常を認めた場合の措匿(第63条・第64条)

燃料要素等に異常を認めた場合の措置(第65条一第亙1金)
キャプセル等に異常を認めた場合の措置(第68条)

1 1-2

第1節警報装置が作動した場合の措置(第18条)

第2節点検等において異常を認めた場合の措置(第19条)

第3節非常事態に発展するおそれのある場合の措置(第20条)

5章放射線管理(第2 1条一第23条)

(別表)

(別図)

第5編 JMTRの管理

第 1章通則(第 1条一第 14条)

第1章の2 廃止措置管理(第14条の2一第14条の11)

第2章施設管理(第 15条一第 3 5条)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

第3章保守管理(第36条一第40条)

第4章燃料・要素等の管理(第4 1条一第47条)

第5章キャプセル等の管理(第48条一第52条)

第6章異常時の措置

第1節警報装置が作動した場合の措置(第53条一第56条)

変更後 イ茄考'

・JMTR廃止措置に伴

う変更

JMTR廃止措置に伴

う変更

第3節点検等において異常を認めた場合の措置(第63条・第64条)

第4節燃料要素等に異常を認めた場合の措置(第65条一第68条)

(削る)

第5節地震後の措置(第69条)

第6節非常事態に発展するおそれのある場合の措置(第70条)

第7章放射線管理(第71条一第73条)

(別表)

(別図)

第6編 HTTRの管理

第 1章通則(第 1条一第 15 条)

第2章運転管理

第 1節運転上の制限(第 16条・第 17 条)

第2節炉心構成上の遵守事項(第18条・第 19条)

第3節運転上の条件(第20条一第29条)

第4節運転(第3 0条一第34条)

第3 章保守管理(第3 5条一第39条)

第4章燃料・棒及び燃料体の管理(第40条一第50条)

第5章異常時の措置

第1節警報装置及び安全保護回路等が作動した場合の措識(第51条一第5

3 条)

第2節運転上の制限等に係る異常の場合の措置(第54条一第58条)

第3節点検等において異常を認めた場合の措置(第59条一第61条)

第4節燃料棒又は燃料体に異常を認めた場合の措置(第62条一第64条)

第5節地震後の措置(第65条)

第6節非常事態に発展するおそれのある場合の惜置(第66条)

第6章放射線管理(第67条一第69条)

節
節
節
節

第
第
第
第

2
3
4
5



(別表)

(別図)

附則

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)
(別表)

(別図)

附則

変更後 イ茄考
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第1編総則



0同住研究開発法人日本原子力研究開発機構人洗研究所(北地区)原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(ド線部分は変史部分)

第1編総則

第1章通則

第 1条~第 2条(省略)

(定義)

第3条この規定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

a)「職員等」とは、役員、職員、嘱託(非常勤を除く。)、常勤職員、常用用員

及び臨時用員等の機榊と雇用関係にある者、並びに外来研究員、協力研究員及び
客員研究員をいう。

⑦「センター長」とは、大洗研究所に属するセンター長をいう。

偲)「部長」とは、大洗研究所に属する部長をいう。

④「施設管理統括者」とは、原子炉施設を統括する部長をいう。

6)「施設管理者」とは、施設を管理する課長をいい、別表第2第5欄に掲げる区

分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。
(6)「管理区域管理者」とは、管理区域の管理に係る業務を行うため、別表第2第

4欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。ただし、管理

区域管理者と施設管理者が同じ場合は、施設管理者と読み替えることができる。

仟)「保全区域管理者」とは、保全区域の管理に係る業務を行うため、別表第2第

3欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

姻)「放射線業務従事者」とは、原子炉施設の運転又は利用、原子炉施設保全、核

燃料物質等の運搬、貯蔵、廃棄又は汚染の除去等の業務に従事する者であって、

管理区域に立ち入る者をいう。

⑨「一時立入者」とは、見学、視察等の目的で放射線作業以外の業務のため、

時的に管理区域内に立ち入る者をいう。

aの「放射線管理」とは、原子炉施設に関する放射線による障害を防止するため

行う対策をいう。

aD 「放射線作業」とは、管理区域内において核燃料物質等の取扱い、管理又は

これに付随する作業をいう。

Ⅱの「核燃料物質等」とは、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物を

いう。

Ⅱ3)「核燃料物質等の取扱い」とは、核燃料物質等の使用、運搬、貯蔵、廃棄又

はこれに付随する作業をいう。

Uのけ攻射性廃棄物」とは、核燃料物質等で廃棄しょうとする物をいう。

U励「廃棄物の仕掛品」とは、原子炉施設で発生した固体状の核燃料物質等で廃

棄物管理施設へ引き渡す前段階の物であって、これから廃棄しょうとする物をい

a 9)

その保有する核燃料物質の譲渡し、核燃料物質による汚染の除去及び核燃料・物質

によって汚染された物の廃棄をいう。

「廃止措

第1編総則

第1章通則

第 1条~第2条(変更なし)

とは、原子炉の廃止に半う措置であって、原子炉施設の夕体

(定義)

第3条この規定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定
めるところによる。

山「職員等」とは、役員、職員、嘱託(非常勤を除く。)、常勤職員、常用用員

及び臨時用員等の機構と雇用関係にある者、並びに外来研究員、協力研究員及び

客員研究員をいう。

②「センター長」とは、大洗研究所に属するセンター長をいう。

得)「部長」とは、大洗研究所に属する部長をいう。

④「施設管理統括者」とは、原子炉施設を統括する部長をいう。

伍)「施設管理者」とは、施設を管理する課長をいい、別表第2第5欄に掲げる区

分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。
(6)「管理区域管理者」とは、管理区域の管理に係る業務を行うため、別表第2第

4欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。ただし、管理

区域管理者と施設管理者が同じ場合は、施設管理者と読み替えることができる。

m 「保全区域管理者」とは、保全区域の管理に係る業務を行うため、別表第2第

3欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表第2欄に掲げる者をいう。

1 -1

つ。

「放射性廃棄物等」とは、放射性廃棄物又は廃棄物の仕掛品をいう。

「施設定期自主検査」とは、原子炉施設の保安上特に管理を必要とする設備
の性能が維持されているかどぅかについての検査並びに原子炉施設の保安のため

に直接関連を有する計器及び放射線測定機器の校正をいう。

変更後

御

をいう。

⑨「放射線業務従事者」とは、原子炉施設の運転又は利用、原子炉施設保全、核

燃料物質等の運搬、貯蔵、廃棄又は汚染の除去等の業務に従事する者であって、

管理区域に立ち入る者をいう。

Ⅱの「一時立入者」とは、見学、視察等の月的で放射線作業以外の業務のため、

一時的に管理区域内に立ち入る者をいう。

Ⅱ1)「放射線管理」とは、原子炉施設に関する放射線による障害を防止するため

行う対策をいう。

a2)「放射線作業」とは、管理区域内において核燃料物質等の取扱い、管理又は

これに付随する作業をいう。

a3)「核燃料物質等」とは、核燃料・物質又は核燃料物質によって汚染された物を

いう。

a4)「核燃料物質等の取扱い」とは、核燃料・物質等の使用、運搬、貯蔵、廃棄又

はこれに付随する作業をいう。

「放射性廃棄物」とは、核燃料物質等で廃棄しょうとする物をいう。

「廃棄物の仕掛品」とは、原子炉施設で発生した固体状の核燃料・物質等で、

保管廃棄施設に保管する前段階の物であり、かつ、これから廃棄しょうとする物

「廃止措置主任者」とは、原子炉施設の廃止措置に剣する保安の監督を行う者 JMTR廃止措置に伴う

追加

号番号の繰下げ(以下同

じ。)

保管廃棄施設の設置に伴

う廃棄物の仕掛品の定

義の変更

備考

をいう。

Ⅱ刀「放射性廃棄物等」とは、放射性廃棄物又は廃棄物の仕掛品をいう。

U8)「施設定期自主検査」とは、原子炉施設の保安上特に管理を必要とする設備

の性能が維持されているかどうかについての検査並びに原子炉施設の保安のため

に直接関連を有する計器及び放射線測定機器の校正をいう。

JMTR廃止措置に伴う

追加



Ⅱ剖「非常事態」とは、地震、火災及びその他の原因により、原子炉施設におい

て事故が発生した場合又は発生するおそれがある場合であって、事業所の通常組

織では、事故の原因除去、拡大防止等のための活動を迅速に行う事が困難な事態

であり、別表第3 に掲げる事態をいう。

U9)「緊急作業」とは、原子炉施設の非常事態において行う、事故の原因除去、

拡大防止等のための活動のうち、核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関す

る規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示(以下「線量告示」という。)

第7条に定める線量限度が適用されるものをいう。

伐0)「品質保証」とは、保安のために必要な措置を体系的に実施することにより、

原子力の安全を確保することをいう。

伐1)「保安活動」とは、原子炉施設の保安のために必要な措置をいう。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

第5条

認)「キャプセル」とは、キャプセル照射装置のうち、 JMTR原子炉本体の炉

内に挿入して照射する試料・を組み込んだ容器及びJMTR原子炉本体の炉内に直
接挿入して照射する試料・をいう。

促3)「O S F-1キャプセル」とは、インバイルループ0 S F-1照射装置(以
「OS F-1照射装置」という。)の炉内管に挿入して照射するへりウムー 3

出力制御型沸騰水キャプセル照射装置(以下「BOCA照射装置」という。)の

照射試料を組み込んだ容器をいう。

促4)「ラビット」とは、水カラビット照射装置の炉内管に挿入して照射する試料
を組み込んだ容器をいう。

偲5)「キャプセル等」とは、キャプセル、 O S F-1キャプセル及びラビットを
いう。

第2章管理体制

第1節組織及び職務

(変更なし)

第4条 (省略)

第5条

促の「非常事態」とは、地震、火災及びその他の原因により、原子炉施設におい

て事故が発生した場合又は発生するおそれがある場合であって、事業所の通常組

織では、事故の原因除去、拡大防止等のための活動を迅速に行う事が困難な事態

であり、別表第3 に掲げる事態をいう。
伐D 「緊急作業」とは、原子炉施設の非常事態において行う、事故の原因除去、

拡大防止等のための活動のうち、核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関す

る規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示(以下「線量告示」という。)

第7条に定める線量限度が適用されるものをいう。

(器)「品質保証」とは、保安のために必要な措置を体系的に実施することにより、

原子力の安全を確保することをいう。

促3)「保安活動」とは、原子炉施設の保安のために必要な措置をいう。

也の「廃止措置対象施設」とは、法第43条の3の2第2項の認可を受けた廃止

第2章管理体制

第1節組織及び職務

(省略)

(職務)

第5条の2 原子炉施設の保安に関する各職位と職務は次のとおりとする。

働理事長は、原子炉施設に関する保安活動を総理する。

⑦統括監査の職は、原子炉施設の品質保証活動に係る内部監査の業務を行う。

得)管理責任者は、原子炉施設の品質保証活動に関する業務の貰任者として、品質
保証活動に必要なプロセスの確立、実施及び維持に係る業務、理事長への品質保

証活動の実施状況及び改善の必要性に係る報告並びに原子炉施設の安全科創呆に対
する認識の高揚に係る業務を行う。なお、管理責任者は、監査プロセスにおいて
は統括監査の職、本部(監査ブロセスを除く。)においては安全・核セキュリテ

イ統括部長、大洗研究所においては大洗研究所担当理事とする。
④安全・核セキュリティ統括部長は、原子炉施設の本部の品質保証活動に係る業

務、それに関する本部としての総合調整、指導及び支援の業務並びに中央安全審
査・品質保証委員会の庶務に関する業務を行う。

(職務)

第5条の2 原子炉施設の保安に関する各職位と職務は次のとおりとする。
山理事長は、原子炉施設に関する保安活動を総理する。

②統括監査の職は、原子炉施設の品質保証活動に係る内部監査の業務を行う。
G)管理責任名は、原子炉施設の品質保証活動に関する業務の責任者として、品質
保証活動に必要なプロセスの確立、実施及び維持に係る業務、理事長への品質保
証活動の実施状況及び改善の必要性に係る報告並びに原子炉施設の安全確保に対
する認識の高揚に係る業務を行う。なお、管理責任者は、監査プロセスにおいて
は統括監査の職、本部(監査プロセスを除く。)においては安全・核セキュリテ

イ統括部長、大洗研究所においては大洗研究所担当理事とする。
④安全・核セキュリティ統括部長は、原子炉施設の本部の品質保証活動に係る業
務、それに関する本部としての総合調整、指導及び支援の業務並びに中央安全審
査・品質保証委員会の庶務に関する業務を行う。

備芳

1 -2

変更1麦

措置計画(同条第3項において読み替えて準用する法第12条の6第3項又は第

5項の規定による変更の認可又は届出があったときは、その変更後のもの)に係

る廃止措置の対象となる原子炉施設をいう。

促励「キャプセル」とは、キャプセル照射装置のうち、 JMTR原子炉本体の炉

内に挿入して照射する試料を組み込んだ容器及びJMTR原子炉本体の炉内に直

接挿入して照射する試料をいう。

促6)「O S F -1キャプセル」とは、インパイルループ0 S F -1照射装置(以

「OS F-1照射装置」という。)の炉内管に挿入して照射するへりウムー 3

出力制御型沸騰水キャプセル照射装置(以下「BOCA照射装置」という。)の
照射試料を組み込んだ容器をいう。

伐7)「ラビット」とは、水カラビット照射装置の炉内管に挿入して照射する試料

を組み込んだ容器をいう。

佗幻「キャプセル等」とは、キャプセル、 OSF-1キャブセル及びラビットを

いう。

JMTR廃止措置に伴う

追加

第4条 (変更なし)



愉大洗研究所担当理事は、理事長を補佐し、大洗研究所における原子炉施設に関

する保安活動を統理する。

(励大洗研究所長(以下「所長」という。)は、大洗研究所における原子炉施設に

関する保安活動を統括する。

⑦高温ガス炉研究開発センター長(以下「高温ガス炉センター長」という。)は、

所長が行う高温ガス炉研究開発センターにおける原子炉施設に関する保安活動の

統括に係る業務を補佐するとともに、高温ガス炉研究開発センターにおける原子

炉施設の年問運転計画に係る業務を統括する。

侶)環境技術開発センター長(以下「環境センター長」という。)は、所長が行う

環境技術開発センターにおける原子炉施設に関する保安活動の統括に係る業務を

補佐するとともに、環境技術開発センターにおける原子炉施設の年問運転計画に
係る業務を統括する。

⑨保安管理部長は、次号から第13号までに掲げる保安活動を統括するとともに、
第33条第3項に規定する業務を行う。また、センター長、放射線管理部長、材

料試験炉部長、高温工学試験研究炉部長及び環境保全部長に対し、品質保証活動

及び保安活動に関する指示又は助言を行うことができる。

UO)安全対策課長は、大洗研究所における保安教育の庶務に関する業務を行う。

aD 施設安全課長は、大洗研究所における品質保証活動の庶務に関する業務及び

原子炉施設等安全審査委員会の庶務に関する業務を行う。

U2)危機管理課長は、非常の場合に採るべき措置に関する整備及び支援に関する

業務、並びに総合的な訓練に関する業務を行う。

a3)核物質管理課長は、原子炉施設の周辺監視区域の維持管理に関する業務を行
つ。

Uの放射線管理部長は、次号及び第16号に掲げる保安活動を統括する。
a5)環境監視線量計測課長は、周辺監視区域及びその周辺区域の放射線の監視に
関する業務、放射線業務従事者の線量の評価に関する業務並びに施設管理者とし
て別表第1第6欄に掲げる機器の管理を行う。また、放射線管理第2課長の依頼
に基づき、施設の放射線測定機器の保守及び校正を行うことができる。

U6)放射線管理第2課長は、原子炉施設の放射線管理に関する業務及び施設管理
者として別表第1第5欄に掲げる機器の管理を行う。

a7)材料試験炉部長は、施設管理統括者として次号から第22号までに掲げる保
安活動を統括する。

U8)計画管理課長は、材料試験炉部長が行う統括に関する業務の補佐及びJMT

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

伍)大洗研究所担当理事は、理事長を補佐し、大洗研究所における原子炉施設に関

する保安活動を統理する。

(6)大洗研究所長(以下「所長」という。)は、大洗研究所における原子炉施設に

関する保安活動を統括する。

m 高温ガス炉研究開発センター長(以下「高温ガス炉センター長」という。)は、

所長が行う高温ガス炉研究開発センターにおける原子炉施設に関する保安活動の

統括に係る業務を補佐するとともに、高温ガス炉研究開発センターにおける原子

炉施設の年問運転計画に係る業務を統括する。

偲)環境技術開発センター長(以下「環境センター長」という。)は、所長が行う

環境技術開発センターにおける原子炉施設に関する保安活動の統括に係る業務を

補佐するとともに、環境技術開発センターにおける原子炉施設の年問管理計画に

係る業務を統括する。

⑨保安管理部長は、次号から第13号までに掲げる保安活動を統括するとともに、

第33条第3項に規定する業務を行う。また、センター長、放射線管理部長、材

料試験炉部長、高温工学試験研究炉部長及び環境保全部長に対し、品質保証活動

及び保安活動に関する指示又は助言を行うことができる。

UO)安全対策課長は、大洗研究所における保安教育の庶務に関する業務を行う。

UI)施設安全課長は、大洗研究所における品質保証活動の庶務に関する業務及び

原子炉施設等安全審査委員会の庶務に関する業務を行う。

U2)危機管理課長は、非常の場合に採るべき措置に関する整備及び支援に関する

業務、並びに総合的な訓練に関する業務を行う。

U3)核物質管理課長は、原子炉施設の周辺監視区域の維持管理に関する業務を行

つ。

U4)放射線管理部長は、次号及び第16号に掲げる保安活動を統括する。
U5)環境監視線量計測課長は、周辺監視区域及びその周辺区域の放射線の監視に
関する業務、放射線業務従事者の線量の評価に関する業務並びに施設管理者とし
て別表第1第6欄に掲げる機器の管理を行う。また、放射線管理第2課長の依頼

に基づき、施設の放射線測定機器の保守及び校正を行うことができる。

U6)放射線管理第2課長は、原子炉施設の放射線管理に関する業務及び施設管理

者として別表第 1第5欄に掲げる機器の管理を行う。
U7)材料試験炉部長は、施設管理統括者として次号から第22・号までに掲げる保
安活動を統括する。

Ⅱ8)計画管理課長は、材料試験炉部長が行う統括に関する業務の補佐に関する業

務を行う。

Ⅱ9)技術課長は、キャブセル等の所在管理に関する業務を行う。
Rキャプセル等審査委会の庶務に関する業務を行う。

(19)

計、製作及び所在管理に関する業務を行う。

伐0)原子炉課長は、施設管理者としてJMTR本体施設の運転及び保守に関する
業務並びに特定施設の運亟盈亘保守に関する業務を行う。また、核燃料管理者と
してJMTRの燃料要素及びJMTRCで使用した燃料の管理に関する業務、鳫
理区域管理者として燃料・管理室、 JMTR炉室、測定室、ホット実験室、 X線装
置室等の放射線管理に関する業務及びキャプセル等の検査に関する業務を行う。

技術課長は、 JMTRの運広計画及び照射利用計画並びにキャプセル等の設

伐1)照射課長は、キャプセル等の照射及び保管に関する業務、施設管理者として
JMTR照射設備の運転及び保守に関する業務、管理区域管理者として照射制御
室及び照射準備室の放射線管理に関する業務を行う。

伐2)廃止措置準備室長(以下「室長」という。)は、 JMTRの廃止措置の計画
に係る業務を行う。

伐3)高温工学試験研究炉部長は、施設管理統括者として次号から第26号までに

変更後 仟之・

促の原子炉課長は、施設管理者としてJMTR本体施設の保守に関する業務並び

に特定施設の保守に関する業務を行う。また、核燃料管理者としてJMTRの燃

料要素及びJMTRCで使用した燃料の管理に関する業務、管理区域管理者とし
て燃料管理室、 J MTR炉室、測定室、ホット実験室、 X線装羅室等の放射線管

理に関する業務を行う。

促D 照射課長は、キャプセル等の保管に関する業務、施設管理者としてJMTR

照射設備の保守に関する業務、管理区域管理者として照射制御室及び照射準備室

の放射線管理に関する業務を行う。

伐2)廃止措置準備室長(以下「室長」という。)は、 JMTRの廃止措羅の計画

に係る業務を行う。

促3)高温工学試験研究炉部長は、施設管理統括者として次号から第26号までに

JMTR廃止措置に伴う

亦更

JMTR廃止措羅に伴う

変更

1 -3

JMTR廃止措羅に伴う

ホ更

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措置に伴う

変更



掲げる保安活動を統括する。

伐4) HTTR計画課長は、高温工学試験研究炉部長が行う統括に関する業務の補

佐、 HTTRの運転、利用及び技術開発計画の作成並びにこれらに係る調整に関す

る業務を行う。

伐励 HTTR技術課長は、核燃料管理者としてHTTR炉内燃料体を除く燃料・棒

及び燃料体の管理並ぴに区域管理者として新燃料組立検査室の放射線管理に関す

る業務を行う。

柁6) HTTR運転管理課長は、施設管理者としてHTTR本体施設及び特定施設

の運転並びに保守、核燃料管理者としてHTTR炉内燃料体の管理、区域管理者

としてHTTR技術課長が所管する区域を除くHTTR建家の放射線管理に関す

る業務を行う。

伐7)環境保全部長は、施設管理統括者として次号に掲げる保安活動を統括する。
伐8)廃棄物管理課長は、施設管理者として共用施設における本体施設の運転及び
保守、特定施設の運転及び保守、除染施設の放射線管理並びに放射性廃棄物及び

汚染の除去に係るものの運搬等に関する業務を行う。

2 この規定に定める品質保証活動及び保安活動と前項に掲げる者との関連は、別表
第3の2のとおりとし、各職位は、各自の業務所掌範囲に基づき、品質保証のぎぇ
のもと保安活動に関する業務を行う。

3 同一の原子炉施設が複数の施設管理統括者によって、分担管理されている場合に

おける当該施設の保安管理のとりまとめは、特に定めのない限り、本体施設の施設
管理統括者が行う。

4 同一の原子炉施設が複数の施設管理者により運転される場合の運転のとりまとめ

は、本体施設の施設管理者が行う。保守についてもこれを準用する。

5 施設管理者の業務の一部を行わせるため、分任施設管理者を置くことができる。

6 前項の分任施設管理者が行う保安管理の業務のとりまとめは、施設管理者が行う。
7 第5項の分任施設管理者及びその業務の範囲は、所長が指定する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(運転班長の設羅)

第5条の3 JMTR原子炉施設及びHTTR原子炉施設の運転業務を行わせるため、
原子炉課及びHTTR運転管理課に運転班長を置く。

運転班長の職務を補佐し、その職務を代理させるため、運転班長代理を置く。
運転班長及び運転班長代理は、所長が指名する。

掲げる保安活動を統括する。

偲4) HTTR計画課長は、高温工学試験研究炉部長が行う統括に関する業務の補

佐、 HTTRの運転、利用及び技術開発計画の作成並びにこれらに係る調整に関す

る業務を行う。

偲5) HTTR技術課長は、核燃料管理者としてHTTR炉内燃料・体を除く燃料棒

及び燃料、体の管理並びに区域管理者として新燃料組立検査室の放射線管理に関す

る業務を行う。

伐6) HTTR運転管理課長は、施設管理名としてHTTR本体施設及び特定施設

の運転並びに保守、核燃料管理者としてHTTR炉内燃料イ本の管理、区域管理者

としてHTTR技術課長が所管する区域を除くHTTR建家の放射線管理に関す

る業務を行う。

促7)環境保全部長は、施設管理統括者として次号に掲げる保安活動を統括する。
伐幻廃棄物管理課長は、施設管理者として共用施設における本体施設の運転及び

保守、特定施設の運転及び保守、除染施設の放射線管理並びに放射性廃棄物及び

汚染の除去に係るものの運搬等に関する業務を行う。

2 この規定に定める品質保証活動及び保安活動と前項に掲げる者との関連は、別表

第3の2のとおりとし、各職位は、各自の業務所掌範囲に基づき、品質保証の考え

のもと保安活動に関する業務を行う。

3 同一の原子炉施設が複数の施設管理統括者によって、分担管理されている場合に

おける当該施設の保安管理のとりまとめは、特に定めのない限り、本休施設の施設

管理統括者が行う。

4 同一の原子炉施設が複数の施設管理者により運転される場合の運転のとりまとめ

は、本体施設の施設管理者が行う。保守についてもこれを準用する。

5 施設管理者の業務の一部を行わせるため、分任施設管理者を置くことができる。

6 前項の分任施設管理者が行う保安管理の業務のとりまとめは、施設管理者が行う。

7 第5項の分任施設管理者及びその業務の範囲は、所長が指定する。

第2節原子炉主任技術者

(原子炉主任技術者の選任)

第6条理事長は、法第40条の規定に基づき、原子炉施設の運転に関する保安の監
督を行わせるため、原子炉主任技術者免状を有する職員のうちからJMTRにJM
TR原子炉主任技術者及びHTTRにHTTR原子炉主任技術者(以下この編にお
いて「原子炉主任技術者」という。)をそれぞれ選任する。

2 理事長は、原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合、その職務を代行させる
ため、必要に応じ代理者を原子炉主任技術者免状を有する職員のうちから選任する。
3 共用施設の運転に関する保安の監督を行う原子炉主任技術者は、JMTR原子炉
主任技術者とする。

変更後

(運転班長の設置)

第5条の3 HTTR原子炉施設の運転業務を行わせるため、 HTTR運転管理課に

運転班長を置く。

2 運転班長の職務を補佐し、その職務を代理させるため、運転班長代理を置く。

3 運転班長及び運転班長代理は、所長が指名する。

備芳

(原子炉主任技術者の選任)

第6条理事長は、法第40条の規定に基づき、原子炉施設の運転に関する保安の監
督を行わせるため、原子炉主任技術者免状を有する職員のうちからHTTRにHT

TR原子炉主任技術者(以下この編において「原子炉主任技術者」という。)を選

任する。

2 理事長は、原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合、その職務を代行させる

ため、必要に応じ代理者を原子炉主任技術者免状を有する職員のうちから選任する。

」貸怪2_

第2節原子炉主任技術者及び廃止措置主任者

第6条の2

(廃止措置主任者の選任)

所長は、 JMTRの廃止措置に関する保安の監督を行わせるため、 JM

1 -4

JMTR廃止措羅に伴う

ホ更

JMTR廃止措置に伴う

追加

JMTR廃止措置に伴う

変更

共用施設の監督は廃止措

置主任者が行うため次条

3項に移動

JMTR廃止措置に伴う

追加

2
3



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

(原子炉主任技術者の職務)

第6条の2 原子炉主任技術者は、当該原子炉施設の運転に関する保安の監督を誠実
に行うことを任務とし、その職務は次のとおりとする。
山原子炉施設の運転に関し、保安上必要な場合には、理事長又は大洗研究所担当
理事に対して意見を具申する。

②原子炉施設の運転に関し、原子炉施設の業務を行う者に対し、保安のための助
勧告又は指示をする。^

「二1 、

伐)法及び法に関係する規則類(以下「法令」という。)に基づく定期報告を確認
する。

④第36条の保安に関する業務報告の記載内容を確認する。
⑤法令に基づき行う施設定期検査等に原則として立ち会う。
(6)第35条第2項に該当する原因調査に参画し報告書を確認する。

1 -5

JMTR廃止措置に伴う

亦更

⑦保安教育基本計画を確認する。

⑧原子炉施設等安全審査委員会及びJMTR原子炉主任技術 1こあってはJMT
Rキャプセル等審査委・会に原則として出席する。

⑨この規定改正及び保安上重要な規則

Ⅱの原子炉施設の定期的な評価に関し、

する。

ⅡD 原子炉施設の廃止措置に参画する。

TR廃止措置主任者(以下この編において「廃止措置主任者

号に定める職のうちから選任する

外の場合は、実務経験をぎ慮する。また、第4号に定める者から選任する場合は、

燃料・が全て施設から搬出された以降とする。

山

⑦

原子炉主任技術者免状を有する者

側

核燃料取扱主任'免状を有する者

④

2

技術士登録捧の原子力・放射線部門に登録を受けた者

必要に応じ代理者を前項に基づき選任する。

所長は、廃止措置主任者が職務を遂行できない場合、その職務を代行させるため、

第1種放射線取扱主任者免状を有する者

3 共用施設の運転に関する保安の監督は、廃止措置主任者とする。

要領等の制定、改定に参画する。

この規定に定める評価実施計画等を確認

(原子炉主任技術者の職務)

第6条の3 原子炉主任技術者は、当該原子炉施設の運転に関する保安の監督を誠実
に行うことを任務とし、その職務は次のとおりとする。

①原子炉施設の運転に関し、保安上必要な場合には、理事長又は大洗研究所担当
理事に対して意見を具申する。

⑦原子炉施設の運転に関し、原子炉施設の業務を行う者に対し、保安のための助
勧告又は指示をする。^

「=、

(3)法及び法に関係する規則類(以下「法令」という。)に基づく定期報告を確認
する。

④第36条の保安に関する業務報告の記載内容を確認する。
伍)法令に基づき行う施設定期検査等に原則として立ち会う。
(6)第35条第2項に該当する原因調査に参画し帳告書を確認する。

⑦保安教育基本計画を確認する。

⑧原子炉施設等安全審査委員会に原則として出席する。

変更後

ただし

記載の適正化

原子炉主任技術者免状を有する者以

JMTR廃止措匙に伴う

追加

という )を次の各

⑨この規定改正及び保安上重要な規則・要領等の制定、改定に参画する。
aの原子炉施設の定期的な評価に関し、この規定に定める評価実施計画等を硫認
する。

al) HTTRの廃止措置計画の策定に参画する。

(廃止措置主任者の職務)

うことを任務とし、その職務は次のとおりとする。

イ蕭吉

山 JMTRの廃止措置に関し、保安上必要な場合には、所長に対して意見を具申

廃止措置主任者は、 JMTRの廃止措置に関する保安の監督を誠実に行

矧

MTRの廃止措置に

④

勧告及び指示をする。

法令に基づく定期報告を確認する。

愉

第36条の保安に関する業務報告の記載内容を硫認する。

(6 )

法令に基づき行う施設定検査等に原則として立ち会う

m

第35条第2項に該当する原因調査に参画し、報告書を確認する。

(8)

条番号の繰下げ

保安教育基本計画を確認する。

⑨

原子炉施設等安全審査委会に原則として出席する

ao) JMTRの廃止措置計画の改正に参画する。

この規定の改正及び保安上重要な規則・要領等の制定、改正に参画する。

し、廃止措、の業務を行う者に寸し、保安のための助

4の条6第

冉2
言 、



(意見の尊重等)

第6条の3 理事長又は大洗研究所担当理事は、前条第1号の意見を尊重する。

2 原子炉施設の運転に関し、原子炉施設の業務を行う者は、前条第2号の指示に従

つ。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200詑43号)

1 -6

第7条~第8条

(原子炉施設等安全審査委員会の設置及び構成)

第9条所長は、大洗研究所に原子炉施設等安全審査委員会を設置する。

2 原子炉施設等安全審査委員会は、原子炉主任技術者のほか、所長が指名した委員

をもって昂如戈し、委員長は、委員の中から所長が指名した者があたる。

第3節委員会

3

(省略)

原子炉施設等安全審査委員会は、必要に応じ、専門部会を設けることができる。

(原子炉施設等安全審査委員会の審議事項)

第9条の2 原子炉施設等安全審査委員会は、所長の諮問を受け、次の各号に掲げる
事項について審議する。

働原子炉設置変更許可申請に関する事項

②本規定の改定及び廃止に関する事項

得)原子炉施設の廃止措置に関する事項

④原子炉施設の運転、保修又は改造の実施に関する事項(原子炉施設に関する設

計及び工事の方法の認可に係る場合に限る。)

⑤放射性廃棄物の管理及び放射線管理に関する保安上重要な事項

⑥原子炉施設の定期的な評価に関する事項

m 原子炉施設の施設定期自主検査等に関する事項

偲) JMTRキャプセル等設計基準及びJMTRキャプセル等検査基準の改定及び

(意見の尊重等)

第6条の5 理事長又は大洗研究所担当理事は、第6条の3第1号の意見を薜重する。

座止E^
⑨原子炉施設の事故原因及び再発防止に関する事項

Uのその他、所長が諮問する事項

2 原子炉施設等安全審査委員会は、前項各号に掲げる事項について、所長に答申す
る。

2

JMTR廃止措置に伴い

削除

号番号の繰上げ(以下同

じ。)

3

所長は、前条第1号の意見を尊重する。

示に従う。

4 JMTRの廃止措置に関し、

原子炉施設の運転に関し、原子炉施設の業務を行う者は、第6条の3第2号の指

3

の指示に従う。

所長は、前項の答申を薜重する。

第10条~第11条

第12条所長は、大洗研究所にJMTRキャプセル等審査委会を設置する
σMTRキャプセル等審査委会の設置及び構成)

第7条~第8条

2

変更後

JMTRキャプセル等審査委会は

指名した委

(原子炉施設等安全審査委員会の設置及び構成)

第9条所長は、大洗研究所に原子炉施設等安全審査委員会を設置する。

2 原子炉施設等安全審査委員会は、原子炉主任技術者及び廃止措置主任者のほか、

第3節委員会

3 JMTRキャプセル等審査委会は、必要に応じ、専門部会を設けることができ

(省略)

所長が指名した委員をもって構成し、委員長は、委員の中から所長が指名した者が

あたる。

3 原子炉施設等安全審査委員会は、必要に応じ、専門部会を設けることができる。

(原子炉施設等安全審査委員会の審議事項)

第9条の2 原子炉施設等安全審査委員会は、所長の諮問を受け、次の各号に掲げる
事項について審議する。

ω原子炉設置変更許可申請に関する事項

⑦本規定の改定及び廃止に関する事項

③原子炉施設の廃止措置に関する事項

④原子炉施設の運転、保修又は改造の実施に関する事項(原子炉施設に関する設

計及び工事の方法の認可に係る場合に限る。)

⑤放射性廃棄物の管理及び放射線管理に関する保安上重要な事項

⑥原子炉施設の定期的な評価に関する事項

m 原子炉施設の施設定期自主検査等に関する事項

(削る)

JMTRの廃止措置の業務を行う者は、前条第2号

をもって構成し、委長は、委の中から所長が指名した者があたる

(変更なし)

JMTR原子炉主任技術者のほか、所長力

⑧原子炉施設の事故原因及び再発防止に関する事項

⑨その他、所長が諮問する事項

2 原子炉施設等安全審査委員会は、前項各号に掲げる事項について、所長に答申す
る。

JMTR廃止措置に伴う

変更及び条番号の繰下

げ

イ1訂斈ラ

・JMTR廃止措置に伴い

削除

3 所長は、前項の答申を尊重する。

第10条~第11条

第12条

JMTR廃止措置に伴う

追加

(変更なし)

除



る。

第13条

σMTRキャプセル等審査委一会の審議事項)

る事項について審議する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

川

⑦

2

JMTRキャプセル等審査委・会は、所長の諮問を受け、次の各号に

キャプセル等の炉心配.の安全性

申する。

3 所長は、前項の答申を尊重する。

JMTRキャプセル等審査委会は、前項各号に宇げる事項について、所長に答

キャプセル等の安全性

1 -フ

第14条~第22条

第3章品質保証

第4章保安教育訓練

(保安教育等)

第23条所長は、別表第5に掲げる原子炉施設に関する保安活動に従事する者に対

する保安教育を実施するため、保安教育基本計画を毎年度作成し、原子炉主任技術
者の同意を得る。

2 部長は、前項の保安教育基本計画及び第22条第3項の品質保証に関する教育を
行うため、保安教育の受講対象者を記載した保安教育実施計画を作成する。

3 室長及び課長は、前項の保安教育実施計画に基づき、保安教育を実施し、その結
果を当該部長に蝦告する。ただし、別表第5に掲げる教育内容と同等以上と認めら
れる教育を受けた者等、別表第6に掲げる者については、当該部長の承認を得て、
その受講内容に応じた教育内容を免除することができる。

4 当該部長は、前項の承認を行う場合は、履修証明書等を確認する。
5 施設管理統括者は、新たに原子炉施設の放射線業務に従事する者に対し、別表第

7に掲げる教育を実施し、この教育を受けた者でなければ原子炉施設の管理区域内
の業務に従事させてはならない。ただし、別表第8に掲げる要件を満足するとして
施設管理統括者が認めた場合は、当該項月又は事項についての教育を免除あるいは
簡略化することができる。

6 施設管理統括者は、放射線業務従事者のうち原子炉施設の緊急作業に従事する者
として選定を受けようとする者に対し、別表第7の2に掲げる教育を実施する。た
だし、別表第8の2に掲げる要件を満足するとして施設管理統括者が認めた場合は、
当該項H又は事項についての教育を免除することができる。

7 当該部長は、第3項に基づく保安教育の実施結果を年1回、所長及び当該施設を
所掌するセンター長に報告する。

8 第5条の2第1項第1号及び第6・号から第28号までに掲げる者は、必要に応じ
て保安活動に関する意識向上のための啓発を行う。

(省略)

け 第13条削除

第24条

変更後

第14条~第22条

(省略)

第3章品質保証

第4章保安教育訓練

(保安教育等)

第23条所長は、別表第5に掲げる原子炉施設に関する保安活動に従事する名に対
する保安教育を実施するため、保安教育基本計画を毎年度作成し、原子炉主任技術

者及び廃止措置主任者の同意を得る。

2 部長は、前項の保安教育基本計画及び第22条第3項の品質保証に関する教育を
行うため、保安教育の受講対象者を記載した保安教育実施計画を作成する。

3 室長及び課長は、前項の保安教育実施計画に基づき、保安教育を実施し、その結

果を当該部長に穀告する。ただし、別表第5に掲げる教育内容と同等以上と認めら
れる教育を受けた者等、別表第6に掲げる者については、当該部長の承認を得て、
その受講内容に応じた教育内容を免除することができる。

4 当該部長は、前項の承認を行う場合は、履修証明書等を確認する。

5 施設管理統括者は、新たに原子炉施設の放射線業務に従事する者に対し、別表第

7に掲げる教育を実施し、この教育を受けた者でなければ原子炉施設の管理区域内
の業務に従事させてはならない。ただし、別表第8に掲げる要件を満足するとして
施設管理統括者が認めた場合は、当該項月又は事項についての教育を免除あるいは

簡略化することができる。

6 施設管理統括者は、放射線業務従事者のうち原子炉施設の緊急作業に従事する者

として選定を受けようとする者に対し、別表第7の2に掲げる教育を実施する。た
だし、別表第8の2に掲げる要件を満足するとして施設管理統括者が認めた場合は、
当該項目又は事項についての教育を免除することができる。

7 当該部長は、第3項に基づく保安教育の実施結果を年1回、所長及び当該施設を

所掌するセンター長に報告する。

8 第5条の2第1項第1号及び第6号から第28号までに掲げる者は、必要に応じ
て保安活動に関する意識向上のための啓発を行う。

(変更なし)

侃iぢ

・JMTR廃止措識に伴い

削除

第24条 (変更なし)

JMTR廃止措置に伴う

追加



第5章非常の場合に採るべき措置

第1節事前の措置

第25条(省略)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

第2節非常事態における活動

G頂報及び応急措置)

第26条原子炉施設に関し異常が発生したことを発見した者は、施設管理者又は運

転班長へ通報する。

2 施設管理者又は運転班長は、前項の通穀を受けた場合は、その拡大を防止するた

めの措置を講じるとともに、その状況が非常事態又は非常事態に発展するおそれが

あると判断した場合は、直ちに所長が指名する連絡責任者及び施設管理統括者に通

報する。

3 前項の通報を受けた施設管理統括者は、直ちに所長、当該施設を所掌するセンタ

一長、当該施設の原子炉主任技術者、保安管理部長及び放射線管理部長に通報する。

第27条~第31条

第6章職員等以外の者に対する保安措置及び放射線管理

第3 2条~第 3 3条(省略)

第7章記録及び報告

第34条(省略)

(省"各)

貼剣庫等の報告)

第35条施設管理統括者又は放射線管理部長は、それぞれ所掌する施設について,
試験炉規則第16条の 14に定める事象が発生した場合には、その旨を所長、当該

施設を所掌するセンター長及び当該原子炉施設の原子炉主任技術者に机告する。

第5章非常の場合に採るべき措置

第1節事前の措置

第2 5条(変更なし)

2 所長は、前項に掲げる事象が発生した場合には、速やかに報告書を作成し、大洗

研究所担当理事の確認を受けたのちに、その旨を理事長に報告する。

(業務帳告)

第36条本体施設の施設管理統括者は、四半期ごとに、所掌する施設について、次
の各号に掲げる事項を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報告するとともに、

当該原子炉施設の原子炉主任技術者に通知する。

山運転及び保守に関する保安の状況

②官庁検査の実施状況及び指摘事項の内容

得)放射性廃棄物の廃棄の状況

④放射線被ぱく又は汚染の状況

愉異常の発生及びその処置の状況

(6)原子炉施設に係る業務を行う者に対する保安教育の実施状況

第2節非常事態における活動

(通帆及び応急措置)

第26条原子炉施設に関し異常が発生したことを発見した者は、施設管理者又は運

転班長へ通報する。

2 施設管理者又は運転班長は、前項の通報を受けた場合は、その拡大を防止するた

めの措置を講じるとともに、その状況が非常事態又は非常事態に発展するおそれが

あると判断した場合は、直ちに所長が指名する連絡責任者及び施設管理統括者に通

報する。

3 前項の通報を受けた施設管理統括者は、直ちに所長、当該施設を所掌するセンタ

一長、当該施設の原子炉主任技術者又は廃止措置主任者、保安管理部長及び放射線

変更後

管理部長に通報する。

第27条~第31条

第6章職員等以外の者に対する保安措置及び放射線管理

第32条~第33条(変更なし)

第7章記録及び報告

第34条(変更なし)

(変更なし)

(故障等の報告)

第35条施設管理統括者又は放射線管理部長は、それぞれ所掌する施設について、

試験炉規則第16条の14に定める事象が発生した場合には、その旨を所長、当該

施設を所掌するセンター長及び当該原子炉施設の原子炉主任技術者X」逑歴止世^
任者に報告する。

2 所長は、前項に掲げる事象が発生した場合には、速やかに蝦告書を作成し、大洗

研究所担当理事の硫認を受けたのちに、その旨を理事長に報告する。

イ愉釜手

(業務報告)

第36条本体施設の施設管理統括者は、四半期ごとに、所掌する施設について、次

の各号に掲げる事項を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報告するとともに、

当該原子炉施設の原子炉主任技術者又は廃止措置主任者に通知する。 JMTR廃止措置に伴う

追加運転及び保守に関する保安の状況

官庁検査の実施状況及び指摘事項の内容

放射性廃棄物の廃棄の状況

放射線被ばく又は汚染の状況

異常の発生及びその処置の状況

原子炉施設に係る業務を行う者に対する保安教育の実施状況

JMTR廃止措置に伴う

追加

1 -S

JMTR廃止措置に伴う

追加

1
2
3
4
5
6



第8章定期的な評価

(定期的な評価の実施に係る措置)

第37条所長は、試験炉規則第14条の2 に基づき、次の各号に掲げるところによ
り原子炉施設に係る定期的な評価(以下「定期的な評価」という。)を施設管理統

括者に行わせる。

川保安活動に関する評価

イ運転開始後10年を経過する日までに原子炉施設の保安活動の実施状況の評

価を行い、評価後10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

口運転開始後10年を経過する日までに原子炉施設の保安活動の最新技術知見
の反映状況の評価を行い、評価後10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

②高経年化に関する評価

イ運転開始後30年を経過する日までに、経年変化に関する技術的評価を行い、
その評価結果に基づき、施設の保全のために実施すべき措置に関する評価後10
年問の保全計画を策定する。

口本号イの評価及び計画について、10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第38条~第41条 (省W御

第8章定期的な評価

(定期的な評価の実施に係る措置)

第37条所長は、試験炉規則第14条の2に基づき、次の各号に掲げるところによ

りHTTR原子炉施設に係る定期的な評価(以下「定期的な評価」という。)を施

設管理統括者に行わせる。

①保安活動に関する評価

イ運転開始後10年を経過する日までに原子炉施設の保安活動の実施状況の評

価を行い、評価後10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

口運転開始後10年を経過する日までに原子炉施設の保安活動の最新技術知見

の反映状況の評価を行い、評価後10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

⑦高経年化に関する評価

イ運転開始後30年を経過する日までに、経年変化に関する技術的評価を行い、
その評価結果に基づき、施設の保全のために実施すべき措置に関する評価後10

年間の保全計画を策定する。

口本号イの評価及び計画について、10年を超えない期問ごとに再評価を行う。

1 -9

変更後

第38条~第41条 (変更なし)

備考

・J MTR廃止措置に伴う

変更



別表第1~別表第4 (台略)

別表第5 原子が施股に関する保安活動を行う者の保安教介(第23条関係)

変更前(令ネ配年3月24日付け原規規発第2003243号)

項Π 教台内容

傑安教ff項1_1

及び教行時問数※1

関係法令及び保安規定

に関すること。※ 2

(1時聞以"

放身J綵業膓従事打

原子炉施役の構造、竹能

及び述転に関、4、ること。

( 2.5時問以上)

職n等

原子炉施設

の述転,保

'、),、利川、

放射線管即

に係る業靭

に従事、する

打

原子力関述の松令概要

に関すること。

放4J線管"!に関すること

0

保安規定の保安管則休

制、保安教育、,祉録及び

報告等に関すること。

※2

ノ,Ξ

職n等以外の打

1三要な設備の概喫及び述

転保守管j11!に関すること

原子炉施設

の述転、保

'、〕,、不11j11、

放身J線管理

に係る業吻

に従事する

占

(2時問以上)

放"J線業

務従事行

以外

核燃料物質及び核燃料

物質によって汚染された

物の収扱いに関すること

※20

( 1.5時問以に)

0

別表第1~別表第4 (変史なし)

別表第5 原子炉施設に関する保安活動を行う者の保安教介(第23条関係)

管理Ⅸ域等の区分及び

人退域管門!に関すること

◎

職a

等

0

◎

管凡区域内の遵'丁事項

に関、すること。

◎

0

放射線等の測定、監視及

び防,渙に関すること。

◎

非常の場介に採るべき挑

羅に関すること。※ 2

(0.5時問以上)

◎

◎

核燃料物質等の稙類及

び柞状、並びに臨界管凹!

等に関すること。

項Π

◎

0

・、゛、べての対象項111こついて力1年座リι施、する。

J京子炉施股に係る関係怯令及び保安規定に関する教台

は、改111時においてもリι施、4、る。

なお改正時の教台時問は内容に応じるものとする。

・職負等以外の打とは、年問契約に草づき常時立ち人る

作業Rをいう。

・外来研究U、協力研究熊及び客n研究Uは、常時立ち

0

核燃料物質の使用、述搬

、貯藏、廃棄の方怯等に

関す、ること。

◎

0

教台内容

◎

0

◎

変更後

0

◎

傑安教台項Π

及び教台時問数※1

非常の場介に採るべき揣

羅に関すること。

◎

0

◎

関係怯令及び保安規定

に関すること。※ 2

(1時問以上)

◎

◎

0

0

0

◎

0

放身J釈業枋従事打

◎

◎

原子炉施設の枇造、性能

及び運転に関すること。

( 2.5時問以 1二)

X

◎

0

職U等

0

◎

原子炉施設

の述転、保

'小、利川、

放4↓線管則

に係る業枋

に従事する

打※ 3

孫子力関速の法令概要

に関すること。

X

放4J線管"に関すること

0

0

0

傑安規定の保安管則体

制、保安教育、河録及び

報告等に関、す、ること。

※2

◎

凡例

◎

0

職U等以外の打

卞要な設備の概要及び運

転保守管理に関すること

※3

X

◎

原子炉施股

の述転、保

'、〕.、利川、

放身↓線管則

に係る業務

に従事する

゛1※ 3

(2時問以 10

令兵対象(20分以上)

業靭に関連する打が対象(業

枋に応じ右略することができる

。)

対象外

対象とする教介内容を令て突

施した場介の時冏数

放射線業

枋従亊行

以外

X

核燃料物質及び核燃料

物質によって汚染された

物の取扱いに関すること

※20

( 1.5時問以_上)

0

管理区域等の区分及び

入退域管理に関すること

◎

X

※1

◎

ノ'1

職n

◎

X

※1

管理区域内の遵'丁事項

に関すること。

備考

◎

◎

0

◎

放射線等の測定、監視及

び防護に関すること。

◎

◎

非常の場介に採るべき批

羅に関すること。※2

( 0.5時問以 lt)

◎

核燃料物質等の種類及

び竹状、並びに臨界管理

等に関すること。

◎

0

0

、すべての対条項目について毎年麼突施する。

原子炉施股に係る関係松令及び保安規定に関する救青

は、改正時においても突施する。

なお改正時の教介時問は内容に応じるものとする。

職U等以外の行とは、年問契約に菓づき常時立ち人る

作業nをいう。

外来研究負、協力研究n及び客R研究nは、常時立ち

核燃料物質の使川、述搬

、貯蔵、廃棄の方法等に

関すること。

◎

0

◎

0

◎

0

◎

JMTR廃止措置に伴う

変更

"常の場介に採るべき兇

睡に関すること。

◎

0

◎

◎

◎

0

0

0

◎

0

◎

◎

1-10

X

◎

・JMTR廃止措置に伴う

ホ更

0

0

◎

X

0

0

◎

凡例

0

X

◎

令U対象(2 0分以上)

業吻に関述する打が対象(業

務に応じ告略することができる

。)

対染外

対象とする教h内容を令て突

施した場介の時問数

X

以
外
の
行

等

以
外
の
打

祉

職
貝
等

職
 
n
 
等
以
外
の
打

左
,
乢
以
外
の
者

"
以
外
の
打

◎
0

◎
0

ル
"
以
外
の
打



人る,テとする。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200詑43号)

別表第6~別表第9 (省略)

別表第10 ( D 試験力i規則に菓づく記録(第34条関係)

記録事項

1.原子炉施設の検査"録

イ払第28条第1項の規定によ

る使川前検介の結米 (注1)

口法第29条第1項の規定によ

る施設定期検査の結果(注1)

ハ試験炉規則第10条の規定に

よる施設定期h 1ξ検査の結果

(第1編第16条、第2編第36条、

第4編第17条、第5編第39条、

第6編第38条)

※2

紀録すべき場介

放gす線樂枋従事行の指定教台

と脈ねることができる項Π

検査の都度

祉録貞任行

2.運転,ι鉄

イ熱川力並びに炉心における中

什子東密座及び私ι座

じ第5編第5条、第15条、第34

検介の都座

施設管"!打

保存貞任行

条、第6編第 5 条、第 1 6 条、第 3

3 条)

口原子舮本休の人Π及び川11に

おける冷却材の需ι座、ルカ及び

ij;ι門 1

検査の都度

施股管N行

施設管刊!統

括打

人る者とする。

保存期問

別表第6~別表第9 (変史なし)

別表第 10 (D 試験炉規則に栞づく記録(第34条関係)

施設管理打

施設管門!統

括新

同・事項に関す

る次の検査のと

きまでの期問

同・・事項に関す

る次の検在のと

きまでの期問

(卸

条、第6編第 5 条、

3 条)

述転中連絖して

第5

記録事項

施股管理統

括者

ノ、

(第

1.原子炉施設の検査記録

イ法第28条第1項の規定によ

(注 1)る使川前検査の結果

第1

第5条、第33条)

二冉結介装碕内のiι1.度

制御材の位置

第16条、第3

条、第 34

施設管即打

同・事項に関す

る次の検介のと

きまでの期問

変更後

述転中1時問ご

と

条 第34条

口法第29条第1項の規定によ

る施股定期検査の納釆 (注1)

施設管理打

施設管H!打

第6編

ハ試験炉規則第10条の規定に

よる施設定期白 lt検介の糊果

(第 1編第 16 条、第 2編第 3 6 条、

第4編第17条、第5編第39条、

第6編第38条)

※2

記鉄すべき場介

述転中1時問ご

と

10年問

放4J線樂枋従事打の指定教台

と染ねることができる項Π

J 入ITR にあっては「運転1※3

(注2)

施設管則打

検査の都度

述転中1時問ご

と

を「廃止捫罷 1

記録貞任打

施股管見打

2.述転'1ι録

イ熱川ノJ並びに炉心における中

柞子東裕廣及び温座

(第6細第5条、第16条、第33

条)

10年問

検査の都度

施設管門!ノ〒

保存貞任打

施設管N!名

、み井える

検介の都座

施設管町1者

施設管邱統

括者

口原子が水体の人口及び川Πに

おける冷却材の温度、Ⅱ三力及び

力託 111

(第6編第5条、第16条、第33

条)

保存期問

1年問

JMTR廃止措置に伴う

変更

イ愉老

施設管理打

施設管卯統

括行

1・1'1Ⅱ項に関す

る次の検査のと

きまでの期問

同・事項に関、d、

る次の検介のと

きまでの期問

同・事項に関す

る次の検介のと

きまでの朔問

述転中述続して

施役管"!統

括打

ハ制御材の位殿

(第 6 編第 5 条、第 3 3 条)

施股管N!打

述転中1時問ご

と

再結介裴霞内の肌ι廣

施設管H!打

施股管凹!打

述転中1時問ご

と

1 一Ⅱ

10年問

(注2)

施股管即占

雄転中1時問ご

と

施股管外行

10年冏

・ J MTR廃止措置に伴う

変更

施股管円!打 1年問

・JMTR廃止措置に伴う

変更

・JMTR廃止措樋に伴う

変更

二

州
牙



ホ原子炉 q去第43条の 3の2

第2項の認、Ⅱ1を受けたものを除

く。)に使川している冷"1材及

び減速材(流体の場介に限る。)

の純座並びにこれらの毎Πの補

糸介:1{

C第5編第29条、第6編第27条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200認43号)

へ原子炉(昭界突験裴羅を除

く。)内における燃料体の配殿

(第5編第44条、第6 編第8 条、

第6編第9条)

ト原子炉(臨界突験装置に限

る。)内における燃本H木、減速

材、反リ1材及び原子核分製の述

鎖反応の反応座を変化させる突

験のために挿人する物質の郁類、

数址及び配睡(注2)

チ述転開始前及び述転停止後の

原子炉施股の点検

(第 5 編群)3 0 条,第 3 5 条、第 6

毎Π1回 施設管凡行

配殿父は配置井

えの都座

施設管理行

編第 3 0 条、第34条)

り述耘開始、臨界到達、述転切井

え、緊急しゃ断及び運転停止の時

却」

(第5編第5条、第35条、第55

配殿Xは配霞竹

えの都麼

施設管則打

1年問

条、第6編第5条、第34条、第5

3 条)

ヌ解報裴羅から窕せられた警報

(注4、注5)の内容

(第4編第11条、第23条、第5

編第 2 5 条、第 7 3 条、第6 編第2

5 条、第 6 9 条)

ル運転貨任行及び述転負の氏名

並びにこれらの打の交代の時刻

及び交代時の引継事項

(第亘盧局1^^第6編第5条)

3.燃料体の尼録

イ燃料体(イ吏川済燃料を除く。)

の雨E類別の受渡1,1

施股管則打

開始及び仲止の

都座

ホ原子炉(法第43条の3の2

第2項の認、可を妥けたものを除

く。)に使川している冷"1材及

び減述材(流体の場介に隈る。)

の純座並びにこれらの毎Πの補

系合 11{

(第 6 細第2 7条)

へ原子炉(臨界火験裴置を除

く。)内における燃料体の配霞

(錦6 編第8 条、第 6編第9 条)

収出後10年問

その都座

施設管則者 施設管N者

10年問

その都度

施股管兜古

力ie 1回

・JMTR廃止措置に伴う

変更

変更後

ト原子炉(臨界火験暴羅に限

る。)内における燃料体、減速

材、反射材及び原子核分裂の述

鎖反応の反応廣を変化させる突

験のために姉人する物質の郁頬、

数跿及び配睡(注2)

チ述転開始前及び述転停止後の

原子炉施股の点検

(第 6 編第 3 0 条、第 34条)

1年問

施股管門!打

施設管即者

施設管興行

開始及び停止の

都座

1年問

施股管N行

配磁Xは配砥竹

えの都度

施設管卯芥

施設管N打

1年問

配羅Xは配買杵

えの都座

受渡しの都座

施設管N行

リ述転開始、臨界到達、述転UJ井

え、緊急しゃ断及び述転停止の時

却」

(第6編第5条、第34条、第63

条)

1年問

施設管理占

施設管艸打

JMTRに

おいては原

1年問

開始及び停止の

都座

ヌ無報裴置から充せられた腎報

の内容 (注6、注6)

(第4編第11条、第23条、第5

編第2 5条、第 7 3 条、第6編第2

5条、第69条)

ル述転貞任者及び述転Uの氏名

並びにこれらの名の交代の時刻

及び交代時の引縦事項

(第6 編第5 条)

3.燃料体の';d録

取出後10年問

イ備考・

J 入ITRに

おいては原

その都度

施設管理打

・JMTR廃止措置に伴う

亦更

10年問

施設管川!打

・JMTR廃止措置に伴う

変更

その都座

JMTR廃止措置に伴う

変更

施股管卯打

1年問

イ燃料体(使川済燃料を除く。)

の赫類別の受渡呆

施護管川!占

施設管卯打

開始及び停止の

都度

1年問

施股管則打

1-12

・JMTR廃止措置に伴う

変更

施股管理行

1年問

受渡しの都廣

施設管理打

・JMTR廃止措艦に伴う

変更

HTTR技

術課長

1年冏

HTTR技

術課N



(笙亘」症笙丑^第6編第41条、

第43 条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200羽43号)

口原子がへの燃料体の郁類別の

1.Ti入耻

(第5細第7条、第44条、第6細

第 7 条、第4 7 条)

ハ使川済燃料の柯!纈別の取川肌

(第5細第7条、第44条、第6編

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

第7条、第48条)

姉人の都度

炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

J入ITRに

主上Σ工」生堕

衝盤抵墜墜

憾壬匁溜抵

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課R

10年問

度

(笙亘1麺塑Z金」第6編第48条)

収り出した使川済燃料の燃焼

取川しの都麼

J 入IT R に

室上江」生些

衝墨'墜墜

墨{壬匁玉塾」皇

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

へ使川済燃料の靴類別の払出

皐、その取川しから払川しまで

の期問及びその放リMEの鎚

(第 5編第4 7 条、第 6編第5 0 条)

HTTR技

術'課長

取川後10年間

配殿Xは配置外

えの都座

JMTRに

室上三工」逑!重

術課長及び

塵王匁慨長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

ホ使川済燃料の貯蔵施設内にお

ける燃料体の配羅

(第5編第42条、第43条、第6

編第48条)

(第6 編第4 1条、第4 3 条)

HTTR技

術課長

・JMTR廃止措置に伴う

2h、、IE

取川しの都度X

は力ij」 1 1"1

JMTRに

主上上工塾墨

価墨昼墜亘

原子炉墨長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

'課長

JMTRに

おいては原

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

10年問

払出しの都座

口原子がへの燃料体の赫類別の

挿人1'

(第6 編第 7 条、第47 条)

10年問

へ使川済燃料の柘類刎の払川

その取出しから払川しまで

の期問及びその放"MEの址

(第5編第47 条、第6編第 5 0条)

1-】3

JMTRに

主上江塾技
術課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

J 入IT Rに

おいては原

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

・J MTR廃止措置に伴う

亦更

J入ITRに

おいては線

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

配羅Xは配置井

えの都座

凌1^1妾

5年問

JMTRに

おいては技

廸墨些

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

J 入ITRに

おいては原

子舮課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課R

ハ使用済燃料の郁類別の取川脆

(第6 編第 7 条、第4 8条)

JMTRに

おいては原

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課丘

10年問

挿人の都度

10年問払川しの都座

J 入IT Rに

おいては原

子舮課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

HTTR技

術課長

度

(錦 6 編第4 8条)

J 入ITRに

おいては原

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

5年問

取り出した使川済燃料の燃焼

取川しの都座

HTTR技

術課長

J 入ITRに

おいては原

子が課R

HTTRに

おいてはH

TTR技術

.課長

取川後10年問

HTTR技

術課R

ホ使用済燃料の貯藏施設内にお

ける燃料体の配睡

(第5編第4 2条、第4 3条、第6

編第48条)

10年問

イ加・ラ

取川しの都座父

は力ij] 1 1"1

HTTR技

術.深長

・JMTR廃止措置に伴う

変更

二二

,
,
1
一



ト燃料休の形状Xは什状に関す

る検査の結米

(卸

編第43 条、第4 7条、第48 条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第41条

4.放牙↓線管"!記録

イ原子炉本休、使川済燃料の貯

戚施股、放4、j性廃棄物の廃棄施

設等の放gJ線遮蔽物の側壁等に

おける線疑当址*

(第2編第 2 0 条)

築47条,第6

挿人前及び取出

1妥

J 入ITR に

主上三工」空巫

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

1年問の線堆に

あっては毎年度

11"1、 3 打問の

線}'にあっては

3 Ⅱごとに 1回、

1打問の線耻に

あっては 1打ご

とに1回

1 -N

毎Π述転中 1回

q去第43条の

3の2第2項の

認口1を妥けた場

介においては、

使則済燃料の貯

蔵施設の"録に

あっては毎HI

回、使川済燃料

の貯蔵施設以外

の施股の記録に

あっては毎週1

阿)

J 入ITR に

左上上工」空旦!

子炉課長

HTTRに

おいてはH

TTR技術

課長

放"1線管川!

第2課長

環境監視線

1,t,汁測課長

口放射竹廃棄物の排気ΠXは排

気監視設備及び排水ΠXは排水

監視設備における放射柞物質の

1Π問及び3打問についての平

均濃座

(第 3編第 5 条、第7条)

10年問

環境監視線

址,i1 測課」立

取川後10年問

試験舮規則第6

条第5項に定め

る期問

放4J線管理

第2課長

放身す綵管理

第2課長

ハ管N区域における外部放射線

に係る 1週問の線躍当皐、空気

中の放射性物質の1週問につい

ての平均濃座及び放"寸竹物質に

よって朽染された物の表而衞座

(第2編第2 0 条)

ト燃料体の形状Xは竹.状に関す

る検査の結果

(第6編第4 3 条、第4 7 条、第4

8 条)

10年問

1Π問の平均濃

麼にあっては毎

11 1 回、 3 打問

の平均濃座にあ

つては3Ⅱごと

に 1阿

二放射線業枋従事打の4打1Π

を始期と、する 1年問の線1゛、女

子軟壬娠不能と診断された打及

び妊娠の意.思のない旨を,11血で

小い"た打を除く。)の放射綵

業務従事打の 4 打 1 Π、 7 打 1

日、 10打1Π及び1Ⅱ1Πを

始期とする各3j1問の綵址並び

に本人の中し出等により妊娠の

4.方女!村線管理紀録

イ原子炉水体、使用済燃料の貯

蔵施役、放射性廃棄物の廃棄施

股等の放射線遮蔽物の側壁等に

おける線碓当跿*

(第 2編第 2 0 条)

放射線管理

第2課長

証週1回

変更後

姉人而及び収出

1妾

放射綵管理

第2課長

放g1線管N!

第2課長

10年問

1年問の線耻に

あっては力'年座

U"1、 3 Ⅱ問の

線跿にあっては

3 J」ごとに 1 「"1、

1打問の線址に

あっては1"ご

とに1回

HTTR技

術課長

放gJ線管N

第2課長

証Π述転中1回

(法第43条の

3の2第2項の

認可を受けた場

合においては、

使Ⅲ済燃料の貯

蔵施設の記録に

あっては証Π 1

阿、使川済燃料

の貯蔵施設以外

の施設の祉鉄に

あっては毎週1

1"D

HTTR技

術課k

環境監視絲

111,寸測課長

口放射竹廃棄物の排気11Xは排

気監視設備及び排水ΠXは排水

監視設備における放gJ竹物質の

1Π問及び3Ⅱ問についての平

均濃座

(第 3編第 5 条、第 7 条)

10年問

取川後10年問

放牙、1線管111!

第2課長

鐶境監視線

堆,汁測課長

放牙J線管州

第2課長

試験舮脱則第6

条第5項に定め

る朔問

ハ管凡区域における外部放"情尿

に係る 1週問の線耻当耻,空気

中の放射性物質の1週問につい

ての平均濃度及び放"J竹物質に

よって朽染された物の表血密座

(第 2編第2 0 条)

・JMTR廃止措羅に伴う

変更

備考

10年問

1日間の平均濃

座にあっては毎

Π 1回、 3J1問

の平均濃度にあ

つては3"ごと

二放身、1線業務従事゛〒の4 打 IU

を始期とする 1年問の綵址、女

子(妊娠不能と診断された打及

び妊娠の意思のない旨を.11血で

小し川た行を除く。)の放"↓絲

業務従事ノテの 4 打 U_1、 7 打 1

Π、 1 0 j1 1 Π及び lj1 1 Πを

始期とする各3打問の線呆並び

に水人の小し川等により妊娠の

放射線管N

第2課長

毎過1回

放牙1線管N!

第2課長

放gす線管卯

第2課長

10年問

Ⅱ1こ



事火を知ることになった女子の

放射線業枋従事打にあっては出

産までの問力ij11Πを始期とす

る 1 打問の詔11,{

(第 2編第 2 8条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

ホ 4門 1日を始期とする 1年問

の線_址が2 0 ミリシーベルトを

超えた放"J線業拐従事打の当該

1年問を含む原子力規制委a会

が定める5年問の線碓

(第2編第 2 8条)

へ放射線業窃従事行が緊急柞業

に従事した期問の始期及び終期

並びに放"J線業窃従事打の当該

期問の線皐

(第2編第24条、第25条、第2

6 条)

原子力規制委U

会が定める5年

問において毎年

座 1 1・1

(ノι欄に掲げる

当該1年問以降

に限る。)

ト放射線業枋従事打が当該業病

に就く口の属する年座における

当該Π以前の放射綵被ばくの絖

".f及び原子ノJ

規制委共会が定める5年問にお

ける当該年座の前年座までの放

4J線被ばくの経雁

(第2編第 10 条、第2 8 条)

環境監視綵

壯'汁測課長

その都度

環境監視線

碓.汁測課長

チエ場Xは事業所(原子力船を

含む。)の外において述搬した

核燃料物質等の種類別の数耻、

その述搬に使川した容器の靴類

並びにその運搬のΠ時及び絖路

(第 3編第2 条)

環境監視線

耻'iM川課長

試験炉規則第6

条第5項に定め

る期問

事尖を知ることになった女子の

放射線業効従事打にあっては川

産までの問毎打 1Πを始期とす

る 1 打問の線:,{

(第2編第2 8 条)

その.1fが当該樂

物に就くとき

環境監視線

址,'1'渕課長

環境監視線

耻計測課長

ホ 4門1Πを始期とする1年問

の線皐が20ミリシーベルトを

超えた放射線業効従事打の当該

1年問を含む原子ノJ規制妥a会

が定める5年問の線址

(第 2編第2 8 条)

試験炉規則第6

条第6項に定め

る期問

リ廃棄施股に廃乘し、 Xは海汀:

に投棄した放射竹廃棄物の郁

櫛、当該放身J性廃棄物に含まれ

る放4、!性物質の数耻、当該放射

性廃棄物を容器にIJ人し、又は

容器に固削化した場介には当該

容器の数址及び比飛並びにその

廃棄のΠ時、場所及び方怯

述搬の都度

環境監視線

1,1'汁測課長

変更後

へ放41線巣枋従事名が緊急作業

に従事した期問の始期及び終期

並びに放射線業靭従事打の当該

期問の線碓

(第 2編第 24条、第 2 5条、第2

6 条)

試験炉規則第6

条第5項に定め

る期問

核燃料物質

にあっては

核燃料管N!

者

核燃料物質

に汚染され

たものにあ

つては課長

原子ノJ規御1委員

会が定める5年

問において毎年

度 1 「"1

(ノ,1欄に掲げる

当該1年問以降

に限る。)

廃棄の都度

核燃料物質

にあっては

核燃料管則

行

核燃料物質

に朽染され

たものにあ

つては課長

ト放"寸線業務従事者が当該業枋

に就くΠの屈する年度における

当該1、1以前の放4す綵被ばくの経

嚇及び原子力

脱制委n会が定める5年問にお

ける当該年座の前年度までの放

g、j線披ばくの経朏

(第 2編第 10 条、第2 8条)

環境監視線

1北'汁測課長

1年問

その都度

環境監視線

1,{'汁設リ課長

チ r場Xは事業所(原子力船を

含む。)の外において運搬した

核燃料物質等の赫類別の数呈、

その述搬に使川した容器の稲類

並びにその述搬の11時及び経路

(第 3編第2条)

環境監視線

跿計測課長

試験炉規則第6

条第5項に定め

る期間

その打が当該業

枋に就くとき

備考

環境監視線

址'寸測課長

環境監視線

址計測課長

試験舮脱則第6

条第6項に定め

る期問

リ廃棄施設に廃棄し、 Xは海汀二

に投棄した放射性廃棄物の柯i

類、当該放射十1.廃棄物に含まれ

る放牙J柞物質の数砥、当該放41

竹廃棄物を容器に封人し、又は

容器に固劉化した場合には当該

容器の数跿及び比爪並びにその

廃棄のΠ時、場所及び方法

述搬の都度

衆境監視絲

碓,汁測課長

試験炉規則第6

条第5項に定め

る期問

核燃料物質

にあっては

核燃料管見

行

核燃料物質

に朽染され

たものにあ

つては課」文

廃棄の都庚

核燃料物質

にあっては

核燃料管卯

行

核燃料物質

に朽染され

たものにあ

つては課長
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1年闇

課長父は管

里歴些管型

(注4)

豊長X」生管
N!区域管則

(注4)

払第12条の6

第8項の確認を

河1ナるまでの翔

問

保管廃棄施設の設置に伴

う追加

逝五

二二二



ヌ放"す竹廃乘物を容器に上J人

し、 Xは容器に固型化した場介

には、その方法

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200認43号)

(注3)

ル放射性物質による朽染が允小

した場所における汚染拡大防止

措羅及び朽染の除太等の状況並

びに担当名の氏名

(第2編第2 1条)

封人Xは固刑化

の都度

(注3)

5.イ參小,1ι鉄

イ原子炉施股の巡視及び点検の

状況並びにその担当打の氏乳

(冴H編第12条、笙亙1昼塗室^

第6編第33条)

防止及び除厶の

都座

口原子炉施股の修理の状況及び

その担当打の氏名

(第 1編第 16 条、第4編第 1 6 条、

第17条、第5編第38条、第39

条、第6編第 3 7 条、第 3 8 条)

6 原子が施設における放身J線の利

川"鉄

イ利川U的及び方松並びに利川

した郁類及び:'{

施設管理打

力iΠ 1 阿(法第

43条の3の2

第 2 項の認、1寸を

受けた原子舮及

びその付属施設

内に核燃料物質

が存在しない場

介はfル避 1回)

修理の都座

施設管卵打

施設管尹1!1T

(第 3編第 1 0

1年問

(竹

ヌ放射性廃乗物を容器に封人

し、 Xは容器に固梨化した場介

には、その方法

施設管即打

0 1京子炉に姉人された物質の郡

類及び碓

(第 5編第 7 条、第 9 条)

の 3)

(第3編第10条の3)

牙39 条)

(注3)

ル放4J性物質による汚染が充小

した場所における汚染拡火防止

揣羅及び朽染の除去等の状況並

びに択当行の氏名

(第 2編第2 1条)

5.イ、し1記録

イ原子炉施設の巡視及び点検の

状況並びにその典当打の氏名

(第4編第 12条、第6 細第 3 3 条)

1年問

施股管"!打

フ.棟子炉施設等の事故尻録

イ事故の窕小及び役Ⅲの時

(第 1編第 3 5条)

変更後

利川の都座

施設管凹!゛〒

上J人Xは問型化

の都座

(注3)

利川の都度

JMTRに

室上江」逑些

箪盤』三墜墜

墜堕墨長

1年問

1-16

遇塗X!聖貫

尹1! K 岐管 111!

打

(注4)

防止及び除太の

都座

その都度

J 入IT Rに

おいては技

堕墨上墜巫

照g゛課長

施股管艸統

括占

・JMTR廃止措置に伴い

削除

J 入IT R に

主上江堕壁

廸墨長._1塑

王匁五塑』宮メ文

び懸射豊'

施設管川統

括打

墨些X」逑管

列!区域管判!

打

(注4)

その都座

口原子舮施股の修"の状況及び

その捉当行の氏名

(第 1編第 16 条、第4編第 16 条、

第17条、第5編第38条、第39

条、第6 編第 3 7 条、第 3 8条)

6,原子炉施設における放4J線の利

川'[1鉄

イ利用口的及び方怯並びに利川

した靴類及び皐(注2)

施設管"!打

」生皿

JMTR廃止措匙に伴い

削除

J 入IT R に

おいては技

術課長、原

王丸盤'墜

び照g寸課長

力iΠ 1「川(iよ第

43条の3の2

第2項の認可を

受けた原子炉及

びその付属施設

内に核燃料物質

が存在しない場

Aは力i週 11・1)

修理の都度

沽第12条の6

の8項の確認を

迭笙」」2L条虫旦

第宣忽の艦^
戸'1ナるまでの1明

施設管理打

施設管H!統

括者

皿

」生胆

施設管判!打

イ前吉

施設管則統

括打

1年問

保管廃棄施設の設置に伴

う追加

施'斐管列!打

法第12条の6

の8項の確認を

口原子炉に挿人された物質の郁

類及び址(注2)

1年問

施股管門!打

フ.原子舮施艘等の事故記録

イ事故の窕牛及び復Ⅲの時

(第 1編第3 5条)

利川の都廣

施股管理打

利川の都度

原子炉の運転を行わない

ため削除

1年問

二

二

二

二

二

二

二

二

二

7"
牙



口事故の状況及び事故に際して

採った処置

(第 1編第 3 5 条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

ハ事故の原「大1

(第 1編第3 5 条)

事故後の処殿

(第 1編第3 5条)

その都度

8.会L象'河録(法第4 3 条の 3 の 2

第2項の認"1を受けた原子炉及び

その付属施設内に核燃料物質が存

在しない場介を除く。)

イ風向及び風述

(第2編第3 2条)

その都座

施設管則統

括行

施股管判!統

括打

その都度

施設管即統

括打

受けるまでの期

問

法第12条の6

の8項の確認を

受けるまでの朔

問

法第12条の6

の8項の確認を

受けるまでの期

問

法第12条の6

の8項の確認を

受けるまでの期

問

口降雨址

(第 2細第 3 2条)

ハ大気噐ι座

(第2編第3 2条)

9.保安教ガの,ι鉄

イ保安救台のリι施';ト1111j

(第 1編第2 3 条)

口保安教育の火施日時、項門

(第 1編第2 3 条)

ハ保安教台を受けた打の氏名

(第 1細第2 3条)

10.原子が施設の定期的な諄価の

結果

イ原子炉の述転開始から10年

を超えない期問ごとに原子炉施

設における保安活動の尖施状況

施役管則統

括打

施股管凹!統

括者

述統,記鉄

施設管邱統

括行

口事故の状況及び事故に際して

採った処霞

(第 1編第 3 5 条)

述統"鉄

環境監視線

耻'1'測課長

環境監視綵

111,汁ι引課長

環境監視線

1,1,汁測課長

述絖"鉄

ハ事故の原囚

(第 1編第 3 5条)

環境監視線

壯,汁測課長

環境監視線

跿計測課長

環境監視線

跿,汁測課長

策定の都度

変更後

二事岐後の処羅

(第 1編第 3 5条)

その都度

火施の都度

10年闇

各部長

突施の都度

8.気象"鉄(法第43条の 3 の2

第2項の認可を受けた原子が及び

その付属施股内に核燃料物質が存

在しない場介を除く。)

イ風向及び風速

(第2編第 3 2条)

口降1何址

(第2編第 3 2条)

ハ大会、袷1,度

(第 2編第 3 2条)

9.保安教介の'記録

イ保安教台の火施計川

(第 1編第2 3 条)

口保安教育の突施Π時、項Π

(第 1編第2 3 条)

ハ保安教台を受けた打の氏名

(第 1編第2 3条)

10.原子炉施股の定期的な評価の

紙果

イ原子炉の述転開始から10年

を超えない期問ごとに原子炉施

設における保安活動の火施状況

10年問

その都度

施股管理統

括打

室長及び各

課長

室長及び各

課長

各部長

10年問

諄価の都座

施設管則統

括打

室長及び各

課長

室長及び各

,県長

その都座

施股管見統

括者

受けるまでの問

問

法第12条の6

の8項の硫認を

受けるまでの期

問

3年問

3年問

施股管即統

括"

施股管"!打

施没管則統

括行

3年問

払第12条の6

の8項の硫認を

受けるまでの期

問

法第12条の6

の8項の硫認を

受けるまでの朔

問

施設管"統

括占

述続記録

イ11"手手

施設管理統

括打

迎絖尼録

法第43条の3

の2第2項の認

Π1を受けるまで

環境監視線

址,;1'測課長

環境監視線

碓計測課長

環境監視絲

11{,{1 測課長

述毓"録

環境監視線

址';1'祺川県長

環境監視綵

址.il'測課長

環境監視綵

跿,汁測課1史

策定の都麼

火施の都座

10年問

各部長

尖施の都度

10年問

1-17

室長及び各

課長

室長及び各

課長

各部長

10年問

評価の都度

室長及び各

課長

室長及び各

課長

3年問

3年問

施設管"!当

3年問

施設管肌統

括打

法第43条の3

の2第2項の認

Π1を受けるまで

二



の諄価の駄果及び原子炉施設に

おける保安活動への最新の技術

知見の反映状況の評価の結果

(第 1編第 3 8条、第40条)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

口原子炉の述転開始から30年

を絲過するまでに経年変化に関

する技術的な評価の粘果

(第 1編第3 8 条)

ハ原子力,の述転開始から30年

を経過するまでに経年変化に関

する技術的な詐価の鮎来に県づ

く原子炉施設の保令のために実

施すべき粥睡に関する10年問

の,'1'1岫

(第 1細第 3 8条)

評価の都度

1 1.品質保'11[,汁 111】j

(第 1編第 14条)

策定の都座

施設管興者

注1

注2

注3

の期問

第1編第16条の検作及び試験に関する規定が関連する。

該当股備がないため実施しない。

許"1を",けていないため突施しない。

施股管則統

括打

施設管理行

策定及び改定の

都度

法第43条の3

の2第2項の認

可を受けるまで

の期問

注4

注5

施設管理統

括行

1京子炉設霞許Π1叩詰,1}に,己械する警報についても記録を行う。

検査、点検、イ零丁、訓紳及び設備の起動・停止に仟う警報で、 j、常ではないことが明らか

なものを除く。

の評価の紘宋及び原子炉施設に

おける保安活動への披新の技術

知見の反映状況の諄価の靴果

(第 1編第 3 8 条、第40 条)

水部(監査

プロセスを

除く。)の

管"!貞任.1T

法第43条の3

の2第2項の認

n1を受けるまで

の期問

口原子炉の運転開始から30年

を絲過するまでに経年変化に関

する技術的な評価の結果

(第 1編第 3 8 条)

本部(監杏

プロセスを

除く。)の

管"!貨任打

ハ孫子炉の述転開始から30年

を経過するまでに絲年変化に関

する技術的な評価の結采に藁づ

く原子か施設の保令のために突

施すべき揺霞に関する 10年問

の,i卜1Ⅷ

(第 1編第 3 8条)

次の改定の後3

年問

変更後

評価の都座

1 1 品質傑証.;11111j

(第 1編第 14条)

策定の都座

施設管艸打

注1

注2

注3

の期問

第1編第16条の検査及び試験に関する規定が関述する。

施設管N統

括打

該当設備がないため突施しない。

保管廃棄施股に呆管した髪、廃棄物管"

施設管卯打

4 施 3 、第 10 条の 3 の岡本廃

策定及び改定の

都度

松第43条の3

の2第2項の認

Ⅱjを受けるまで

の期問

廃棄物については管N区域管卵打

住5

注6

施設管理統

括行

原子炉設殿許可中論,11に記械する警報についても記録を行う。

検介、点検、イ窄1、訓紳及び股備の起動・停止に作う解報で、凪.常ではないことが明らか

なものを除く。

イ茄吉

本部(監介

ブロセスを

除く。)の

管門!貞任打

i厶第4 3条の 3

の2第2項の認

可を受けるまで

の期問

水部(監介

プロセスを

除く。)の

管N貞任打

を廃棄する課'Xは共川の廃棄物容.゜に父納される問休

受1 1き渡、d

次の改定の後3

年問

1-18

保管廃棄施設の設置に伴

う変更

記録責任者及び保存責任

者を明確にするために注

釈を追加

注釈番号の繰下げ(以下

同じ。)



別表第 1 0 (2)

祀鉄事項

1.妥R会に関する紀録

イ原子炉施設等安令密査委U会

の将議案件名及び川席打右

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

その他の"録(第34条関係)

口 J MTRキ

i'会の響査小イh名及び川席打タ

2 卜部規則等の紀録

イ所長が定めるド部規則等の釧

定、改正の内容及び時期

ブセル等密査委

"録すべき場介

口施設管N統括打が定めるド部

脱則等の制定、改正の内容及び

時期

朋催の都座

囲β塑都座

記録貞任打

保安管飢部

長

その都度

保存貞任打

,;111可管則課

塗

保安管皿部

長

その都座

保存期問

所長

計1Ⅷ管理課

3年問

施股管理統

括打

別表第 1 0 (2)

所長

昼生胆

紀録事項

1.妥n会に関する祀獄

イ原子炉施設等安令審介委a会

の審議案件名及び川J常行名

施股管"!統

括井

規則等の存絖す

る問

その他の記録(第34条関係)

規則等のイf統す

る問

(削る)

2 ド部規則等の祀録

イ所長が定めるド部規則等の制

定、改止の内容及び時期

変更後

,'鉄、4、べき場介

口施股管興統括打が定めるド部

規則等の制定,改111の内容及び

時期

開催の都度

記鉄貞任打

(削る)

保安管艸部

長

その都座

保存貞任打

(削る)

保安管N部

長

その都座

保1門堺問

所長

(削る)

3年問

施設管理統

括打

所長

備考

施設管川!統

括行

規則等の存統す

る問

JMTR廃止措置に伴い

削除

規則等のイi:統す

る問

1-19
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別図原子炉施設の管兇組織(第5条関係)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

中央安令密介・品質保誠委U会

原子炉施設等安令排介委R会

品質保証推迅委U会

J MTRキャプセル等符在委ι'会

統括監査の職

(監査プロセスの管理貨任打)

女个・核セキュリテ¥統括部長

(水部(監査ブロセスを除く。)の管卵貞任行)

(大洗研究所の管則女任者)

- J入ITR原子炉主任技li占

-HTTR原子が1三任技術打

大洗研究所k

別図原子炉施設の管"!組織(第5 条関係)

中央安令審査・品質保証委U会

変更後

理
出
長

統括監介の職

(監介ブロセスの管"貞任者)

安令・枝セキュリティ統括部長

(本部(監介ブロセスを除く。)の管理貞任行)

火洗研究所担当川事

(大洗研究所の管理貞任打)

HTTR原子炉薪壬技術古

原子炉施股等安令審介委負会

品質保証挑逃委R会

←
人洗研究所長

・JMTR廃止措置に伴う

変更

J入ITR廃止州殿モ任゛〒
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第2編放射線管理



0川迂刷究開発法人口本原子力刷究開発機榊人洗刷究所(北地区)原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(ド線部分は変史部分)

第2編放射線管理

第1章管理区域等の管理

第1節管理区域等

第 1条~第2条(省略)

変更前(令手配年3月24日付け原規規発第200噐43号)

(管理区域の一時解除)

第3条施設管理統括者は、前条で定められた管理区域において改造工事等の作業を

行う場合であって、別表第1に掲げる基準に該当しないことを確認した区域につい

て、次の各号に掲げる措置を講じたときは、期問を限定して管理区域を一時解除す
ることができる。

働管理区域の一時解除しょうとする区域と隣接する管理区域を、壁、さく等で区

画するとともに、管理区域への立ち入りを必要としない出入口を設けること。

②前項の出入口及び一時解除をしょうとする区域の境界に、次に掲げる事項を掲
示すること。

イ当該区域が一時的に管理区域を解除されている区域であること

口管理区域を解除する期問

ハ当該区域における作業に係る課長及び作業担当者の氏名

2 施設管理統括者は、前項の規定に基づき管理区域を一時解除しょうとするときは、

放射線管理部長及び原子炉主任技術者の同意を得る。

3 放射線管理部長は、前項の同意をしょうとするときは、放射線管理第2課長に線
量当量率及び表面密度の測定を行わせ、別表第1に掲げる基準に該当しないことを
確認する。

4 施設管理統括者は、第1項の規定により管理区域を一時解除したとき、又は一時

解除の期問が終了したときは、管理区域管理者、放射線管理第2課長及び当該区域
に関係のある課長に周知する。

(一時管理区域)

第4条施設管理統括者は、第2条の管理区域以外の区域又は第2種管理区域におい

て、次の各号に掲げる場合であって、当該区域の線量当量率、表面密度又は空気中
の放射性物質の濃度が、別表第1に掲げる基準に該当するときは、当該区域をその
状況に応じて、第1種管理区域又は第2種管理区域に指定する。
川排気設備及び排水設備の保守

②放射線測定機器の校正

偲)被ぱく低減のための核燃料物質等の一時的な移動

④予期し得ない放射線又は放射性物質の漏洩等があったとき、又はそのおそれが

生じたとき。

2 施設管理統括者は、前項の規定により第1種管理区域又は第2種管理区域を指定
しようとするときは、次の各号に掲げる事項を明らかにして、放射線管理部長及び

当診区域を含む原子炉施設の保安の監督を行う原子炉主任技術者(以下この編にお

第2編放射線管理

第1章管理区域等の管理

第1節管理区域等

第1条~第2条(変更なし)

(管理区域の一時解除)

第3条施設管理統括者は、前条で定められた管理区域において改造工事等の作業を

行う場合であって、別表第1に掲げる基準に該当しないことを確認した区域につい

て、次の各号に掲げる措置を講じたときは、期間を限定して管理区域を一時解除す

ることができる。

田管理区域の一時解除しようとする区域と隣接する管理区域を、壁、さく等で区

画するとともに、管理区域への立ち入りを必要としない出入口を設けること。

⑦前項の出入口及び一時解除をしょうとする区域の境界に、次に掲げる事項を掲
示すること。

イ当該区域が一時的に管理区域を解除されている区域であること

口管理区域を解除する期問

ハ当該区域における作業に係る課長及び作業担当者の氏名

2 施設管理統括者は、前項の規定に基づき管理区域を一時解除しょうとするときは、

放射線管理部長及びHTTRにあってはHTTR原子炉主任技術者(以下この編に

いて「原子炉主任技術者」という。)の同意を得る。ただし、前項第4号の場合で

あって、緊急に指定する必要があるときは、指定した後すみやかに、放射線管理部

長及び原子炉主任技術者に通知する。

川指定する期問

⑦第1種管理区域又は第2種管理区域の別及びその範囲

変更後

おいて「原子炉主任技術者」という。)、 J MTRにあってはJ MTR廃止措置主

任者(以下この編において「廃止措・・主任者」という。)の同意を得る。

3 放射線管理部長は、前項の同意をしょうとするときは、放射線管理第2課長に線

量当量率及び表面密度の測定を行わせ、別表第1に掲げる基準に該当しないことを

確認する。

4 施設管理統括者は、第1項の規定により管理区域を一時解除したとき、又は一時

解除の期問が終アしたときは、管理区域管理者、放射線管理第2課長及び当該区域
に関係のある課長に周知する。

(一時管理区域)

第4条施設管理統括者は、第2条の管理区域以外の区域又は第2種管理区域におい

て、次の各号に掲げる場合であって、当該区域の線量当量率、表面密度又は空気中

の放射性物質の濃度が、別表第1に掲げる基準に該当するときは、当該区域をその
状況に応じて、第1種管理区域又は第2種管理区域に指定する。

山排気設備及び排水設備の保守

②放射線測定機器の校正

(3)被ばく低減のための核燃料物質等の一時的な移動

④予期し得ない放射線又は放射性物質の漏洩等があったとき、又はそのおそれが

生じたとき。

2 施設管理統括者は、前項の規定により第1種管理区域又は第2種管理区域を指定

しようとするときは、次の各号に掲げる事項を明らかにして、放射線管理部長及び

HTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措簀主任者の同意

イ蕭老

を得る。ただし、前項第4号の場合であって、緊急に指定する必要があるときは、

指定した後すみやかに、放射線管理部長及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、

JMTRにあっては廃止措置主任者に通知する。

指定する期間

第1種管理区域又は第2種管理区域の別及びその範囲

JMTR廃止措置に伴う

変更

Ⅱ一1

J MTR廃止措置に伴う

変更

1
2



B)指定を必要とする理由

④当該区域において取り扱う核燃料物質等の種類及び数量

愉指定する区域の管理区域管理者の氏名

3 施設管理統括者は、第1項の規定により指定した管理区域を解除しょうとすると

きは、放射線管理部長及び原子炉主任技術者の同意を得る。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

4 放射線管理部長は、前項の同意をしょうとするときは、放射線管理第2課長に、

線量当量率の測定、表面密度の測定等必要な検査を行わせ、別表第1に掲げる基準

に該当しないことを科疏忍する。

5 施設管理統括者は、第1項の規定により管理区域を指定したとき、又は第3項の

規定により管理区域を解除したときは、当該区域に関係のある課長に周知する。

第5条~第8条

第2節

第9条~第17条

第3節管理区域内の作業及び作業管理等

第 18 条~第2 0条(省W制

(省略)

(測定に異常を認めた場合の措睡)

第21条放射線管理第2課長は、前条の管理区域の測定又は第21条の2第3項の

汚染状況の調査において、新たに立入制限区域又は第4条第1項第4号に定める異

常を、若しくは別表第8に掲げる値を超える異常を認めたときは、管理区域管理者
に通知する。

2 課長は、第19条の放射線作業後の測定において、線量当量率、表面密度、空気
中の放射性物質の濃度等に係る異常を認めたときは、汚染拡大防止の措置、放射線
被ばく防止の措置を講ずるとともに、管理区域管理者及び放射線管理第2課長に通

知する。

3 管理区域管理名は、前2項の通知を受けたときは、放射線管理第2課長の協力を
得て、関係のある課長に原因を調査させ、その異常が第1編第3条に規定する非常
事態に該当するとき又は発展するおそれのあるときは、施設管理統括者及び原子炉
主任技術者に通知する。

4 放射線管理第2課長は、前項の非常事態に該当するとき又は発展するおそれのあ

るときは、放射線管理部長に通知する。

5 施設管理統括者は、第3項の通知を受けたときは、所長及び当該施設を所掌する
センター長に通知する。

管理区域等の出入管理

(省略)

偲)指定を必要とする理由

④当該区域において取り扱う核燃料物質等の種類及び数量

愉指定する区域の管理区域管理者の氏名

3 施設管理統括者は、第1項の規定により指定した管理区域を解除しようとすると

きは、放射線管理部長及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっ

ては廃止措、主任者の同意を得る。

4 放射線管理部長は、前項の同意をしようとするときは、放射線管理第2課長に、

線量当量率の測定、表面密度の測定等必要な検査を行わせ、別表第1に掲げる基準

に該当しないことを確認する。

5 施設管理統括者は、第1項の規定により管理区域を指定したとき、又は第3項の

規定により管理区域を解除したときは、当該区域に関係のある課長に周知する。

第21条の2~第22条

第5条~第8条

変更後

第23条

第2

第

第2節

第9条~第17条

被ばく管理

1節被ぱくの防止

(省略)

(省略)

第3節管理区域内の作業及び作業管理等

第 18条~第2 0 条(変更なし)

(変更なし)

(測定に異常を認めた場合の措置)

第21条放射線管理第2課長は、前条の管理区域の測定又は第21条の2第3項の

汚染状況の調査において、新たに立入制限区域又は第4条第1項第4号に定める異

常を、若しくは別表第8に掲げる値を超える異常を認めたときは、管理区域管理者
に通知する。

2 課長は、第19条の放射線作業後の測定において、線量当量率、表面密度、空気

中の放射性物質の濃度等に係る異常を認めたときは、汚染拡大防止の措置、放射線

被ばく防止の措置を講ずるとともに、管理区域管理者及乙ツ攻射線管理第2課長に通

知する。 、

3 管理区域管理者は、前2項の通知を受けたときは、放射線管理第2課長の協力を

得て、関係のある課長に原因を調査させ、その異常が第1編第3条に規定する非常

事態に該当するとき又は発展するおそれのあるときは、施設管理統括者及びHTT

Rにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者に通知する。

管理区域等の出入管理

(変更なし)

イ茄考'

4 放射線管理第2課長は、前項の非常事態に該当するとき又は発展するおそれのあ

るときは、放射線管理部長に通知する。

5 施設管理統括者は、第3項の通知を受けたときは、所長及び当該施設を所掌する

センター長に通知する。

JMTR廃止措置に伴う

変更

第21条の2~第22条

第23条

第2章被ばく管理

第1節被ぱくの防止

JMTR廃止措置に伴う

変更

(変更なし)

(変更なし)

Ⅱ一2
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(緊急作業上の被ぱく管理)

第24条所長は、緊急作業に従事する男子又は女子(妊娠不能と診断された者及び

妊娠の意思のない旨を理事長に書面で申し出た者)の放射線業務従事者を、その作

業による線量が別表第10に掲げる値を超えない範囲において緊急作業が必要と認
められる期問、緊急作業に従事させることができる。

2 施設管理統括者は、緊急作業を実施する場合は、部長、保安管理部長、放射線管

理部長及びJMTRにあってはJMTR原子炉主任技術者、 HTTRにあってはH

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

TTR原子炉主任技術者と恊議し、緊急作業計画を立案し、当該施設を所掌するセ

ンター長の確認を受けたのちに、所長の承認を受ける。ただし、人命の救助のため

に緊急を要する場合はこの限りでない。

3 施設管理統括者は、前項ただし書の規定により緊急作業を行った場合は、所長、

当該施設を所掌するセンター長、保安管理部長及びJMTRにあってはJMTR原

子炉主任技術者、 HTTRにあってはHTTR原子炉主任技術者に速やかに報告す

るとともに、部長及び放射線管理部長に通知する。

4 放射線管理部長は、第2項の緊急作業に際して、緊急作業に係る線量について環
境監視線量計測課長に測定及び評価を行わせ、その結果を所長、当該施設を所掌す
るセンター長、施設管理統括者、部長及び]MTRにあってはJMTR原子炉主任

術者、 HTTRにあってはHTTR原子炉主任技術者に報告する。

5 施設管理統括者は、前項の評価結果により、緊急作業に従事させた放射線業務従
事者の緊急作業期間中の実効線量及び等価線量が、別表第10に定める線量限度を
超えていないことを確認するとともに超えないよう管理する。

6 施設管理統括者は、緊急作業に従事させる放射線業務従事者の外部被ばくの低減
及び内部被ばくの防止を図るため、施設の状況及び作業内容を考惑し、放射線防護
マスクの着用等の放射線防護措置を講じる。

7 所長は、緊急作業に従事した放射線業務従事者に対し、緊急作業に係る業務に従

事後1月以内ごとに1回及び緊急作業に係る業務から離れる際、医師による健康診
断を受診させる。

第2節線量の評価

第2 5条~第2 6条(省略)

JMTR廃止措置に伴う

変更

(緊急作業上の被ばく管理)

第24条所長は、緊急作業に従事する男子又は女子(妊娠不能と診断された者及び

妊娠の意思のない旨を理事長に書面で申し出た者)の放射線業務従事者を、その作

業による線量が別表第10に掲げる値を超えない範囲において緊急作業が必要と認
められる期問、緊急作業に従事させることができる。

2 施設管理統括者は、緊急作業を実施する場合は、部長、保安管理部長、放射線管

理部長及びJMTRにあっては廃止措置主任者、 HTTRにあっては原子炉主任技

(評価に異常を認めた場合の措置)

第27条環境監視線量計測課長は、第21条の2第5項、第25条第3項又は第2
6条第3項の規定により線量の評価を実施した結果、放射線業務従事者の線量が別
表第12に掲げる警戒線量若しくは別表第9に掲げる線量限度を超えたとき、又は
一時立入者の線量評価に異常を認めたときは、放射線管理部長に通知する。

2 放射線管理部長は、前項の通知を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセン
ター長、部長及び原子炉主任技術者に通知する。

術者と協議し、緊急作業計画を立案し、当該施設を所掌するセンター長の硫認を受

けたのちに、所長の承認を受ける。ただし、人命の救助のために緊急を要する場合

はこの限りでない。

3 施設管理統括者は、前項ただし書の規定により緊急作業を行った場合は、所長、

当該施設を所掌するセンター長、保安管理部長及びJMTRにあっては廃止措置主

3 部長は、前項の通知を受けたときは、課長を経由して本人に通知する。

第28条

壬者、 HTTRにあっては原子炉主任技術者に速やかに報告するとともに、部長及

び放射線管理部長に通知する。

4 放射線管理部長は、第2項の緊急作業に際して、緊急作業に係る線量について環

境監視線量計測課長に測定及び評価を行わせ、その結果を所長、当該施設を所掌す
るセンター長、施設管理統括者、部長及びJMTRにあっては廃止措置主任者、 H

変更1妾

(省略)

TTRにあっては原子炉主任技術者に報告する。

5 施設管理統括者は、前項の評価結果により、緊急作業に従事させた放射線業務従
事者の緊急作業期間中の実効線量及び等価線量が、別表第10に定める線量限度を

超えていないことを確認するとともに超えないよう管理する。

6 施設管理統括者は、緊急作業に従事させる放射線業務従事者の外部被ばくの低減
及び内部被ばくの防止を図るため、施設の状況及び作業内容をぎ慮し、放射線防護

マスクの着用等の放射線防護措置を講じる。

7 所長は、緊急作業に従事した放射線業務従事者に対し、緊急作業に係る業務に従
事後1月以内ごとに1回及び緊急作業に係る業務から雛れる際、医師による健康診

断を受診させる。

第2節線量の評価

第2 5条~第26条(変更なし)

(評価に異常を認めた場合の措置)

第27条環境監視線量計測課長は、第21条の2第5項、第25条第3項又は第2
6条第3項の規定により線量の評価を実施した結果、放射線業務従事者の線量が別
表第12に掲げる警戒線量若しくは別表第9に掲げる線量限度を超えたとき、又は
一時立入者の線量評価に異常を認めたときは、放射線管理部長に通知する。

2 放射線管理部長は、前項の通知を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセン
ター長、部長及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、 J MTRにあっては廃止

備者

JMTR廃止措置に伴う

変更

措置主任者に通知する。
3 部長は、前項の通知を受けたときは、課長を経由して本人に通知する。

第28条

JMTR廃止措置に伴う

変更

(変更なし)

JMTR廃止措置に伴う

変更

Ⅱ一3



第3節被ぱくに対する措置

(被ぱく原因の調査)

第29条課長は、第27条第3項による部長からの通知を受けたときは、被ばく原

因の調査を行い、その後の被ばく防止の措置を講ずる。

2 課長は、前項の調査の結果及び被ばく防止の措置を部長に報告する。

3 部長は、前項の報告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセンター長及び

原子炉主任技術者に報告するとともに、放射線管理部長に通知する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第30条~第33条

(環境監視に係る措置)

第34条環境監視線量計測課長は、第32条第1項に定める測定結果について、異

常を認めた場合は、放射線管理第2課長と協議し、原因の調査等の措置を講じると

ともに、放射線管理部長に報告する。

2 放射線管理部長は、前項の報告を受けた場合で、その原因が施設に起因する事象

の場合は、所長、当該施設を所掌するセンター長及び当弦原子炉主任技術者に帳告
するとともに、施設管理統括者に通知する。

(省略)

第4章放射線管理設備等の管理

(放射線測定機器の点検)

第35条放射線管理第2課長は、第4編第22条、第5編第72条及び第6編第6

8条に規定する放射線測定機器を備えつける。

2 放射線管理第2課長は、前項に規定する放射線測定機器を毎週1回点検する。た

だし、原子炉施設の運転が1週間以上連続して停止される場合において、当該測定
機器による監視を必要としないときは、この限りでない。この場合にあっても、毎
月1回点検するものとする。

3 放射線管理第2課長は、第5編別表第27及び第6編別表第22に掲げる放射線
測定機器を原子炉の運転開始前に点検し、その結果を本体施設の施設管理者に通知
する。

4 放射線管理第2課長は、前項の放射線測定機器を原子炉の運転中、毎日1回点検
する。

5 環境監視線量計測課長は、別表第13に掲げる放射線測定機器を備えつける。
6 環境監視線量計測課長は、別表第13に掲げる放射線測定機器について年1回の

自主検査を行う。

7 環境監視線量計測課長は、前項の結果について、放射線管理部長に帳告する。

第3節被ばくに対する措置

(被ばく原因の調査)

第29条課長は、第27条第3項による部長からの通知を受けたときは、被ばく原

因の調査を行い、その後の被ばく防止の措置を講ずる。

2 課長は、前項の調査の結果及び被ぱく防止の措置を部長に報告する。

3 部長は、前項の報告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセンター長及び

HTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者に報告

第36条

するとともに、放射線管理部長に通知する。

第30条~第33条

(施設定期自主検査の実施計画)

第37条放射線管理第2課長は、前条の施設定期自主検査を行おうとするときは、

次の各号に掲げる事項を明らかにした施設定期自主検査実施計画を作成し、放射線
管理部長の承認を受ける。これを変更するときも同様とする。ただし、第3号に定

める予定期間の変更についてはこの限りでない。

a)対象となる施設、設備、機器の名称

(環境監視に係る措置)

第34条環境監視線量計測課長は、第32条第1項に定める測定結果について、異

常を認めた場合は、放射線管理第2課長と協議し、原因の調査等の措置を講じると

ともに、放射線管理部長に報告する。

2 放射線管理部長は、前項の報告を受けた場合で、その原因が施設に起因する事象

の場合は、所長、当該施設を所掌するセンター長及びHTTRにあっては原子炉主

(省W御

変更後

(変更なし)

任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者に蝦告するとともに、施設管理統括

者に通知する。

第4章放射線管理設備等の管理

(放射線測定機器の点検)

第35条放射線管理第2課長は、第4編第22条、第5編第72条及び第6編第6

8条に規定する放射線測定機器を備えつける。

2 放射線管理第2課長は、前項に規定する放射線測定機器を毎週1回点検する。た

だし、原子炉施設の運転が1週間以上連続して停止される場合において、当該測定

機器による監視を必要としないときは、この限りでない。この場合にあっても、毎

月1回点検するものとする。

3 放射線管理第2課長は、第6編別表第22に掲げる放射線測定機器を原子炉の運
転開始前に点検し、その結果を本体施設の施設管理者に通知する。

4 放射線管理第2課長は、前項の放射線測定機器を原子炉の運転中、毎日1回点検

司、る。

5 環境監視線量計測課長は、別表第13に掲げる放射線測定機器を備えつける。
6 環境監視線量計測課長は、別表第13に掲げる放射線測定機器について年1回の

自主検査を行う。

7 環境監視線量計測課長は、前項の結果について、放射線管理部長に報告する。

備考

JMTR廃止措置に伴う

変更

第36条

(施設定期自主検査の実施計画)

第37条放射線管理第2課長は、前条の施設定期自主検査を行おうとするときは、

次の各号に掲げる事項を明らかにした施設定期自主検査実施計画を作成し、放射線

管理部長の承認を受ける。これを変更するときも同様とする。ただし、第3号に定

める予定期間の変更についてはこの限りでない。

佃対象となる施設、設備、機器の名称

(変更なし)

JMTR廃止措置に伴う

変更

Ⅱ一4
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②検査の項目及び実施体制

矧予定期問

2 放射線管理部長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の同意

を得る。

3 放射線管理第2課長は、第1項の承認を受けたときは、当該施設に係る本体施設

の施設管理者に通知する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第38条

(放射線測定機器の点検において異常を認めた場合の措置)

第39条放射線管理第2課長は、第35条第2項の点検を行った結果、放射線測定

機器に故障を認めたときは、修理又は交換等の措置を講じるとともに、気体廃棄物

中の放射性物質の濃度を監視する放射線測定機器については、放射線管理部長、当

該施設の施設管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

(省略)

なお、交換等を要する場合は、校正検査実施後1年以内の機器を代替えするもの

とする。

第5章削除

第40条(省略)

第6章放射線管理部品質保証技術検討会

第4 1条(省略)

②検査の項目及び実施体制

側予定期間

2 放射線管理部長は、前項の承認をしようとするときは、 HTTRにあっては原子

炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者の同意を得る。

3 放射線管理第2課長は、第1項の承認を受けたときは、当該施設に係る本体施設

の施設管理者に通知する。

第38条

紡女射線測定機器の点検において異常を認めた場合の措置)

第39条放射線管理第2課長は、第35条第2項の点検を行った結果、放射線測定

機器に故障を認めたときは、修理又は交換等の措置を講じるとともに、気体廃棄物

中の放射性物質の濃度を監視する放射線測定機器については、放射線管理部長、当

該施設の施設管理者及びHTTRにあっては原子炉主任技術名、 JMTRにあって

(変更なし)

変更後

は廃止措置主任者に通知する。

なお、交換等を要する場合は、校正検査実施後1年以内の機器を代替えするもの

とする。

第5章削除

第40条(変更なし)

第6章放射線管理部品質保証技術検討会

第4 1条(変更なし)

JMTR原子炉の運転を

行わないため削除

備ぎ

JMTR廃止措置に伴う

ホ更
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別表第1~別表第14 (省略)

別表第 15 改造,11向(第3 8条関係)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

施設Ⅸ分

当該施設に係る放射線管川施設

別図第 1 (その D ~別図第2

別'己1兼式第 1~別,祉1浜式第4

'汁1両同意行

当該施設に係る部長

当該施設に係る原子炉モ任技術打

(右略)

(古略)

別表第1~別表第 14 (変史なし)

別表第 1 5 改造';1'1「可(第3 8条関係)

施設区分

当該施設に係る放リJ線管劃!施設

別図第 1 (その D ~別図第2

別河キ茶式第 1~別記様式第4

変更1愛

.汁 11可 1,i」意ノ〒

当該施設に係る部長

当該施設に係る原子炉 1ι任技術打Xは廃止挑羅1ξ任打

(変史なし)

(変史なし)

イ茄秀

J MTR廃止措置に伴う

変更

Ⅱ一6



第3編核燃料物質等の運搬及び放射性廃棄物等の管理



0仏雌刷究開発法人日本原子力研究開発機1俳人洗研究所(北地区)原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(F線部分は変更部分)

第3編核燃料物質等の運搬及び放射性廃棄物等の管理
第1章核燃料物質等の運搬

(周辺監視区域内運搬に係る措置)

第1条周辺監視区域内において核燃料・物質等(核燃料物質によって汚染された物の
うち機器、保護衣等の放射性汚染物の除去に係る物及び放射性廃棄物等を除く。以
下この章において同じ。)を運搬する課長(以下片勺運搬担当課長」という。)は、
あらかじめ運搬計画書を作成し、原子炉主任技術者の同意を得るとともに内運搬担
当課長を統括する部長(以下「内運搬担当部長」という。)の承認を受ける。ただ
し、運搬する核燃料物質等の量が、核燃料物質等の工場又は事業所の外における運
搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示(平成2年科学技術庁告示第5
号)第3条に定める量を超えない場合は、運搬計画書の作成を要しない。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

2 内運搬担当課長は核燃料・物質等を周辺監視区域内で運搬するときは、次の各号に
掲げる措置を講じる。

Ⅱ)核燃料物質等の運搬にあたっては、いかなる場合においても、臨界に達するお
それがないように行うこと。

②核燃料物質等を収納した容器(以下「運搬物」という。)の運搬機器への積付
けは、運搬中において移動し、転倒し、又は転落するおそれがないように行うこ
と。

B)核燃料物質等は、同一の運搬機器に法令に定める危険物と混載しないこと。
④核燃料物質等の種類、数量、性状等に応じて容器に封入する等障害防止のため
の措置を講ずること。

6)運搬物の運搬経路においては、赤色灯の点灯、見張人の配置等の方法により、
運搬に従事する者以外の者及び運搬に使用する車両以外の車両の接近を制限する
こと 0

⑥車両により運搬物を運搬する場合は運搬車両の走行制限速度を遵守するととも
に、核物質防護上必要と認める場合は、保安のため他の車両を伴走させること。

m 核燃料物質等の取り扱いに関し相当の知識及び経験を有するものを同行させ、
保安のための監督を行わせること。

⑧運搬物及びこれを運搬する車両の適当な箇所に法令で定める標識を取り付ける
こと。

3 搬出元の課長は、運搬物を管理区域外へ搬出するときは、放射線管理第2課長に
通知する。

4 放射線管理第2課長は、前項の通知を受けた場合は、次の各号に掲げる事項につ
いて確認する。

佃運搬物の表面密度が、別表第1に定める値を超えないこと。
②運搬物及び車両に係る線量当量率が、別表第2に定める値を超えないこと。

5 前項の運搬物にかかる規定は、課長が汚染の除去に係るものを廃棄物管理課長に
引き渡す場合について準用する。

6 廃棄物管理課長は、放射性廃棄物及び汚染の除去に係るものを周辺監視区域内で
運搬するときは、第2項第2号、第3・号、第8号及び第4項第2号の車両にかかる
措置を講じる。

7 内運搬担当課長又は廃棄物管理課長は、運搬中に放射性物質の漏えい等の異常が
発生した場合には、付近の交通をしゃ断する等の必要な応急措置を講じるとともに、

第3編核燃料物質等の運搬及び放射性廃棄物等の管理

第1章核燃料・物質等の運搬

(周辺監視区域内運搬に係る措置)

第1条周辺監視区域内において核燃料物質等(核燃料物質によって汚染された物の
うち機器、保護衣等の放射性汚染物の除去に係る物及び放射性廃棄物等を除く。以
下この章において同じ。)を運搬する課長(以下「内運搬担当課長」という。)は、
あらかじめ運搬計画書を作成し、HTTRにあってはHTTR原子炉主任技術者(以
下この編において「原子炉主任技術者」という。)、 JMTRにあってはJ MTR

廃止措・、主任者(以下この編において「廃止措置主任者」という

とともに内運搬担当課長を統括する部長(以下「内運搬担当部長」という。)の承

認を受ける。ただし、運搬する核燃料物質等の量が、核燃料・物質等の工場又は事業
所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細月等を定める告示(平成2年科
学技術庁告示第5号)第3条に定める量を超えない場合は、運搬計画書の作成を要
しない。

2 内運搬担当課長は核燃料物質等を周辺監視区域内で運搬するときは、次の各号に
掲げる措置を講じる。
山核燃料・物質等の運搬にあたっては、いかなる場合においても、臨界に達するお
それがないように行うこと。

②核燃料物質等を収納した容器(以下「運搬物」という。)の運搬機器への積付
けは、運搬中において移動し、転倒し、又は転落するおそれがないように行うこ
と。

得)核燃料物質等は、同一の運搬機器に法令に定める危険物と混載しないこと。
④核燃料物質等の種類、数量、性状等に応じて容器に封入する等障害防止のため
の措置を講ずること。

⑤運搬物の運搬経路においては、赤色灯の点灯、見張人の配置等の方法により、
運搬に従事する者以外の者及び運搬に使用する車両以外の車両の接近を制限する
こと。

(6)車両により運搬物を運搬する場合は運搬車両の走行制限速度を遵守するととも
に、核物質防護上必要と認める場合は、保安のため他の車両を伴走させること。

q)核燃料物質等の取り扱いに関し相当の知識及び経験を有するものを同行させ、
保安のための監督を行わせること。

偲)運搬物及びこれを運搬する車両の適当な箇所に法令で定める標識を取り付ける
こと。

3 搬出元の課長は、運搬物を管理区域外へ搬出するときは、放射線管理第2課長に
通知する。

4 放射線管理第2課長は、前項の通知を受けた場合は、次の各号に掲げる事項につ
いて確認する。

Ⅱ)運搬物の表面密度が、別表第1に定める値を超えないこと。

⑦運搬物及び車両に係る線量当量率が、別表第2に定める値を超えないこと。
5 前項の運搬物にかかる規定は、課長が汚染の除去に係るものを廃棄物管理課長に
引き渡す場合について準用する。

6 廃棄物管理課長は、放射性廃棄物及び汚染の除去に係るものを周辺監視区域内で
運搬するときは、第2項第2号、第3号、第8号及び第4項第2号の車両にかかる
措置を講じる。

7 内運搬担当課長又は廃棄物管理課長は、運搬中に放射性物質の漏えい等の異常が
発生した場合には、付近の交通をしゃ断する等の必要な応急措置を講じるとともに、

Ⅲ一1

変更後

)の同意を得る

{茄考

JMTR廃止措置に伴う

変更



第1編第26条に従い直ちに通蝦しなければならない。

なお、同編第26条において施設管理者を内運搬担当課長と読み替えるものとす

る。

(周辺監視区域外運搬に係る措置)

第2条周辺監視区域外で核燃料物質等の運搬を担当する課長(以下「外運搬担当課

長」という。)は、法第59条に基づく措置を講じるとともに、あらかじめ運搬計

画を作成し、外運搬担当課長を統括する部長(以下「外運搬担当部長」という。)

及び当該運搬を所掌するセンター長の確認、原子炉主任技術者の同意並びに所長の

承認を受ける。

2 外運搬担当課長は、搬出時においては核燃料物質等が収納された容器(以下陸兪

送物」という。)を管理区域外へ搬出するとき、搬入時においては輸送物を輸送車

両から取卸したとき、それぞれ放射線管理第2課長に輸送物の線量当量率及び表面

密度の測定を依頼する。

3 放射線管理第2課長は、前項の依頼を受けた場合は、輸送物、車両の表面密度及

び線量当量率について、それぞれ別表第1及び別表第3に定める値を超えないこと

を確認する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第2章

第3条~第4条

(液体廃棄物中の放射性物質の濃度の測定)

第5条液体廃棄物の管理者は、原子炉施設の廃液貯槽から一般排水溝により液体廃

棄物を周辺監視区域外へ放出しようとするときは、放射線管理第2課長の同意を得

る。

2 放射線管理第2課長は、前項の同意をしょうとするときは、液体廃棄物中の放射

性物質の濃度を別表第7に掲げるところにより測定し、その濃度が第4条に規定す

る濃度を超えないこと、及び放出量が別表第6に掲げる放出管理月標値を超えない
ことを確認する。

3 放射線管理第2課長は、前項の測定の結果に基づき、原子炉施設ごとに3月間の

平均濃度並びに3月問及び1年間の放射性物質の放出量を算出し、その結果を環境

監視線量計測課長、液体廃棄物の管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

4 環境監視線量計測課長は、一般排水溝出口における排水中の3月間の放射性物質
の平均濃度を算出するとともに、放出管理月標値が定められている核種について、

3月問及び1年間の放出量を算出し、その結果を放射線管理部長に報告するととも
に、放射線管理第2課長、液体廃棄物の管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

放射性廃棄物の管理

(省略)

第1編第26条に従い直ちに通報しなければならない。

なお、同編第26条において施設管理者を内運搬担当課長と読み替えるものとす

る。

(周辺監視区域外運搬に係る措置)

第2条周辺監視区域外で核燃料・物質等の運搬を担当する課長(以下沙f運搬担当課

長」という。)は、法第59条に基づく措置を講じるとともに、あらかじめ運搬計

画を作成し、外運搬担当課長を統括する部長(以下「外運搬担当部長」という。)

及び当該運搬を所掌するセンター長の確認、 HTTRにあっては原子炉主任技術者、

第6条

(気体廃棄物中の放射性物質の濃度の測定)

第7条放射線管理第2課長は、原子炉施設の排気設備から放出する気体廃棄物中の

放射性物質の濃度を、別表第7に掲げるところにより測定する。
2 放射線管理第2課長は、前項の測定の結果に基づき、原子炉施設(放出管理月標
値の定められているものに限る。)から放出される気体廃棄物中の放射性物質につ

いて、別表第8 に掲げる気体廃棄物の種類ごとに、 3月間の平均濃度並びに3月問

及び1年問の放出量を算出し,その結果を3月ごとに環境監視線量計測課長、気体

JMTRにあっては廃止措置主任者の同意並びに所長の承認を受ける。

(省略)

2 外運搬担当課長は、搬出時においては核燃料物質等が収納された容器(以下「輸

送物」という。)を管理区域外へ搬出するとき、搬入時においては輸送物を輸送車

両から取卸したとき、それぞれ放射線管理第2課長に輸送物の線量当量率及び表面

密度の測定を依頼する。

3 放射線管理第2課長は、前項の依頼を受けた場合は、輸送物、車両の表面密度及

び線量当量率について、それぞれ別表第1及び別表第3に定める値を超えないこと

を確認する。

変吏後

第2章

第3条~第4条

(液体廃棄物中の放射性物質の濃度の測定)

第5条液体廃棄物の管理者は、 HTTR原子炉施設の廃液貯槽から一般排水溝によ

り液体廃棄物を周辺監視区域外へ放出しようとするときは、放射線管理第2課長の

同意を得る。

2 放射線管理第2課長は、前項の同意をしようとするときは、液体廃棄物中の放射

性物質の濃度を別表第7に掲げるところにより測定し、その濃度が第4条に規定す

る濃度を超えないこと、及び放出量が別表第6に掲げる放出管理目標値を超えない

ことを確認する。

3 放射線管理第2課長は、前項の測定の結果に基づき、 3月問の平均濃度並びに3

月問及び1年問の放射性物質の放出量を算出し、その結果を環境監視線量計測課長、

液体廃棄物の管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

4 環境監視線量計測課長は、一般排水満出口における排水中の3月闇の放射性物質
の平均濃度を算出するとともに、放出管理月標値が定められている核種について、

3月間及び1年間の放出量を算出し、その結果を放射線管理部長に報告するととも

に、放射線管理第2課長、液体廃棄物の管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

放射性廃棄物の管理

(変更なし)

備考

・JMTR原子炉施設から

一般排水溝へ放出する

ことはないため、HTT

Rと記載しJMTRを除

外

第6条

(気体廃棄物中の放射性物質の濃度の測定)

第7条放射線管理第2課長は、原子炉施設の排気設備から放出する気体廃棄物中の

放射性物質の濃度を、別表第7 に掲げるところにより測定する。
2 放射線管理第2課長は、前項の測定の結果に基づき、原子炉施設(放出管理月標

値の定められているものに限る。)から放出される気体廃棄物中の放射性物質につ

いて、別表第8に掲げる気体廃棄物の種類ごとに、 3月問の平均濃度並びに3月問

及び1年間の放出量を算出し、その結果を3月ごとに環境監視線量計測課長、気体

JMTR廃止措置に伴う

変更

(変更なし)

Ⅲ一2



廃棄物の管理者及び原子炉主任技術者に通知する。

(液体廃棄物に係る放出管理目標値を超えた場合における措置)

第8条放射線管理第2課長は、液体廃棄物中の放射性物質の放出量が別表第6に掲

げる放出管理月標値を超え、又は超えるおそれがあると認めたときは、放射線管理
部長に帳告するとともに、環境監視線量計測課長及び液体廃棄物の管理者に通知す

る。

2 環境監視線量計測課長は、前項の通知を受けたときは、放出管理目標値の定めら

れている核種の放出量に基づき、周辺監視区域外における1年間の実効線量を算出

し、その結果を放射線管理部長に報告するとともに、放射線管理第2課長及び液体

廃棄物の管理者に通知する。

3 液体廃棄物の管理者は、第1項の通知を受けたときは、当該施設の施設管理統括

者に通知する。

4 放射線管理部長は、第1項の報告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセ

ンター長及び原子炉主任技術者に穀告する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200能43号)

5 施設管理統括者は、第3項の通知を受けたときは、関係のある課長にその原因の

調査を指示するとともに、その結果を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報

告する。

6 所長は、前項の蝦告を受けたときは、施設管理統括者に対し、原子炉施設の運転

計画の変更等の措置を指示する。

7 施設管理統括者は、前項の指示、講じた措置及びその結果を原子炉主任技術者に

報告する。

(気体廃棄物に係る放出管理目標値を超えた場合における措置)

第9条放射線管理第2課長は、第4編第23条、第5編第73条及び第6編第69

条に規定する放射線測定機器の警報装置の作動条件において、当該機器の警報が作
動したときは、気体廃棄物の管理者に通知するとともに、気体廃棄物中の放射性物
質の放出量を算出する。

2 放射線管理第2課長は、前項の算出の結果、気体廃棄物中の放射性物質の放出量

が別表第8に掲げる放出管理目標値を超え、又は超えるおそれがあると認めるとき

は、放射線管理部長に蝦告するとともに、環境監視線量計測課長及び気体廃棄物の
管理者に通知する。

3 環境監視線量計測課長は、前項の通知を受けたときは、放出管理月標値の定めら
れている核種の放出量に基づき、周辺監視区域外における1年問の実効線量を算出
し、その結果を放射線管理部長に祁告するとともに、放射線管理第2課長及び気体
廃棄物の管理者に通知する。

4 気体廃棄物の管理者は、第2項の通知を受けたときは、当該施設の施設管理統括
者に通知する。

5 放射線管理部長は、第2項の般告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセ

ンター長及び原子炉主任技術者に報告する。

廃棄物の管理者及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃

止措置主任者に通知する。

(液体廃棄物に係る放出管理目標値を超えた場合における措置)

第8条放射線管理第2課長は、液体廃棄物中の放射性物質の放出量が別表第6に掲

げる放出管理月標値を超え、又は超えるおそれがあると認めたときは、放射線管理

部長に報告するとともに、環境監視線量計測課長及び液体廃棄物の管理者に通知す

る。

2 環境監視線量計測課長は、前項の通知を受けたときは、放出管理月標値の定めら

れている核種の放出量に基づき、周辺監視区域外における1年問の実効線量を算出

し、その結果を放射線管理部長に報告するとともに、放射線管理第2課長及び液体

廃棄物の管理者に通知する。

3 液体廃棄物の管理者は、第1項の通知を受けたときは、当該施設の施設管理統括

者に通知する。

4 放射線管理部長は、第1項の報告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセ

ンター長及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置

6 施設管理統括者は、第4項の通知を受けたときは、関係のある課長にその原因の
調査を指示するとともに、その結果を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報
告する。

7 所長は、前項の報告を受けたときは、当該施設の施設管理統括者に対し、原子炉

変更後

主任者に報告する。

5 施設管理統括者は、第3項の通知を受けたときは、関係のある課長にその原因の

調査を指示するとともに、その結果を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報

告する。

6 所長は、前項の報告を受けたときは、施設管理統括者に対し、原子炉施設の運転

計画の変更等の措置を指示する。

7 施設管理統括者は、前項の指示、講じた措置及びその結果をHTTRにあっては

原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者に報告する。

(気体廃棄物に係る放出管理目標値を超えた場合における措羅)

第9条放射線管理第2課長は、第4編第23条、第5編第73条及び第6編第69

条に規定する放射線測定機器の警報裴置の作動条件において、当該機器の警帳が作

動したときは、気体廃棄物の管理者に通知するとともに、気体廃棄物中の放射性物
質の放出量を算出する。

2 放射線管理第2課長は、前項の算出の結果、気体廃棄物中の放射性物質の放出量
が別表第8に掲げる放出管理月標値を超え、又は超えるおそれがあると認めるとき

は、放射線管理部長に報告するとともに、環境監視線量計測課長及び気体廃棄物の

管理者に通知する。

3 環境監視線量計測課長は、前項の通知を受けたときは、放出管理目標値の定めら
れている核種の放出量に基づき、周辺監視区域外における1年間の実効線量を算出

し、その結果を放射線管理部長に報告するとともに、放射線管理第2課長及び気体

廃棄物の管理者に通知する。

4 気体廃棄物の管理者は、第2項の通知を受けたときは、当該施設の施設管理統括

者に通知する。

5 放射線管理部長は、第2項の報告を受けたときは、所長、当該施設を所掌するセ

ンター長及びHTTRにあっては原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措闇

・JMTR廃止措置に伴う

変更

イ脂老'

主任者に報告する。

6 施設管理統括者は、第4項の通知を受けたときは、関係のある課長にその原因の

調査を指示するとともに、その結果を所長及び当該施設を所掌するセンター長に報

告する。

7 所長は、前項の報告を受けたときは、当該施設の施設管理統括者に対し、原子炉

JMTR廃止措置に伴う

変更

Ⅲ一3

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措置に伴う

変更



施設の運転計画の変更等の措置を指示する。

8 施設管理統括者は、前項の指示、講じた措置及びその結果を原子炉主任技術者に

報告する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第3章廃棄物管理施設へ引き渡す放射性廃棄物等の管理

第10条(省"初

(廃棄物の仕掛品の管理)

第10条の2 課長は、原子炉施設で発生した廃棄物の仕掛品について、カートンボ
ツクス、ペール缶又はドラム缶等(以下「所定の容器」という。)に収納する。

2 課長は、前項において、汚染拡大防止の措置が必要な物については、ビニルバッ
グ、ビニルシート又はビニル袋等で汚染拡大防止の措置を講じ、所定の容器に収納

する。

項において、所定の容器が可燃性のときは、金属製容器又は金属製3 課長は、

保管庫に収納する。

4 課長は、第1項において、所定の容器に1恢納することが困難なフィルタについて、
ビニルシート又はビニル袋で包装するなど汚染拡大防止の措置を講じる。

5 課長は、第1項において、所定の容器に収納することが困難な大型機械等につい

て、ビニルシート又はビニル袋で包装するなど汚染拡大防止の措置を講じる。

項並びに第4項及び第5項の措置を講じた廃棄物の仕掛品について6

を講じること

は、廃棄物管理課長に引き渡すまでの間、第4編、第5編及び第6、ーの管理区域を
示す図において指定されている廃棄・の仕■の保管場所に保処する

7 課長は、

イルタは、

8

措置を講ずる。

課長は 、

前項において、所定の容器が可燃性のとき及び第旦項の措置を講じたフ
金属製容器又は金属製保管庫に保管する。

川

②

廃棄物の仕掛品の保管場所の巡視を実施する。

廃棄の仕掛品の保管場所又はその周辺に消火゜又は消火設備を設圃する

6項に定める廃

施設の運転計画の変更等の措置を指示する。

8,施設管理統括者は、前項の指示、講じた措置及びその結果をHTTRにあっては

原子炉主任技術者、 JMTRにあっては廃止措置主任者に報告する。

第3章廃棄物管理施設へ引き渡す放射性廃棄物等の管理

第10条(変更なし)

の仕掛品の保管場F について、次の各号にチ・げる

(廃棄物の仕掛品の管理)

第10条の2 課長は、原子炉施設で発生した廃棄物の仕掛品について、カートンボ
ツクス、ペール缶又はドラム缶等(以下「所定の容器」という。)に収納する。

2 課長は、前項において、汚染拡大防止の措置が必要な物については、ビニルバッ

グ、ビニルシート又はビニル袋等で汚染拡大防止の措置を講じ、所定の容器に収納

司、る。

(削る)

変更後

3 課長は、第1項において、所定の容器に収納することが困難なフィルタについて、

ビニルシート又はビニル袋で包装するなど汚染拡大防止の措羅を講じる。

4 課長は、第1項において、所定の容器に収納することが困難な大型機械等につい

て、ビニルシート又はビニル袋で包装するなど汚染拡大防止の措置を講じる。

(削る)

保管廃乗施設の設置に伴

い、固体廃棄物の廃棄を

追加

旦課長は、第1項及び第2項において、所定の容器が可燃性のとき及び第旦項の措
置を講じたフィルタは、金属製容器又は金属製保管庫に収納する。
(削る)

(固体廃棄の廃棄)

10条の3

物」という。)を封入し廃棄する場合は、次の各号に掲げる措置を講じる。ただし、

JMTR廃止措置に伴う

オ、更

共用の廃棄物容゜に収納される固体廃棄物については、第1編第3条第6・号にチ,け
る管理区域延理者がこれを行う。

備老

山

課は、原子炉施設で発生した体状力射性廃棄物(以下「固体廃棄

⑦

発生箇所、性状等によって分類し、所定の容器に収納すること。

働

放射性廃棄中に含まれる主な放射性核種及びその量を推定すること

④

放射性廃棄物を収納した容゜表面の1 量当量率を測定すること

づき、別表第9に

前各号の措置をした放射性廃棄物は、第2号の推定及び前号の測定の結果に基

愉

理課長及び放射線管理第2課長と協議すること。

前各号の規定によるもののほか、特に措置を要すると認めるときは、廃棄物管

(6 )

ビニル袋等で汚染拡大防止の措置を講じ、所定の容器に収納すること。

汚染拡大防止の措置が必要な物については、ビニルバッグ、ビニルシート又は

m

第5項で統一

ル袋で包装するなど汚染拡大防止の措

所定の容器に収納することが困難なフィルタについて、ビニルシート又はビニ

⑧

ける基準に従って区分すること

項番号の繰上げ

所定の容器に収納することが困難な大型機械等について、ビニルシート又はビ

項番号の繰上げ

保管廃棄施設の設置に伴

う変更

Ⅲ一4

記載の適正化

保管廃棄施設の設置に伴

う変更

1第

1第は長課



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200詑43号)

第11条

第11条の2

(廃棄物の仕掛『を射性廃棄物として引き渡す前の措置)

(省W御

として廃棄物管理施設へ引き渡す前の措置は、廃棄物の仕掛品を発生させた課長が

イ丁つ

ついては、第1一第3条第6号に掲げる管理区域管理者が行う
2

ただし

体廃棄物として廃棄物管理施設へ引き渡すときは、次の各号に

課長又は管理区域管理者は、原子炉施設内において発生した廃棄物の仕掛品を

廃棄物の仕掛品を固体状放射性廃棄物(以下「固体廃棄物」という。)

①

共の金属製六"又は金属製保処庫に収納される廃棄物の仕掛品に

まれる主な射性核種及びその量を推定すること

第10条の2第1項、第4項及び第5項の措置を講じた廃棄物の仕掛品中に含

②

線量当量率を測定すること。

第10条の2第1項、第4項及び第5項の措置を講じた廃棄物の仕掛品表面の

働

基づき、別表第9 に掲げる基準に従って区分すること。

前各号の措置をした廃棄物の仕掛口は、第1・号の推定及び前号の測定の結果に

④

3

理課長及び放射線池理

前各号の規定によるもののほか、特に措置を要すると認めるときは、廃棄物管

体廃棄物として廃棄物管理施設に引き渡すときには、廃棄物の仕掛品ごとに別表第
課長又は管理区域管理者は、原子炉施設内において発生した廃棄物の仕掛品を固

10 に1、げるところにより表示する

(放射性廃棄物に係る表示)

第12条課長は、第11条の措識を講じた放射性廃棄物について、容器ごとに別表
第10 に掲げるところにより表示する。

保管廃棄施設の設置に伴

う変更

第13条削除

2課

2

ニル袋で包装するなど汚染拡大防止の措置を講じること。

課長又は管理区域管理者は、前項の措置を講じた固体廃棄物について、放射性廃

棄物を示す標識及び整理番号を表示するとともに、第1一別表第10 (1)第4項

と協議すること

朔及び側に従い記録保存する。

第11条

げる措置を講ずる

(削る)

第14条(省略)

(廃棄の仕掛1の引取りの依頼等)

(変更なし)

第14条の2

物管理施設に引き渡そうとするときは、廃棄物管理課長に依頼する。

変更後

2 課長又は管理区域管理者は、廃棄物の仕掛品を固体廃棄物として廃棄物管理施設

課長又は管理区域管理者は、廃棄物の仕掛品を固体廃棄物として廃棄

(放射性廃棄物に係る表示)

第12条課長は、第10条の3第1項及び第11条の措置を講じた放射性廃棄物に

容器ごとに別表第10 に掲げるところにより表示する。ついて、

第13条課長は、固体廃棄物を廃棄物管理施設に引き渡すまでの問、第4編、第5

(固体廃棄物の保管)

編及び第6編の管理区域を示す図において指定されている保管廃棄施設に保管する。
2

イ倫考

管理区域管理、'は、保管廃、施設について、次の各号に;,げる措貿を講じる

a)

⑦

可燃性の固体廃棄物については、金属製容器又は金属製保管庫に保管する。

③

保管廃棄施設の巡視を実施する。

④

保管廃棄施設の設置に伴

う変更

保北廃施設又はその周辺に消火"又は消火設備を設貴する

第14条

月につきゃすい場所に管理上の注意事項を掲示する。

(削る)

(変更なし)

Ⅲ一5

記載の適正化

保管廃棄施設の設置に伴

う管理の追加



に引き渡すときには、当該廃棄物の仕掛品に関する記録又はその写しを廃棄物管理

課長に送付する。
3 課長又は管理区域管理者は、沌.のために廃棄の仕掛品を固体廃棄として廃

棄物管理課長に引き渡すときは

表面等の線量当量率が、それぞれ、別表第1及び別表第2に1 げる値を超えないよ

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第20船243・号)

う措置する。

合・ 又は包装若しくは遮へい容器の表面密度及び

変更後 イ前吉

Ⅲ一6



別表第1~別表第8

別表第9

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

区分

固

力四、片11廃棄物のⅨ1分基マ11.(卸H 1条._冱Σ」_1^関係)

適川

栞邦:

β'γ

(告路)

容器表師

の痢1耻当}1{

*

A

容器幻当りの放牙、1性物質の含

イj}1{

2msv/

h末満

β・γ放射竹

物質一

3.フ×101

'Bq/容器

ポ満

B

α方処村牲物質

2msv/

h 以 1二

*',

α

容器表而の線跿

当碓*

3.フ× 1 0

Bq/容器米

満

備ぢ

500μSV/

hボ満

容噐、」当りの放牙1性物質の含

イ」貼

被

β・γ放射性

物竹兜

適用

基邦

トリチウム以外のβ・γ放

射竹物質祀の水中濃麼

放川

'介1苑

液

3.フ× 1 0 1

'Bq/容器

太満

別表第1~別表第8

500μSV/

h以

3.フ× 1 0 -' B q / c m

'米満

α放4、1性物質

別表第9

*3

A

Ⅸ分

1 0 IB q/c m '3.7X

米満、.

3.フ× 1 0

Bq/容器以

B

問

放射性廃棄物の区分荘池(賃}]1)条の3」第11条関イ剰

適川

基準

3.フ× 1 0 ' B Q / c m '

以 1二

3.フ× 1 0 J B q / c m '

米満

容器表而の線址当址*と容器一当りの放射性

物質の含イi111については、いずれかヒ位のレベ

ルになる業池を適川する。

PU にあっては、 1g/容器、1ボ満、その他の

核分裂竹物質にあっては、4g/容器町ボ満と

する。

β'?'

(変史なし)

3.フ× 1 0 '

Bq/容器米

t"」

トリチウム水

中濃座

容器表師

の線址当址

弔

C

3.フ× 1 0

B q/c m '

米満

3 、フ× 1 0

BQ/容器以

A

容器、1当りの放"、1性物質の含

イi 11{

変更後

α放射性物質叩の水中濃度

2ms v/

h米満

3.フ× 1 0 1

2Bq/容器

ボ満

β・γ放4す性

物牲兜

7

備ぢ

1 O × 1 0 -' B q / c m '』ミ満

トリチウムとトリチウム以外のβ

菓池を適川する。

3.フ×10

'B q/容器

ボ満

B

α放リ、j竹物質

3.フ×10

B q/c m'

以 1二

3.フ×105

BQ/cm'

太満

2msv/

h以上

*,

α

容器表師の線1止

当址*

3.フ×10

Bq/容器米

1両

,

備ぢ

500μSV/

h米満

容器、】当りの放!村竹物質の含

イi ;11

γ放射竹物質が促在する場介は、上位のレベルになる

i夜

β・γ放射性

物質兜

適川

某半

トリチウム以外のβ・γ放

4竹耕勿質、2の水中濃度

放川

1而"管

液

3.フ×101

'B q/容器

人満

500μSV/

h 以 1二

10→Bq/cm3.7X

'ボ満

α放射性物質

イ茄考

記載の適正化

*1

A 1 0 ' B q / c m l3.7X

ボ満、

3.フ×10

BQ/容器以

B 3.フ× 1 0 I B q / c m'

以上

3.フ× 1 0 ' B q / c m'

米満

容器表而の線址当脆*と容噐、1当りの放4、j竹

物質の含イi跿については、いずれか上位のレベ

ルになる菓紲を適Ⅲする。

P U にあっては、 1g/容器、1ボ満、その他の

核分裂性物質にあっては、4g/容器町太満と

する。

3.フ×10

Bq/容器ボ

油

トリチウム水

中濃度

C

3.フ× 1 0

B Q/c m '

米満

3'フ×107

BQ/容器以

7

α放4、j竹物質一の水中濃度

3.フ× 1 0

2BQ/容器

未満

備ぢ

1 O × 10-'B q/c m リ姉諭

トリチウムとトリチウム以外のβ

基準を適川する。

3.フ×10

Bq/cm'

以 1二

3.フ×105

B q/c m'

米満

Ⅲ一フ

γ放身J竹物質が混在する場介は、上位のレベルになる

.

'
一

体
廃
棄
物

一

体
廃
棄
物

体
廃
棄
物

休
廃
棄
物



*1

*2

*3

*4

奔器の基推容秘;204,

*3 に示す以外の放牙↓性物質

超ウラン元業であって、アルファ線を放川する放4す性物質

モな放射性物質が短'F戚期であって、 100時問以内にその濃座が3

mりミ満になることが1明らかなものを含む。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

別表第 10

放身什k廃棄物の区分

Ⅲ一8

固休廃棄物注)

放牙す性廃棄物の表示(第 11条の2

表示事項

分類及び区分

酷な核郁

挑定放射性物質の址

容器表而の線1北当 1,{*

容器・包裴の表而密度

1三要内容物

取扱い"名

充生場所

IJ人年ⅡΠ

允火札・煤充性物質等使川雁雁のイi熊

その他必要な事項

液体廃棄物(容器人り)

12条関係) 記載の適正化

イ

フ× 1 0 ' B Q / C

分類及び区分

液体廃棄物の址

モな核柿

放射性物質の濃座

容器表而の線碓当址中

容器・包裴の表脚密座

取扱い打名

発牛場所

1す人年ⅡΠ

発火竹・爆窕竹物質等使川賊歴の打無

その他必要な事項

注)β

「_Hよ、

*1

*2

*3

*4

γ固仏廃棄物BXはα梱体廃棄物Bの場介は、

運搬容器に添付した力ードに記人すること。

容噐の某半容祐; 200

*3に水す以外の放身J列.物質

超ウランノι'1であって、アルファ線を放川する放身、1竹.物質

1三な放射竹物質が短'手減期であって、 100時問以内にその濃度が3

mリt満になることが明らかなものを含む。

容器表而に管"!番りのみを表ボし、各項

別表第10

放射竹.廃棄物の区分

問体廃棄物注)

放射竹廃棄物の表示(第10条の3、第12条関係)

変更後

表ボ事項

容器表而に管則排リのみを表水し、各項

分類及び区分

もな核郁

鼎'定放gJ竹ξ物質の址

容器表血の線1止当 1'ヰ1

容器・包裴の表愉鞘度

1ξ要内容物

取扱い者名

允小場所

IJ人年打Π

発火性・爆窕竹物質等使用雁雛の打無

その他必要な事項

液作廃棄物(容器人り)

フ× 1 0 ' B q / C

分類及び区分

液体廃棄物の皐

モな核種

方処村性物質の濃度

容器表血の線址当址*

容器・包裴の表向衞度

取扱い名名

発小場所

上1人年打Π

発火性・爆発竹物質等使川雁雁のイi無

その他必要な事項

ノ＼

注)β・γ川休廃棄物BXはα問体廃棄物Bの場合は、

11は、述搬容器に添付した力ードに'記入すること。
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第4編共用施設



0阿迄研究開発法人日本原子力刷究開発機1岳人洗研究所(北地区)原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(、ド線部分は変更部分)

第4編共用施設

第1章通則

第 1条~第3条(省略)

(手引の作成)

第4条環境保全部長は、共用施設に関し、次の各号に掲げる事項について定めた手
引を作成する。

川作業開始前、作業終了後に確認すべき事項

②設備の運転操作に関する事項

偲)巡視及び点検に関する事項

④異常時の措置に関する事項

2 環境保全部長は、前項の手引を作成する場合は、 JMTR原子炉主任技術者(以

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

下この編において「原子炉主任技術者」という。)の同意を得る。これを変更しよ

うとするときも同様とする。

3 環境保全部長は、第1項の手引を作成した場合は所長及び環境センター長に報告

する。これを変更した場合も同様とする。

第5条~第6条

第2章管理

第1節運搬

第7条~第8条(省略)

(省略)

第2節除染

(機器等の除染)

第9条廃棄物管理課長は、機械器具等(以下「機器等」という。)の除染を依頼さ

れた場合は、次に掲げる事項に適合するか否かを判断する。
山除染施設での除染が技術的に可能である。

⑦除染作業が依頼された期間内で実施できる。

2 廃棄物管理課長は、前項の結果、除染をするときは、次の各号に定めるところに

より行う。

山機器等は、形状、汚染の程度などにより除染作業に適切な場所に搬入する。

②除染は、可能な限り湿式法によって行い、汚染の拡大を防止する。

(3)除染は、機器等の性能を損わないよう配慮して行う。

④機器等の除染は、原則として第2編別表第8に掲げる表面密度以下にする。
⑤除染が終了した機器等は、包装等の措置をして依頼元へ返却する。

第4編共用施設

第1章通則

第 1条~第3 条(変更なし)

(手引の作成)

第4条環境保全部長は、共用施設に関し、次の各号に掲げる事項について定めた手
引を作成する。

Ⅱ)作業開始前、作業終了後に確認すべき事項

⑦設備の運転操作に関する事項

偲)巡視及び点検に関する事項

④異常時の措置に関する事項

2 環境保全部長は、前項の手引を作成する場合は、 JMTR廃止措遣主任者(以下

第10条

第3章保守管理

第 11条~第 14条(省W創

(省略)

この編において「廃止措置主任者」という。)の同意を得る。これを変更しようと

するときも同様とする。

3 環境保全部長は、第1項の手引を作成した場合は所長及び環境センター長に帳告

する。これを変更した場合も同様とする。

変更後

第5条~第6条

第2章管理

第1節運搬

第7条~第8条(変更なし)

(変更なし)

第2節除染

(機器等の除染)

第9条廃棄物管理課長は、

いう。)の除染を依頼された場合は、次に掲げる事項に適合するか否かを判断する。

a)除染施設での除染が技術的に可能である。

⑦除染作業が依頼された期間内で実施できる。

2 廃棄物管理課長は、前項の結果、除染をするときは、次の各号に定めるところに

より行う。

a)機器等は、形状、汚染の程度などにより除染作業に適切な場所に搬入する。

②除染は、可能な限り湿式法によって行い、汚染の拡大を防止する。

偲)除染は、機器等の性能を損わないよう配慮して行う。

④機器等の除染は、原則として第2編別表第8に掲げる表面密度以下にする。
働除染が終了した機器等は、包装等の措置をして依頼元へ返却する。

イ佃キ

JMTR原子炉施設から機械器具等(以下「機器等」と

第10条

第3章保守管理

第 11条~第 14条(変更なし)

・JMTR廃止措羅に伴う

変更

(変更なし)

Ⅳ、1

除染施設をHTTRの共

用施設から除外するため



(施設定期自主検査の実施計画)

第15条廃棄物管理課長は、前条の施設定期自主検査を行おうとするときは、次の

各号に掲げる事項を明らかにした施設定期自主検査実施計画を作成し、環境保全部

長の承認を受ける。これを変更しようとするときも同様とする。ただし、第3号に

定める予定期間については、この限りではない。

a)対象となる施設、設備、装置、機器等の名称

②検査の項R及び実施体制

偲)予定期問

2 環境保全部長は、前項の承認をしようとするときは、原子炉主任技術者の同意を

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

イ昌る。

3 廃棄物管理課長は、第1項の承認を受けたときは、放射線管理第2課長に通知す

る。

q虜理及び改造)

第16条廃棄物管理課長は、共用施設について、修理及び改造が必要と認めた場合

は、修理及び改造を行うことができる。

2 廃棄物管理課長は、共用施設について、修理及び改造を行おうとする場合におい

て、その修理及び改造が設計及ぴ工事の方法の認可申請を伴うときは、次の各号に

掲げる事項を明らかにした共用施設の修理及び改造計画を作成し、環境保全部長の

承認を得る。これを変更しようとする場合も同様とする。

川修理及び改造をする施設、設備、装置、機器等の名称

⑦修理及び改造の内容

G)予定期間

3 環境保全部長は、前項の承認をしようとする場合、環境センター長の確認を受け

たのちに、所長の承i忍を受ける。

4 所長は、前項の承認をしょうとする場合は、原子炉主任技術者の同意を得る。
5 廃棄物管理課長は、第2項の承認を受けたときは、放射線管理第2課長に通知す

る。

(保守粘果の通知等)

第17条廃棄物管理課長は、第14条の施設定期自主検査を終了したとき及び前条

第2項の修理及び改造計画に基づく作業を終了したときは、その結果を環境保全部
長に蝦告するとともに、放射線管理第2課長に通知する。廃棄物管理課長が第2編

第36条第2項の規定により放射線管理施設に係る施設定期自主検査の結果の通知
を受けたときも、同様とする。

2 環境保全部長は、前項の帳告を受けたときは、原子炉主任技術者に通知するとと

(施設定期自主検査の実施計画)

第15条廃棄物管理課長は、前条の施設定期自主検査を行おうとするときは、次の

各号に掲げる事項を明らかにした施設定期白主検査実施計画を作成し、環境保全部

長の承認を受ける。これを変更しようとするときも同様とする。ただし、第3号に

定める予定期間については、この限りではない。

山対象となる施設、設備、装置、機器等の名称

②検査の項月及び実施体制

側予定期間

2 環境保全部長は、前項の承認をしょうとするときは、廃止措置主任者の同意を得

もに、所長及び環境センター長に報告する。

第4章異常時の措置

第1節警穀装置が作動した場合の措置

第18条(省略)

る。

3 廃棄物管理課長は、第1項の承認を受けたときは、放射線管理第2課長に通知す

る。

第2節点検等において異常を認めた場合の措置

(巡視及び点検等において異常を認めた場合の措置)

第19条廃棄物管理課長は、第10条の除染作業に係る点検、第12条の巡視及び

(修理及び改造)

第16条廃棄物管理課長は、共用施設について、修理及び改造が必要と認めた場合

は、修理及び改造を行うことができる。

2 廃棄物管理課長は、共用施設について、修理及び改造を行おうとする場合におい

て、その修理及び改造が設計及び工事の方法の認可申請を伴うときは、次の各号に

掲げる事項を明らかにした共用施設の修理及び改造計画を作成し、環境保全部長の

承認を得る。これを変更しょうとする場合も同様とする。

a)修理及び改造をする施設、設備、装識、機器等の名称

②修理及び改造の内容

矧予定期間

3 環境保全部長は、前項の承認をしようとする場合、環境センター長の確認を受け

たのちに、所長の承認を受ける。

4 所長は、前項の承認をしようとする場合は、座」と生告匝^の同意を得る。
5 廃棄物管理課長は、第2項の承認を受けたときは、放射線管理第2課長に通知す

る。

変更1麦

(保守結果の通知等)

第17条廃棄物管理課長は、第14条の施設定期自主検査を終了したとき及び前条

第2項の修理及び改造計画に基づく作業を終了したときは、その結果を環境保全部

長に報告するとともに、放射線管理第2課長に通知する。廃棄物管理課長が第2編

第36条第2項の規定により放射線管理施設に係る施設定期自主検査の結果の通知

を受けたときも、同様とする。

2 環境保全部長は、前項の報告を受けたときは、廃止措置主任者に通知するととも

イ茄芳

に、所長及び環境センター長に報告する。

第4章異常時の措置

第1節警報装置が作動した場合の措置

第18条(変更なし)

JMTR廃止措置に伴う

亦更

第2節点検等において異常を認めた場合の措置

(巡視及び点検等において異常を認めた場合の措置)

第19条廃棄物管理課長は、第10条の除染作業に係る点検、第12条の巡視及び

Ⅳ、2

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措置に伴う

変更



点検並びに第13条の地震後の点検の結果、異常を認めたときは、その原因及び状

況を調査し、原因の除去及び異常の拡大防止の措置を講じる。

2 廃棄物管理課長は、第2編第39条の規定により放射線管理第2課長から点検の

結果、異常を認めた旨の通報を受けたときは、その原因及び状況を調査し、適宜の

措置を講じる。

3 廃棄物管理課長は、前2項の調査の結果、その異常が共用施設の保安に影響を及

ぼすと認めたときは、環境保全部長、原子炉主任技術者及び放射線管理第2課長に

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

通報する。

4 環境保全部長は、前項の規定により通報を受けたときは、共用施設の保安に必要

な措置を講ずるよう指示するとともに、その異常が共用施設の保安に重大な影縛が

あると認めたときは、所長及び環境センター長に通報する。

5 環境保全部長は、前項の措置を指示するときは、原子炉主任技術者の同意を得る。

第20条

第5章放射線管理

第2 1条~第2 3条(省略)

第3節非常事態に発展するおそれのある場合の措置

(省略)

点検並びに第13条の地震後の点検の結果、異常を認めたときは、その原因及び状

況を調査し、原因の除去及び異常の拡大防止の措置を講じる。

2 廃棄物管理課長は、第2編第39条の規定により放射線管理第2課長から点検の

結果、異常を認めた旨の通報を受けたときは、その原因及び状況を調査し、適宜の

措置を講じる。

3 廃棄物管理課長は、前2項の調査の結果、その異常が共用施設の保安に影響を及

ぼすと認めたときは、環境保全部長、廃止措置主任者及び放射線管理第2課長に通
報する。

4 環境保全部長は、前項の規定により通報を受けたときは、共用施設の保安に必要

な措置を講ずるよう指示するとともに、その異常が共用施設の保安に重大な影響が

あると認めたときは、所長及び環境センター長に通報する。

5 環境保全部長は、前項の措置を指示するときは、廃止措置主任者の同意を得る。

変更1爰

第20条

第5章放射線管理

第2 1条~第2 3 条(変更なし)

第3節非常事態に発展するおそれのある場合の措置

(変更なし)

偸ぢ

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措貴に伴う

変更

Ⅳ、3



別表第1~別表第8

別1刈第1 (省醐)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(t1醐)

"11純、、、ご(ノノ11) 11'之纐難 1'1k繊キ 11杭]

驗於

幟興 i

＼ ノ

、

ノ＼＼

ノ＼

＼

、、

气

气

ノ

ノ

、

＼

＼,
、

X

、灸

ヲ

ノ、

、

別表第 1~別表第8 (変史なし)

別図第1 (変史なし)

、、

',

,,1

＼

、介礁

ノ

リー

ノ又

气

1 "Υ

別1刈第 2 (その 2)

、

、

ノ、

＼

、

'ι昂、

阿轟'

" 1

＼

鵬

、

＼

リ

別図第2 (その 1)

＼ j、"

(告矧り

IT斗TIL Y

g,批附

、,/ j",

y

機'1、¥

"ノ

変更後

、ノ

t之:コ遍IM欝1ヤト賊

【:ニ:1 欝t熊TINI・嫉liLL ル{"、゜、

^峡歌トハー繊'Y〆)イゞ1ν謡ト゛「

^磊 1望【心气出入11

/'＼

、

除染施設平面図(1階)

、、

＼

撲械室

1又'/'>五一、_レ>
>ゾ.＼、,＼y

ノ十ツター

/

＼,

斯"
施織

X 、＼/
ドラプト室丈

X

/

廃液貯桶室

/

、、 ＼',新●・

ノノ
倉

入ン~才、

ノ

~<

成

十吐一しだ、

フ、ーヂーノ、フ」

左●

、

ノ

刎「川第 2 (その 2)

＼

常"閉
ノ、ノター

i11

検

ノト

^

を

遅、

,ノ

X ＼

盲C

・保管廃棄施設の設置に伴

う変更

立剛

、、

＼

データ

躯理室

X/

(変史なし)

/測寔室

＼

人

第H"州区雌

第1悼誉理区妓低レベルⅨ城

保誓廃棄施設

4^ 誉理区坑出人井

Ⅳ、4

閉
一

タ

畍
ノ

常
ン

＼

囲
鬪

、
/
軍
＼

叶常
抜

子
,
ノ

m
-タ

ケ
ノ

Ⅱ

ヘ

常
ン

時M

＼＼
ノ
＼

＼

、

ノ
、

ノ

、

、
裂
＼

＼
,
論
ノ
＼

ノ

"
ノ
、

ノ
ー

'
、
ノ

ノ

゛
゛

、

Υ

、

ノ

ノ
、
L

＼

、
を

"
J

ノ
＼

"

八

ノ

X

'
＼

＼

、
J

,
川
/
＼

<
＼

＼

μ

、

＼
ノ ＼

＼

い
ノ

＼

气

才

,
＼

く
一

/
く
一

W
、

ヘ

0
、
一
"

ゞ
＼
＼

＼

/
J

ノ
ー

'
＼
イ

＼

＼

Nt
＼

＼

J
寸＼

ノ

＼

＼

、

子
＼

＼

叉

＼

ノ
'

ノ



第5編 JMTRの管理



0川立研究開発法人口本原子力研究開発機榊大洗研究所 d獣割メ1)原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(ド線部分Xは雲マーク部分は変史部分)

第5編 JMTRの管理

第1章通則

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

(定義)

第1条この編において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

Q)「本体施設等」とは、第1編別表第1に掲げる JMTRの本体施設及び特定施

設をいう。

⑦「炉心」とは、 JMTRに係る燃料領域及び反射体領域をいう。

③

④

愉

「炉内」とは、炉心を含む圧力容器内の全域をいう。

(6)「基準水位」とは、炉プール、カナル、 SFCプール及びCFプールの水位に
ついて、それぞれの水位尺のommの水位をいう。

「特殊試験」とは、通常の運転操作手順によらない状態にて行う試験をいう。

・②~愉は原子炉の運転

を行わないため削除

「低出力運転」とは、原子炉出力が50okW以下の運転状態をいう。

(材料試験炉部品質保証技術検討会)

第2条材料・試験炉部には、材料試験炉部品質保証技術検討会を設置する。

2 材料試験炉部品質保証技術検討会は、次の各号に掲げる事項について材料試験炉
部長の諮問に応じ密議する。

働第4条第1項に定める運転手引

②

という。)

-14条竹1項に定める特殊試験計画(以下このーにおいて「特殊試験計画」

原子炉の運転を行わない

ため削除

号番号の綵上げ

第38条第2項に定める修理及び改造

⑤

3

JMTR原子炉施設の品質保証に関する事項

JMTR原子炉施設の定的な評価に関する事項

材料試験炉部長は、材料試験炉部品質保証技術検討会の審議の結果を尊重する。

メ要旦笠^
第3条原子炉本体の運転を行う運転要

第5編

第 1章

(適用範囲)

第1条

は、次の各号に1,げる原子炉の運,气に剰する実務等の研修を受けたものとする

の廃止措置計画の第 1段階(解体準備r階)にのみ適用し、第2段階(原子炉周辺

山

JMTRの管理

通則

剣蔚の"体撤去段階)に着手する前に変更しなければならない

②

ーは、 J MTR原子炉施設(以下このーにおいて「原子炉施設」という。)この

運転経験のない者は、運転及び保守の6月間以上の実務研修

(定義)

第1条の2 この編において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に
定めるところによる。

山「本体施設等」とは、第1編別表第1に掲げる』Eι丑疫堕壁の本体施設及び特定
施設をいう。

(削る)

(削る)

」偵怪上
(削る)

②「基準水位」とは、炉プール、カナル、 SFCブール及びCFプールの水位に

ついて、それぞれの水位尺のommの水位をいう。

得)「維持管理対象設備」とは、廃止措置計画において維持管理対象となる設備・

保守の3月占以上の実務研修

他の原子炉施設で運転要

③

2

置に係る教*研修(20時問以上)

設鐙変更許可申請書、保安規定、設備概要、運転管理、保守管理、異常時の措

原子炉課長は、次の各号に1 吋る場厶は、運蛋要

紺 第17条の定めにより制御棒吸収体を炉心から取り出す場合又は炉心に挿入す

変更後

JMTR廃止措置に伴う

追加

V-1

という。)を炉心に挿入する場合、配置替え及び取り出す場合

4条の定めによりJ MTRの燃料要素(以下この゜1において「燃料要素」

JMTR廃止措置に伴う

ホ更

としての6月問以上の経験を有する者は

(以下この編において「運転要」という。)

機器をいう。

(材料試験炉部品質保証技術検討会)

第2条材料試験炉部には、材料試験炉部品質保証技術検討会を設置する。

2 材料試験炉部品質保証技術検討会は、次の各号に掲げる事項について材料試験炉
部長の諮問に応じ審議する。

(1)第4条第1項に定める管理手引

JN!し亙L

⑦第38条第2項に定める修理及び改造

③原子炉施設の品質保証に関する事項

(削る)

3 材料試験炉部長は、材料・試験炉部品質保証技術検討会の密議の結果を尊重する。

を原子炉伽

号番号の繰上げ(以下同

じ。)

JMTR廃止措置に伴う

削除

第3条削除

転及び

JMTR廃止措置に伴う

追加

室に配置する

備考

記載の適正化

合
第2

③
④



(3)

④

第49条の定めによりキャプセル等の挿入及び取出しを行う場合

愉

第30条の定めにより運転開始前の措置を行う場合

3

るまで

原子炉課長は、前項各号のいずれかに該当する場合は、原子炉本体以外の運転を

原子炉の}

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

子う要
4 照射課長は、次の各号に掲げる場合は、炉室に要を配置する

働

②

(以下このーにおいて f要」という。)を機械削上室に配置する

を開始してから

第30条の定めにより運転開始前の措"を行う場合

5

JMTR廃止措置に伴う

変更

記載の適正化

第50条の定めによりラビット及びOSF-1キャプセルの挿入及び取出しを

一場口

MTR原子炉運転班長代理(以下この編において「原子炉運転班長代理」とい

つ

施設で運転班長代理としての実'経験が1年問を超え

)は、第1項の運転要

の実務経験が3月間を超えた者とする。
6

前項の原子炉運転班長代理としての実務経験が1年間を超えた者又は他の原子炉施

JMTR原子炉運転班長(以下この編において「原子炉運転班長」という。)は、

35条の定めにより運、停止後の措置が終了す

斐で運転班長としての実務経験が1

経験が3月問を超えた者とする。

(手引の作成)

第4条材料試験炉部長は、本体施設等及び照射設備に関し、次の各号に掲げる事項

について定めた J MTR運転手引(以下この編において「運転手引」という。)を

作成する。

川運転開始前及び運転停止後に確認すべき事項

としての実務経験が1年間を超えた者又は他の原子炉

② 運転操作に関する事項

巡視及び点検に関する事項

燃料要素の管理及び交換に関する事項

異常時の措置に関する事項

2 材料試験炉部長は、前項の運転手引を作成する場合は、 JMTR原子炉主任技術

者(以下この編において「原子炉主任技術者」という。)の同意を得る。これを変

問を超え

更する場合も同様とする。

3 材料試験炉部長は、第1項の運転手引を作成した場合又は変更した場合は、所長

及び環境センター長に報告する。

原子炉の運転を行わない

ため削除

JMTRの運転要

JMTRの運転要

第5条当直の原子炉運転班長は、原子炉の運転中、本体施設等の運転の業務を六替

(引継ぎ)

しょうとする場厶は、運,玩業務日誌及び次の各号に1、ける

に引継ぐとともに、運転状況を申し送る。

川

②

として

運転モードスイッチ

(年問運転計画)

第6条材料試験炉部長は、毎年度、当該年度に先立ち、次の各号に掲げる事項を明
らかにした JMTRの年問運転計画(以下この編において「年問運転計画」という。)

を作成し、環境センター長の承認を得る。これを変更する場合も、同様とする。

としての実務

安全保護系バイパススイ

う。)を作成し、環境センター長の承認を得る。これを変更する場合も、同様とす

る。

変更後

V-2

(手引の作成)

第4条材料・試験炉部長は、本体施設等及び照射設備に関し、次の各号に掲げる事項

について定めたJ MTR管理手引(以下この編において「管理手引」という。)を

作成する。

(削る)

(削る)

山巡視及び点検に関する事項

②燃料要素の管理に関する事項

偲)異常時の措置に関する事項(火災が発生した場合の措置を含む。)

チ

JMTR廃止措置に伴う

ホ更

号番号の繰上げ(以下同

じ。)

JMTR廃止措置に伴う

ホ更

を次の原子炉運厶班長

④

2 材料試験炉部長は、前項の管理手引を作成する場合は、 JMTR廃止措置主任者

廃止措

る場合も同様とする。

3 材料試験炉部長は、第1項の管理手引を作成した場合又は変更した場合は、所長

及び環境センター長に報告する。

(以下この編において「廃止措置主任者」という。)の同意を得る。これを変更す

に剣する事項(商用電源喪、時の代替措置にする事項等を含む。)

備考

第5条削除

(年間管理計画)

第6条材料試験炉部長は、毎年度、当該年度に先立ち、次の各号に掲げる事項を明

らかにした原子炉施設の年問管理計画(以下この編において「年問管理計画」とい

一
丁
 
J

御
④
⑤



山運転の予定期問

②施設定期自主検査の予定期問

G)法第27条に定める認可申請(以下この編において「設計及び工事の方法の認

可申晶勺という。)を伴う本体施設等、照射設備及び放射線管理施設の修理及び

改造の項月並びに予定期問

原子炉の運転を行わない

ため削除

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

2

を得る。

3 材料試験炉部長は、第1項の承認を得た場合は、所長に報告するとともに、技術

課長、原子炉課長、照射課長及び放射線管理第2課長に通知する。

環境センター長は、前項の承認をしようとする場合は、原子炉主任技術者の同意

第7条技術課長は、運転サイクルごとに別表第1に1 げる事項を明らかにした',転

6璽転計画)

計画を作成し、材料試験炉部長の承認を得る。
2 材料試験炉部長は、前項の承認をしようとする場合は、環境センター長の確認を

受けたのちに、所長の承認を得る。

3 技術課長は、第1項の運転計画を作成する場合は、別表第2に掲げる事項が同表

4

げる制限値を超えないことを確認する

所長は、第2項の承認をしょうとする場合は、キャプセル等の炉心配置について、

JMTRキャプセル等審査委、会の意見をきく

5

6

所長は、第2項の承認をしようとする場合は、原子炉主任技術者の同意を得る。

技術課長は、第1項の承認を得た場合は、原子炉課長、照射課長及び力射線管理

第2課長に通知する。

第8条技術課長は、運転計画を変更しようとする場合は、材料試験炉部長の承認を

(運広計而の亦更)

得る。

2 材料・試験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、環丹センター長の確認を

受けたのちに、所長の承認を得る。ただし、炉心の配置が変更になること以外につ

いては、この限りでない。

3

ω

"1」条

く。

4

②施設定期自主検査の予定期問

得)法第27条に定める認可申請(以下この編において「設計及び工事の方法の認

可申請」という。)を伴う本体施設等、照射設備及び放射線管理施設の修理及び

改造の項月並びに予定期問

廃止措置に係る項同及びその予定期間

材料試験炉邦長は、第1項の定めにより第2項ただし書を承認しょうとする場合

は、原子炉主任技術者の同

について準用する。

5

3項

前条第6項の定めは、第1項の承認を得た場合について準用する。

」運耘^
第9条原子炉課長は、原子炉を運転しようとする場合は、第7条の運气計画に基づ

4項及び第5項の定めは、運蛋計画の<更(第2項ただし書を除

2

き

得る。

3 材料・試験炉部長は、第1項の承認を得た場合は、所長に報告するとともに、技術

課長、原子炉課長、照射課長及び放射線管理第2課長に通知する。

環境センター長は、前項の承認をしようとする場合は、廃止措置主任者の伺意を

施計画を作成し、材料試験炉部長の承認を得る。これを変更しようとする場合も、

照射課長と協議して、別表第3に1"げる事項を明らかにした本体施設等運転実

同様とする。ただし、次の各号1こ掲げる事項については、この限りではない。

山

②

2

第7条貸川途

出力上昇ステップに関すること。

変更1妾

を1昇る

原子炉課長と協議して、別表第4に;,げる事項を明らかにした照射設備運転実施計

照射課長は、照射設備を運転しょうとする場合は、第7条の運転計画に基づき、

運転要・の勤務に関すること

画を作成し、材料・試験炉部長の承認を得る。これを変更しょうとする場合も、同様

第8条削除

JMTR廃止措置に伴う

変更

俳i老

第9条削除

JMTR廃止措置に伴う

変更

原子炉の運転を行わない

ため削除

V-3

原子炉の運転を行わない

ため削除

こ1



とする。ただし、次の各号に掲げる事項については、この限りではない。

川

②

キャプセル照射装賢に関する事項のうち④に関すること。

BOCA照射装習及びOSF-1照射装置に喝する事項のうち G)にするこ

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

側

3

0

材料試験炉部長は

技術者の同意を得る。

亨症

4

の勤務に関すること

原子炉課長は第1項、照射課長は第2項の承認を得た場合は、相互に通知すると

ともに、技術課長及び放射線管理第2課長に通知する。

第10条原子炉課長は、照射課長と協議して、次の各号に掲げる事項を明らかにし
(炉停止中作業計画)

た本体施設等炉停止中作業計画を作成し、材料・試験炉部長の承認を得る。これを変

更しょうとする場合も、同様とする。ただし、炉停止中作業工程表の変更について

は、この限りではない。

1項及び第2項の承認をしょうとする場合は、原子炉主任

山

②

運転サイクル番号

(3)

予定期問

④

取り出す燃料要素及び挿入する燃料要素の本数及び番号

愉

取り出す燃料要素の貯蔵場所

御

制御棒吸収体の取出し及び挿入にすること

炉心要素(燃料・要素及び制御棒吸収体を除く。)の取出し、挿入等に関するこ

m

0

⑧

2

作業前及び作業後の炉心配置に剰すること

照射課長は、原子炉課長と恊議して、次の各号に1 げる事項を明らかにした照射
炉停止中作業工程表

斐備炉停止作業計画を作成し

とする場合も、同様とする。ただし、炉停止中作業工程表の変更については、 この

限りではない。

働

旦Σ_そ定^

運転サイクル番号

(3)

④

取り出すキャプセル等の名称及び本

愉

挿入するキャプセル等の名称及び本

御

引き渡す照射済のキャプセル等の名称

m

3

作業前及び作業後の炉心配置に関すること。

材料試験炉部長は、第1項及び第2項の承認をしようとする場合は、原子炉主任
技術者の同意を得る。

炉停止中作業工程表

4

材料,式験炉邦長の承認を得る

相互に通知するとともに、技術課長及び放射線管理第2課長に通知する。
原子炉課長及び照射課長は、それぞれ、竹1項及び第2項の承認を得た場合は

(保全区域)

第11条 JMTRの保全区域は、別図第1に示すとおりとする。

第10条削除

第12条

(鍵の管理)

第13条原子炉課長は、本体施設等に係る建家の出入口の鍵を管理する。

変更1妾

(省略)

これを変更しよう

月日及び引渡し先

備考

(保全区域)

第11条原子炉施設の保全区域は、別図第 1に示すとおりとする。

第12条

原子炉の運転を行わない

ため削除

(鍵の管理)

第13条原子炉課長は、本体施設等に係る建家の出入口の鍵を管理する。

(変更なし)

V-J

記幟の適正化



2

3

原子炉課長は、原子炉の停止中、第5条第1項に定める鍵を管理する。

照射課長は、運転許可スイッチの鍵を管理する。

第14条材料,式験炉厶長は、原子炉に係る特殊試験を行おうとする場合は、次の各

(特殊試験)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

号に1,げる事項について毛己載した特殊,式,,計画を作成する

山

⑦

特殊試験の名称及び同的

(3)

特殊試験の方法

④

2

特殊試験の予定期問

材料試験炉部長は、前項の特殊試験計画を作成する場合は、原子炉主任技術者の

同意を得る。これを変更する場合も、同様とする。

特殊試験に係る異常時の措置

3 材料試験炉部長は、特殊試験計画を作成した場合又は変更した場合は、所長及び

環境センター長に報告する。

第14条削除

変更1妾

(恒久停止措置)

御棒駆動装置の電源ケーブルを切り雛さなければならない。

第14条の3

(実施計画)

原子炉課長は、恒久停止措置として、炉心から制御様を取り外し、制

となる施設・設備の解体撤去工事又は核燃料・物質等による汚染の除去工事(研究開

廃止措置管理

発を含む。)を実施する場合は、これら工事に係る実施計画を作成し、廃止措置主

任者の確認を受け、材料試験炉部長の承認を得て、当該工事に関係のある課長等に

通知しなければならない。これを変更しょうとするときも、同様とする。
2

原子炉課長及び照射課長は、廃止措置計画に基づき、廃止措置の対象

材料・試験炉部長は、前項の承認をしたときは、所長に報告しなければならない。

第14条の4

(対象施設・設備等の供用終了確認)

染の除去工事(以下このーにおいて「汚染の除去工事j という

原子炉及び照射設備の運

転を行わないため削除

対象施設・設備等の供用が終了していることを確認しなければならない。
2 原子炉課長及び照射課長は、供用を終了した設備のうち、系統内に放射性物質が

残存している設備については、第14条の11第2項に基づく措置を'アするまで

イ茄若

原子炉課長及び照射課長は

放射性物質の漏えい防止及び拡散防止の機能が維持されていることを確認しなけれ

原子炉の運転を行わない

ため削除

ぱならない。

第14条の5

(汚染状況等の調査、原子炉施設を活用した調査及び研究)

に資するため、必要に応じて汚染状況等の調査を実施することができる。
2 原子炉課長及び照射課長は、原子炉施設を活用した廃止措置及び高経年化に係る

調査及び研究を実施するに当たっては、次条の廃止措置作業の計画に基づく工事並

びに維持管理対象設備に影響を与えないことを確認する。

原子炉課長及び照射課長は、次条に基づく廃止措置作業の計画の作成

第14条の6

(廃止措置作業の計画)

体故去工事又は核燃料・物質等による汚

JMTR廃止措置に伴う

追加

JMTR廃止措置に伴う

追加

原子炉課長及び照射課長は、廃止措置計画に基づき工事を実施しょう

V-5

JMTR廃止措置に伴う

追加

)を行う場合は

JMTR廃止措羅に伴う

追加

JMTR廃止措置に伴う

追加

JMTR廃止措置に伴う

第1章の

豊

2

第

1

2の条41



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

とするときは、工事件名ごとに工事対象範囲の汚染の状況の確認を行った上で、次

の各号に;げる項目を記載した廃止措置作業の計画を作成する

山

②

工事件名

③

塑__工臺^
6)工事内容

対象施設・設備名

工事場所

⑥

働

工事方法

矧

工程表

⑨

工事休制

イ

放射線延理及び安全確保対策

変更後

口

漏えい及び拡散防止対策

ノ＼

Ⅱの

被ばく低減対策

2

事故防止対策

原子炉課長及び照射課長は、前項に定める廃止措置作業の計画の作成に当たって

は、廃止措置計画に記載する廃止措'.の基本方針及び何体去に系る安全確保対策

放射性廃棄物及び解体物撤去等の管理

を芳慮する。
3 原子炉課長及び照射課長は、第1項に定める廃止措置作業の計画の作成に当たっ

ては、工事を必要に応じて分割又は統合することができる。分割又は統合する場合
は、廃止措置計画に記載された安全確保対策に影響がないことを確認する。

4 原子炉課長及び照射課長は、第1項に定める廃止措置作業の計画の作成に当たり、

工事中に・・体物撤去等を一時保管(反・、き)する場合は、牛理方法について記載す
る。

5 原子炉課長及び照射課長は、汚染の除去工事を廃止措置'゛象施設の舮体撤去工事
において実施する場合は

6 原子炉課長及び照射課長は、解体撤去工事又は汚染の除去工事において、廃止措
置計画に定める廃止措置のための装置を導入する場合は、廃止措羅作業の計画に安
全対策の設計方針及び仕様を記載する。

第14条の7

(工事の実施)

追加

き工事を実施する。

2 原子炉課長及び照射課長は、廃止措置作業の計画の安全確保文上に支障が生じた
場合は、工事を断する

備芳

は代替措置を講じ、廃止措置計画に基づいていることを確認する。この場合におい

四体撤去の廃止措置作業の計画に含めることができる

原子炉課長及び照射課長は、前条で定めた廃止措1・作業の計画に基づ

て、代替措置を講じるときは、廃止措置主任者の確認を得る。

第14条の8

(工事完了の報告)

画に基づく工事が完了した場合には、材料試験炉部長及び廃止措置主任者に報告す
るとともに、放射線管理第2課長等に通知する。

2 材料試験炉部長は、前項の報告を受けたときは、所長に蝦告する。

工事の再開に当たっては、生じた支障を郁除するか

原子炉課長及び照射課長は、第14条の6で定めた廃止措置作業の計

第14条の9

(廃止措置のために導入する装置)

る装置にっいては、第38条を準用する。この場合において、同条中「修理及び改
原子炉課長及び照射課長は、第14条の6の廃止措置のために導入す

V-6

JMTR廃止措識に伴う

追加

又

JMTR廃止措置に伴う

追加

JMTR廃止措置に伴う

追加



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

造」とあるのは「導入」と読み菩える。
2 前項の装置の導入に当たっては、日本産業規格等の規格及び規準に準拠するとと

もに、必要に応じて方射性質の漏えい及び拡散防止す策、被ぱく低減対策及びゴ

故防止対策の安全硫保対策を講じる。

(放射性廃棄物でない廃棄物の管理)

第15条原子炉課長は、本体施設を'1 転する場合は、別表第5にチ,げる運転上の制

第2章運転管理

(本体施設の運転上の制限)

構成している金属、コンクリート、ガラス、プラスチック等(以下「資材等」とい

限値を超えないことを確認する。

う。)を、

第 1節

もの」でない廃棄物(以下「放射性廃棄物でない廃棄物」という。)とする場合は、

次の各号に掲げる措置を講じて材料試験炉部長の承認を得る。

j!亘 i17・

樹

第16条原子炉課長は、本体施設等運転実施計画及び本体施設等炉停止中作業計画
(炉内への装荷物の制限等)

原子炉課長及び照射課長は、管理区域内に設砥されている設備等を

変更後

「核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物で廃棄しょうとする

設置状況の記録等により汚染がないことを確認する。

使用履歴の記録等が管理されている資材等については、管理された使用履歴、

で定める物以外のものを炉内に装荷してはならない。

②

第2節炉心構成上の遵守事項

2

上の制限

(3)

汚染された資材等については、その汚染部位の特定・分離を行う。

照射課長は、照射設備運転実施計画及び照射設備炉停止中作業計画で定める物以

2

る。

材料・試験炉部長は、前項の承認をしようとする場合は、

適切な測定方法により念のための放射線測定を行い、汚染がないことを確認す

者及び放射線管理第2課長の同意を得る。
3 原子炉課長及び照射課長は、第1項で承認を得た放射性廃棄物でない廃棄物につ

延理区域から搬出するまでの占、放射性廃棄物との混在防止の措置及び汚染いて

を防止するための措置を講じる。

第 14条の 11

(設備の保安管理)

あって、既設機゜の同等品もしくは同等品以上の性能を有するものへの交換の場合

は、廃止措置計画の変更認可
2 原子炉課長及び照射課長は、供用を終了した設備のうち、放射性物広が系統内に

残存する場合は、その状況を把握し、角"体去工事の着手までに系統の隔離、密封

機゜の電源隔雛等の適切な措置を講じる

3

維持管理対象設備又はこれらを構成する部品等の交換を行う場合で

原子炉課長及び照射課長は、供用を終了した設備のうち、系統内に放射性物質が

残存している設備について、前項に基づく措置を一了した場合は、材料試験炉部長

及び廃止措置主任者にま告するとともに、放射線管理第2課長に通知する
4 材料・試験炉部長は、前項の報告を受けたときは、所長に報告する。

イ備芳

青は不要とする

あらかじめ廃止措麗主任

J MTR廃止措置に伴う

追加

第15条削除

第2章施設管理

(削る)

原子炉の運転を行わない

ため削除
第16条削除

(削る)

V-フ

廃止措置計画の変更認可

中詰の不要に関する項目

を追記

JMTR廃止措置に伴う

追加

原子炉の運転を行わない

ため変更

原子炉の運転を行わない

ため削除

01の条41第



外のものを炉内に装荷してはならない。

第17条原子炉課長は、制御棒吸収体を炉心から取り出す場合は、次の各号に掲げ

(制、棒吸収休の取出し及び挿入)

るところにより行う。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

山

制御棒を上限にしても臨界にならないことを確認する。

あらかじめ運.、計画で定められた燃料・要素を炉心から取り出した後、すべての

②

2 前項第2号の定めは、制御棒吸収体を炉心に挿入する場合について準用する。

制御棒収体の取出しは

第18条原子炉課長は、燃料要素の六換を終了した場合は、いずれかの 1本の制御

(停止余裕)

棒が挿入されていない場合でも、原子炉が臨界にならないことを確認する。

第3節運転上の条件

(電源)

第19条原子炉課長は、商用電源

・原子炉の運転を行わない

ため削除

してはならない。ただし、非常用電源のディーゼル発電機のうち 1台を点検整備す

る場合にあっては、 10日問に限って、この限りでない。

1体ずつ行う

第20条原子炉課長は、本体施設について、別表第6 に

(一次冷却系配管破損出系及び燃料破損検出系の作動条件)

冷却系配管破損検出系及び燃料破損検出系が作動するよう設定する。ただし、同表

の町徐の条件を満足する場合において、本体施設等運転実施計画で定める場合

はそのつど材料・試験炉部長の承認を写た場厶は
2 材料試験炉部長は、前項ただし書の承認をしようとする場合は、原子炉主任技術

者の同意を得る。

第21条原子炉課長は

(緊急停止連動装置の作動条件)

び非常用電源が正常でない限り

止軍動裴置が作動するよう設定する

おいて、本体施設等運転実施計画で定める場合、又はそのつど材料試験炉部長の承

認を写た場合は

2

第17条削除

置が作動するよう設定する。ただし、同表の郁除の条件を満足する場合において、

照射課長は、照射設備について、別表

照射設備運転実施計画で定める場合、又はそのつど原子炉課長の同意を写た場合は

これを伊除することができる。
3

4

原子炉課長は、前項の同意をしようとする場合は、材料試験炉部長の承認を得る。

本体施設について

これを伊除することができる

材料試験炉邦長は、

炉主任技術者の同意を得る。

第22条原子炉課長は、本体施設について、別表第9に掲げるところにより缶ψ卸棒
(制御棒挿入装貿の作動条件)

原子炉を運転

これを力除することができる

けるところにより

挿入裴置が作動するよう設定する。ただし、同表の変更又は舮除の条件を満足する

第18条削除

変更後

場合において、本体施設等運転実施計画で定める場合、又はそのつど材料試験炉部

ただし

長の承認を得た場合は、これを変更し、又は力除することができる。

別表第7 に1'げるところにより緊急停

(削る)

第19条削除

同表のダ除の条件を満足する場合に

項ただし書又は前項の承認をしょうとする場合は、原子

8に1 げるところにより

・一次 第20条削除

又

急停止車動装

第21条削除

イ脂吉

原子炉の運転を行わない

ため削除

第22条削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

V-8

原子炉の運転を行わない

ため削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

1第



2 材料試験炉部長は、前項ただし書の承認をしようとする場合は、原子炉主任技術

者の同意を得る。

第23条原子炉課長は、本体施設について、別表第10 にチけるところによりセッ

(セットバック装置の作動条件)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

トバ

する場合において、本体施設等運転実施計画で定める場合、又はそのつど材料試験

炉部長の承認を得た場合は

ク装置が作動するよう設定する

2

装置が作動するよう設定する。ただし、同表の,除の条件を満足する場合において

照射課長は、照射設備について、別表第 11に掲げるところによりセ

照射設備運転実施計画で定める場合、又はそのつど原子炉課長の同意を得た場合は、

これを解除することができる。
3

4

原子炉課長は、前項の同意をしようとする場合は、材料試験炉部長の承認を得る。

材料試験炉部長は、第1項ただし書又は前項の承認をしようとする場合は、原子

炉主任技術者の同意を得る。

第24条原子炉課長は、本体施設について、別表第12に掲げるところにより制御

(制御棒引抜停止装置の作動条件)

これを変更し

棒引抜停止装置が作動するよう設定する

合は、これを変更し
2

ただし

材料試験炉部長は、前項ただし書の承認をしょうとする場合は、原子炉主任技術

者の同意を得る。

(警報装置の作動条件)

第25条原子炉課長は、本体施設等について、別表第13 に掲げるところにより警
報装置が作動するよう設定する。

2 照射課長は、照射設備について、別表第14に掲げるところにより警報装置が作

同表の、更又は"除の条イを満足

又は力除することができる

動するよう設定する

又は六除することができる

運,云実施計画で定める場厶にはこれをヲ除することができる

(負圧の維持)

第26条原子炉課長は、厘王便三2浬^、別表第15に掲げるところにより原子炉
格納施設内の負圧を維持する。

(カナル等の水位の維持)

第27条原子炉課長は、原子炉運転中、炉プール、カナル、

ただし

第23条削除

ただし

トバ

プールの水位を基準水位より50mm以上低下させないように努める。

材'斗試験炉部長の承認を得た塲

2

ク

同表のP除の条件を満足する場合において照射設備

原子炉課長は、前項の定めにかかわらず、低出力運転の場合は、炉プール水位を
基準水位より520ommまで低下させることができる。

(カナル等の水質の維持)

第28条原子炉課長は、炉ブール、カナル、

伝導率及びPHについて 1ケ月に 1回確認し、別表第16 に掲げる値に維持するよ
うに努める。

変更後

第24条削除

(警報装置の作動条件)

第25条原子炉課長は、本体施設等について、別表第13に掲げるところにより警

報装置が作動するよう設定する。

(削る)

SFCプール及びCF

SFCプール及びCFブール水の電気

(負圧の維持)

第26条原子炉課長は、原子炉格納施設内で核燃料物質等を取り1 う作業を行う場

合は、別表第15に掲げるところにより原子炉格納施設内の負圧を維持する。

(カナル等の水位の維持)

第27条原子炉課長は、炉プール、カナル、 SFCプール及びCFプールの水位を

基凖水位より50mm以上低下させないように努める。ただし、点検及び作業にお

備ぢ

原子炉の運転を行わない

ため削除

いて水位を調整する場合は、この限りではない。

(削る)

(カナル等の水質の維持)

第28条原子炉課長は、カナル及びSFCプール水の電気伝導率及びPHについて

1ケ月に 1回確認し、別表第 16 に掲げる値に紲持するように努める。

原子炉の運転を行わない

ため削除

V-9

変更

照射設備の運転を行わな

いため削除

JMTR廃止措置に伴う

JMTR廃止措置に伴う

変更

使用済燃料・を保管する場

所のみの記載とする。



第29条原子炉課長は、原子炉起動時の原子炉出力上昇期間及び原子炉停止時の原

(一次冷却水の水質の維持)

子炉出力下降

1日に 1回確認し、別表第 16 に掲げる値に:持するように努める

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200詑43号)

第30条原子炉の運転を開始しようとする場合は、原子炉課長は本体施設等につい

(運転開始前の措置)

サを除く原子炉運.、中の一次冷水の電一伝導率及び

て、照射課長は照射設備について、別表第17に掲げる設備等が正常な状態である

第4節運転

ことを確認する。なお、二次冷却系統の冷却塔倒壊のため、原子炉の運転は行わな

い。

2

運転を再開しょうとする場合は、前項の定めにより確認された状態が維持されてい

原子炉課長及び照射課長は、同・一運'云サイクル内において計画停止した原子炉の

ることを確認する。

3 照射課長は、前2項の確認の結果を原子炉課長に通報する。ただし、低出力運転

の場合にあっては、この限りでない。

第 3 1

(予備機への切替え)

忍められた場合、予備機に切替えて原子炉の運
2 原子炉課長及び照射課長は、原子炉の運転中、予備機のある機器に異常が認めら

れた場合のうち、予備機に切り替えるため原子炉を停止することが必要な場合にあ

原子炉課長及び照射課長は、原子炉の運転中、予備機のある機゜に異常か

つては、異常が認められた機器の性能が維持されており予防保全のために予備機に

切り替える場合に限り、第8条に基づく運転計画の変更及び第9条に基づく運転実

施計画の梦更を〒い、原子炉を計画停止した後に予備機に切替え、第30条第2項

に基づく運転開始前の措澀を行って、原子炉を再起動し、原子炉の運転を継続する

ことができる。
3

Hについて

原子炉課長及び照射課長は

その旨を材料試験炉部長及び原子炉主任技術者に通蝦する。

」運亟^
第32条原子炉の運転開始命令は、原子炉課長が行うものとする。

第29条削除

2 原子炉課長は、原子炉の運転を開始しようとする場合は、第30条第3項の定め

により照射設備に異常がない旨の通報を受け

により放射線測定機器の点検の結果に、常がない旨の通知を受けた後でなけれは

前項の運転開始命令を行ってはならない。ただし、第56条の定めにより確認を行

つて原子炉の運工を開始しようとする場合は

3

(削る)

を継続することができる

原子炉運転班長は、原子炉課長の運転開始命令により、本体施設等運転実施計画

に従って運転を行う。

第30条削除

Ir゛J 1項に定める予備機への切替えを〒つた場合は

第33条原子炉運転班長は、原子炉の運転を開始又は停止しょうとする場合は、

(運転に係る通帳及び表示)

斉指令装識により運転開始又は停止の通報を行う。
2

変更後

原子炉運転班長は、原子炉の運転開始から停止するまで、運転表示灯を点灯して

おく。

第31条削除

かつ

この限りでない

2 3 5 条 3項の定め

第32条削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

俳i嘉

原子炉の運転を行わない

ため削除

第33条削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

V-10

原子炉の運転を行わない

ため削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

条



第34条原子炉運転班長は、原子炉の運転中、別表第 18 に1 げる施設及び設備に

6靈転中の巡視及び点検)

ついて1日1回以上巡視し、点検する。
2 照射課長は、原子炉の運転中、別表第19に掲げる設備及び装置について1日1

回以上巡視し、点検する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第35条原子炉課長は、原子炉の運転を停止した場合は、次の各号に1 げる事項を

(運転停止後の措置)

確認する。ただし、低出力運転の停止にあっては第3号についてこの限りでない。
働

⑦

全制御棒が完全に挿入されていること。

(3 )

中性子出力が正常に低下していること。

と。

崩壊熱除去のために一次冷却系統及び二次冷却系統が正常に運転されているこ

第3章保守管理

(施設定期自主検査)

第36条原子炉課長は、次の各号に掲げるところにより本体施設等に係る施設定期
自主検査を行う。ただし、第38条第2項に規定する修理及び改造中の施設、設備、

装置、機器等についてはこの限りでない。

川

と。

計測制御系統施設の緊急遮断検査を施設定検査を受ける時

⑦

こと。ただし、施設定期自主検査及び第38条第2項に基づく修理及び改造によ

考ト測市上系統施設について、緊急遮断のための性能検査を証月1

り緊急遮断のための性能検査ができない場合は、この限りでない。

(3)別表第20及び別表第26 に掲げる計器の校正を施設定期検査を受ける時期

ごとに行うこと。

④別表第21に掲げるところにより、保安上特に管理を必要とする設備の性能

が維持されているかどぅかについての検査を施設定期検査を受ける時期ごとに行

号番号の繰上げ(以下同

じ。)

2 照射課長は、次の各号に},げるところにより照射設備に係る施設定期自主検査を

行う。ただし、第38条第2項に規定する修理及び改造中の施設、設備、装置、機

器等についてはこの限りでない。

第34条首1塗

山

⑦

別表第2 2 に1,ける計

維持されているかどうかについての検査を施設定期検査を受ける時期ごとに行う

別表第23に上げるところにより保安上特に管理を必要とする装置の性能が

こと。

(施設定期自主検査の実施計画)

第37条原子炉課長及び照射課長は、前条の施設定期自主検査(前条第1項第2号

第 3 5 条貸U除.

に定める緊急遮断のための性能検査については除く)を行おうとする場合はそれぞ

れ、次の各号に掲げる事項を明らかにした本体施設等施設定期自主検査実施計画及

び照射設備施設定期自主検査実施計画を作成し、材料試験炉部長の承認を得る。 こ

れを変更しょうとする場合も、同様とする。ただし、第3号に定める予定期間につ

いては、この限りでない。

a)対象となる施設、設備、装置、機器等の名称

②検査の項Π及び実施体制

の校正を施設定期,査を受ける時期ごとに行うこと

変更後

ごとに行うこ

第3章保守管理

(施設定期自主検査)

第36条原子炉課長は、次の各号に掲げるところにより錐些賀墾W^^に係る
施設定期自主検査を行う。ただし、第38条第2項に規定する修理及び改造中の施

設、設備、装置、機器等についてはこの限りでない。

(削る)

以上行う (削る)

山別表第20及び別表第26に掲げる計器の校正を施設定期検査を受ける時期

ごとに行うこと。

②別表第21に掲げるところにより、保安上特に管理を必要とする設備の性能

が維持されているかどぅかについての検査を施設定期検査を受ける時期ごとに行
うこと。

_【削墨2_ 照4"斐備については維持

管理対象設備はないため

削除

原子炉の運転を行わない

ため削除

イ1術互誓

(施設定期自主検査の実施計画)

第37条原子炉課長は、前条の施設定期自主検査を行おうとする場合はそれぞれ、

次の各号に掲げる事項を明らかにした本体施設等施設定期自主検査実施計画を作成

し、材料試験炉部長の承認を得る。これを変更しようとする場合も、同様とする。

ただし、第3号に定める予定期間については、この限りでない。

原子炉の運転を行わない

ため削除

うこと

記載の適正化

対象となる施設、設備、装置、機器等の名称

検査の項H及び実施体制

JMTR廃止措羅に伴う

変更

V一Π

原子炉の運転を行わない

ため削除

1
2



偲)予定期間

2 材料試験炉部長は、

を得る。

3 照射課長は、第1項の承認を得た場合は、原子炉課長に通知する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第20脇243号)

(修理及び改造)

第38条原子炉課長は本体施設等、照射課長は照射設備について、修理及び改造が

必要と認めた場合は、修理及び改造を行うことができる。

2 原子炉課長は本体施設等、照射課長は照射設備について、修理及び改造を行おう
とする場合において、その修理及び改造が設計及び工事の方法の認可申請を伴う場
合は、次の各号に掲げる事項を明らかにした本体施設等の修理及び改造計画並びに

照射設備に係る修理及び改造計画を作成し、材料試験炉部長の承認を得る。これ
変更しようとする場合も、同様とする。

a)修理及び改造をする施設、設備、装置、機器等の名称
⑦修理及び改造の内容

働予定棚間

3 材料・試験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、環境センター長の硫認を

受けたのちに、所長の承認を得る。

4 所長は、前項の承認をしようとする場合は'原子炉主任技術者の同意を得る。

前項の承認をしょうとする場合は、原子炉主任技術者の同意

5 照射課長は、第2項の承認を得た場合は、原子炉課長に通知する。

(保守結果の通知等)

第39条原子炉課長及び照射課長は、それぞれ、第36条の施設定期自主検査を終

了した場合又は前条第2項の修理及び改造計画に基づく作業を終了した場合は、そ

の結果を材料試験炉部長に報告するとともに、照射課長は原子炉課長に通知する。

原子炉課長が第2編第36条第2項の定めにより放射線管理施設に係る施設定期自

主検査等結果の通知を受けた場合も、同様とする。

2 材料試験炉部長は、前項の報告を受けた場合は、原子炉主任技術者に通知すると

ともに、所長及び環境センター長に帳告する。ただし、第36条第1項第2号に定

める緊急遮断のための性能検査については、所長及び環境センター長への報告を省

略することができる。

偲)予定期間

2 材料・試験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、廃止措置主任者の同意を

(停止中の巡視及び点検)

第40条原子炉課長は、原子炉の停止中、別表第24に掲げる施設及び設備につい

得る 0

(削る)

て 1日 1回以上巡視し、点検する。

(修理及び改造)

第38条原子炉課長は本体施設等、照射課長は照射設備について、修理及び改造が
必要と認めた場合は、修理及び改造を行うことができる。

2 原子炉課長は本体施設等、照射課長は照射設備について、修理及び改造を行おう
とする場合において、その修理及び改造が設計及び工事の方法の認可申詰を伴う場
合は、次の各号に掲げる事項を明らかにした本体施設等の修理及び改造計画又は照
射設備に係る修理及び改造計画を作成し、材料試験炉部長の承認を得る。材料試験
炉部長の承認を得る。これを変更しようとする場合も、同様とする。

a)修理及び改造をする施設、設備、装置、機器等の名称
②修理及び改造の内容

③予定期問

3 材料試験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、環境センター長の確認を
受けたのちに、所長の承認を得る。

4 所長は、前項の承認をしょうとする場合は、廃止措置主任者の同意を得る。

第4章燃料要素等の管理

(未使用燃料・要素の受入れ)

第4 1条

は、次の各号に掲げる事項について材料試験炉部長の承認を得る。

働

②

原子炉課長は、燃料要素のうち、未使用のものを受け入れようとする場合

2

受け入れようとする

を得る。

3 原子炉課長は、燃料要素のうち、未使用のものを受け入れた場合は、次の各号に

変更後

材料試験炉部長は、前項の承認をしようとする場合は、原子炉主任技術者の同意

受け入れようとする燃料要素の種類及び'量

r-

0 照射課長は、第2項の承認を得た場合は、原子炉課長に通知する。

(保守結果の通知等)

第39条原子炉課長及び照射課長は、それぞれ、第36条の施設定期自主検査を終

了した場合又は前条第2項の修理及び改造計画に基づく作業を終了した場合は、そ

の結果を材料試験炉部長に報告するとともに、照射課長は原子炉課長に通知する。

原子炉課長が第2編第36条第2項の定めにより放射線管理施設に係る施設定期自

主検査等結果の通知を受けた場合も、同様とする。

月日

2 材料試験炉部長は、前項の報告を受けた場合は、廃止措置主任者に通知するとと

もに、所長及び環境センター長に報告する。

(巡視及び点検)

第40条原子炉課長は、別表第24に掲げる施設及び設備について1日1回以上巡
視し、点検する。

JMTR廃止措置に伴う

変更

記載の適正化

備ぎ

未使用燃料要素の受入れ

を行わないため削除

第41条

第4章燃料要素等の管理

記幟の適正化

・ J MTR廃止措置に伴う

変更

V-12

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措匙に伴う

変更



掲げる事項について、検査する。

山

②

燃料・要素の番号

(3)

4

燃料・要素の外観

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200認43号)

炉部長に卓告するとともに原子炉主任技術、'に通知する

原子炉課長は、前項の,査の終ア後、次の各号にチける事項について、材料試験

燃料・要素表面の放射性物質の密度の測定

山

②

受け入れた年月日

③

検査の結果

④

受け入れた燃料要素の種類及び数量

(燃料要素等の貯蔵)

第42条原子炉課長は、燃料要素及びJMTRCで使用した燃料(以下この編にお

いて「燃料・要素等」という。)を貯蔵する場合は、別表第25 に掲げる貯蔵施設で行

い、かつ、同表に掲げる制限量を超えて貯藏しない。

2 原子炉課長は、燃料・要素等を貯蔵している貯蔵施設に制限量を表示する。

3 原子炉課長は、未使用燃料要素の貯蔵施設に施錠し、原子炉施設の運転保守業務

及び核燃料管理の業務に従事する者以外の者が立ち入る場合には、核燃料管理の業

務に従事する者の指示に従わす。

4 原子炉課長は、燃料要素等を貯蔵している貯蔵施設の月に付きゃすい場所に貯蔵

上の注意事項を掲示する。

5 原子炉課長は、原子炉停止中において炉プール、カナル、 SFCプール及びCF

貯蔵状況

プールの水位を基準水位より50mm以上低下させないように努める。ただし、あ

らかじめ本体施設等運転実施計画又は本体施設等炉停止中作業計画で定められた場

合は、この限りではない。

第43条

第44条原子炉課長は、燃料要素を炉心に挿入する場合は、全制御棒が全挿入され

(燃料要素の挿入、配置替え及び取出し)

(省略)

ていることを確認した後、本体施設等運転実施計画又は本体施設等炉停止中作業計

画に基づき燃料・要素の外観及び号を確認し
2 原子炉課長は、燃料・要素の配置替え及び取出しを行う場合は、本体施設等炉停止

中作業計画に基づき1本ずつ行う。

第45条~第46条

(燃料要素等の払出し)

第47条原子炉課長は、所管する燃料要素等を払い出そうとする場合は、次の各号

に掲げる事項について材料試験炉部長の承認を得る。

a)払い出そうとする年月日

②払い出そうとする燃料要素等の種類及び数量

2 材料市t験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、原子炉主任技術者の同意

(燃料要素等の貯蔵)

第42条原子炉課長は、燃料要素及びJMTRCで使用した燃料(以下この編にお

いて「燃料・要素等」という。)を貯蔵する場合は、別表第25に掲げる貯蔵施設で行

い、かつ、同表に掲げる制限量を超えて貯蔵しない。

2 原子炉課長は、燃料・要素等を貯蔵している貯蔵施設に制限量を表示する。

3 原子炉課長は、未使用燃料要素の貯蔵施設に施錠し、原子炉施設の保守業務及び

核燃料管理の業務に従事する者以外の者が立ち入る場合には、核燃料管理の業務に

従事する者の指示に従わす。

4 原子炉課長は、燃料要素等を貯蔵している貯蔵施設の同に付きやすい場所に貯蔵

上の注意事項を掲示する。

(削る)

を1昆る。

3 原子炉課長は、所管する燃料要素等を払い出した場合は、次の各号に掲げる事項
について、材料試験炉部長に報告するとともに原子炉主任技術者に通知する。 JMTR廃止措置に伴う

変更

(省略)

変更後

山 払い出した年月日

1本ずつ行う

第43条

第44条削除

(変更なし)

第45条~第46条

備考

(燃料要素等の払出し)

第47条原子炉課長は、所管する燃料要素等を払い出そうとする場合は、次の各号

に掲げる事項について材料試験炉部長の承認を得る。

側払い出そうとする年月日

②払い出そうとする燃料'要素等の種類及び数量

2 材料試験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、廃止措置主任名の同意を

イずる。

3 原子炉課長は、所管する燃料要素等を払い出した場合は、次の各号に掲げる事項
について、材料・試験炉部長に報告するとともに廃止措置主任者に通知する。

(変更なし)

山

原子炉の運転を行わない

ため削除

払い出した年月日

V-13

第27条に統合

燃料・要素の挿入等を行わ

ないため削除

JMTR廃止措置に伴う

変更



② 払い出した燃料要素等の種類及び数量

第5章キャプセル等の管理

(キャプセル等の製作)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第48条技術課長は、キャプセル等を設計及び,q作するときは、別表第2 にチ,ける

事項のほか、キャプセル等設計基準及びキャプセル等検査基準に従って行う。
2 技術課長は、製作したキャプセル等の安全性に式る'・料を作成し、キャプセル等

が原子炉に挿入される前までに、当該キャプセル等の安全性について材料試験炉部

長の承認を得る。

3 材料試験炉部長は前項の承認をしょうとする場合は、環境センター長の確認を受

けたのちに、所長の承認を得る。
4

意見をきき、かつ、原子炉主任技術者の同意を得る。

所長は

第49条照射課長は、原子炉停止中にキャフセル等を炉内へ市入する場合及び炉内

(原子炉停止中のキャプセル等の挿入及び取出し)

前項の承認をしようとするときは

から取り出す場合は、原子炉課長に通報する。
2

1,げる事項について点検する

照射課長は、原子炉停止中にキャプセル等を炉内へ入する場合は、次の各号に

山

⑦

3

キャプセル等の表面に有害な傷痕、曲がり等のないこと。

炉停止中作業計画に基づいて行う。

照射課長は、原子炉停止にキャプセル等を炉内から取り出す場合は、照射設備
挿入位置が照射設備炉停止中作業計画のとおりであること。

第50条照射課長は、原子炉運転中にラビ

(原子炉運,牙中のラビ

挿入する場合及び炉から取り出す場合は、照射設備運転実施計画に基づいて行う
照射課長は、前項の挿入及び取出しを子う場合は、原子炉運広班長に通報する

JMTRキャプセル等審査委会の

照射課長は、原子炉運転中にOSF-1キャプセルを炉内に挿入する場合、又は
炉内から取り出す場合は、専用のキャプセル六換機を用いて行う。

(照射済のキャプセル等の引渡し)

第51条照射課長は、照射済のキャプセル等を照射後試験のためホットラポへ引き

⑦

渡そうとする場合は、引渡し年月日についてホットラボ課長の同意を得た後に行う。
2 照射課長は、照射済のキャプセル等を照射依頼者に引き渡そうとするときは、輸

払い出した燃料要素等の種類及び数量

ト及びOSF-1キャプセルの挿入及び取出し)

送容器の表面及び表面からlmの線量当量率並びに表面密度を測定し、氾録する。

第48条貸1墜

(キャブセル等の所在管理)

第52条技術課長は、キャプセル等について、受入れから照射後引渡しまでの問、

第5章キャプセル等の管理

一元的所在の管理を行う。

2 照射課長は、キャプセル等の受入れ、引渡し又は移動をした場合は、技術課長に
通知する。

ト及びOSF

変更後

第49条削除

第6章異常時の措置

第1節警蝦装置及び安全保護回路が作動した場合の措置

1キャプセルを炉内に 第50条削除

(照射済のキャプセル等の引渡し)

第51条照射課長は,照射済のキャブセル等をホットラボへ引き渡そうとする場合
は、引渡し年月日についてホットラボ課長の同意を得た後に行う。
(削る)

補j吉'

キャブセル等の製作を行

わないため削除

(キャブセル等の所在管理)

第52条技術課長は、キャプセル等について、所在の管理を行う。

2 照射課長は、キャプセル等の引渡し又は移動をした場合は、技術課長に通知する。

・キャブセル等の挿入等を

行わないため削除

第6章異常時の措置

第1節警報装置が作動した場合の措置

V-U

原子炉の運転を行わない

ため削除

受入れを行わないため削

除

キャプセル等の照射後試

験及び照射依頼者への

引渡しを行わないため削

除

2
3



(警報装貴が作動した場合の措置)

第53条原子炉運転班長は別表第13に係る警報装置が作動した場合は、その原因

及び状況を調査し、通常運亟状態へ復旧させるための措置を講じる。ただし、別表
第13において除外の条件を満足している項月については、この限りではない。

2

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

原子炉運転班長は別表第14に系る警報装、が作動した場合は、照射課長に通報

する。
3 照射課長は、前項の通帳を受けたときは、通常運転状態へ復旧させるための措置

を講ずるとともに、その原因及び状況並びに講じた措置を原子炉運転班長に通報す

る。

4 原子炉運転班長は、第1項の措置を講じた場合及び前項の通報を受けた場は、そ

の旨を原子炉課長に通報する。

5 原子炉課長は、前項の通報を受けた場合は、その原因及び状況の把握に努め、第

1項及び第2項で作動した警綴装置が正常に復帰できない場合は、警報原因の区分

に応じ別表第30に1 げる措置を講じる

第54条原子炉運転班長は、制御棒引抜停止装置、セットバック装置及び制御棒挿

(安全保護回路が作動した場合の措貴)

入装置が作動した場合は、その原因及び状況を調査し、通常運転状態へ復旧させる

ための措置を講じる。この場合において、その原因が照射設備にある場合は、照射

課長に通報する。
2 照射課長は、前項の通報を受けたときは、通常運転状態へ復旧させるための措置

を講ずるとともに、その原因及び状況並びに講じた措置を原子炉運転班長に通報す

る。

3 原子炉運転班長は、第1項の措置を講じた場合及び前項の通報を受けた場合は、

原子炉の運転を行わない

ため削除

その旨を原子炉課長に通報する。
4

きない場合には、原子炉を停止する措置を講ずるとともに原子炉課長及び照射課長

原子炉運蛋班長は

に通報する。
5

課長に通報する。

原子炉運i.、班長は、緊急停止'卓動裴置が作動した場合には、原子炉課長及び照射

(警報装置が作動した場合の措置)

第53条原子炉課長は別表第13に係る警報装置が作動した場合は、その原因及び

第55条原子炉運転班長は、第54条に定める安全保護回路が作動し、原子炉が停

(原子炉が計画外停止した場合の措置)

止した場合、第53条に定める警報装置が復帰できずに原子炉を停止した場合、又

セ 、、

状況を調査し、通常状態へ復旧させるための措置を講じる。

は原子炉施設の保安を確保する必要から計画外に原子炉を停止した場合(以下この

編において「計画外停止」という

トノ＼

(削る)

山

②

ク装置及び州'棒入装.の作動原因の復帰がで

(削る)

作動した安全保護回路又は警蝦装置の項目

矧

全伽上棒の宅全挿入

④

中性子出力の正常な低下

⑤

2

(削る)

崩壊熱の除去、ただし、崩壊熱,ハ去を必要としない場合は、この限りではない

3

原子炉運転班長は、前項の刷疏忍を行った場合は、原子炉課長に通帳する。

一次冷却系配管破損検出系及び燃料破損検出系の作動の有無

(削る)

原子炉課長は、前項の通報を受けた場合は、計画外停止となった原因を除去する

ための措置を講ずるとともに材料・試験炉部長、原子炉主任技術者及び放射線管理第

2課長に通報する。
4

変更後

管理区域内の放射性物質の濃度及び線量当量率を確認し、原子炉課長に通報する。

ナ射線管理第2課長は、前項の通報を受けた場合は、ナ射性物質のナ出の有無

第54条削除

)は、次の各号に1 ける事項を確認する

第55条削除

・原子炉の運転を行わない

ため削除

イ茄芳

原子炉の運転を行わない

ため削除

V-15



5 材料試験炉部長は、第3項の通報を受けた場合は、所長及び環境センター長に通

第56条原子炉課長は、原子炉が計画外停止した場合において前条に定める措置を

(計画外停止後に原子炉を再起動する場合の措置)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

綜じた#果、原子炉の},,牙を再開しょうとする場厶は、次の各号に1 げる事項を確

認する。

山安全保護回路及び警報装買が正常に復帰していること。

②

機器の指示が正常な値を示していること。

作動した安全保護回路又は警報装置の計器及び原子炉運転に係る放射線測定

矧

2 原子炉課長は、前項の確認ののち原子炉を再起動しようとする場合は、材料試験

炉部長の承認を得る。

第30条第1項により硫認した状態が維持されていること。

3 材料,式験炉部長は、前項の承認をしょうとする場合は、原子炉主任技術者の同意

を得る。

第57条原子炉運転班長は、第15条に定める本体施設の運転上の制限値を超えた

(本体施設の運転上の制限値を超えた場合の措置)

場合は、計器の点検及び原子炉の出力を下げる措置を講じる。

第2節運転上の制限等に係る異常の場合の措置

2 原子炉運転班長は、前項の措置を講じた場合は、原子炉,長に通報する。ただし

別表第5 に1 げる運,云上の制限のうち

確な場合については、この限りではない。
3 原子炉課長は、前項の通報を受けた場合は、第1項の措置の結果を確認するとと

もに、材料試験炉部長及び原子炉主任技術

第58条原子炉運、班長は、原子炉の運.中 、

(制御棒が動作不能となった場合の措置)

れかの制御棒が動作不能となった場合は、原子炉を停止する。
2

以上の制'棒が動作不能となったことを確認した場合は、その原因及び状兄を調査

原子炉課長は、第35条第1項第1号及び第55条第 1項第2号において、 2本

し、復旧に努める。
3 材料試験炉部長は、前項の措置により未臨界維持ができないおそれのある場合は、
バ

4

第56条貸リ墜

クア

材料試験炉部長は、前項の指示を行う場合は、環境センター長の確認を受けたの

ちに、所長の承認及び原子炉主任技術者の同意を得る。

(負圧の維持に異常を認めた場合の措置)

第59条原子炉運転班長は、原子炉運転中、原子炉格納施設内の負圧が維持できな

(3)の軍続大熱出力を超えた原因が明

プスクラム装置の作動を指示する

くなった場合は、原子炉課長に通報するとともにその原因及び状況を調査し、第2

6条に定める値へ復旧させるための措置を講じる。
2 原子炉運転班長は、前項の状、が復旧しない場合は、原子炉を停止する

する

(カナル等の水位に異常を認めた場合の措置)

第60条原子炉運転班長は、カナル等の水位が原子炉運転中は第27条、原子炉停

変更後

全挿入されている胴上棒以外のいず

第57条削除

第2節施設管理において異常を認めた場合の措置

第58条質U塗

价1吉

原子炉の運転を行わない

ため削除

(負圧の維持に異常を認めた場合の措買)

第59条原子炉課長は、原子炉格納施設内で核燃料物質等を取り扱う作業において、

原子炉格納施設内の負圧が維持できなくなった場合は、原因及び状況を調査し、第

6条に定める値へ復旧させるための措置を講じる。

(削る

(カナル等の水位に異常を認めた場合の措置)

第60条原子炉課長は、カナル等の水位が第27条に定める値を外れた場合は、そ

・JMTR廃止措匙に伴う

変更

・原子炉の運転を行わない

ため削除

V-16

原子炉の運転を行わない

ため削除

JMTR廃止措置に伴う

変更

JMTR廃止措置に伴う

0

こ1



止中は第42条第5項に定める値を外れた場合は、その原因及び状況を調査し、水

位を復旧させるための措置を講じる。

(カナル等の水質に異常を認めた場合の措置)

第61条厘王匁リ璽亟^は、厘王匁!運耘^カナル等の水質が第28条に定める維
持管理値を外れた場合は、その原因及び状況を調査し、別表第16に掲げる値に復

旧させるための措置を講じる。

2 原子炉課長は、原子炉停止中、カナル等の水質が第28条に定める維持管理値を

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

外れた場合は、その原因及び状況を調査し、別表第16に掲げる値に復旧させるた

めの措置を講じる。

第62条原子炉運転班長は、原子炉運転中、一次冷却材の水質が第29条に定める

(一次冷却材の水質に異常を認めた場合の措貴)

維持管理値を外れた場合は、その原因及び状

復旧させるための措置を講じる。

第3節点検等において異常を認めた場合の措置

(運転中の巡視及び点検等において異常を認めた場合の措置)

第63条原子炉運転班長は、第34条第1項の運転中の巡視及び点検並びに第69

条の地震後の点検の結果、異常を認めた場合は、その原因及び状況を調査し、原因

の除去及び拡大防止等の措置を講じる。この場合において、その原因及び状況が原

子炉の運_、継続に支障を及ぼし、又は支丑を及ぼすおそれがあると認めた場合は

原子炉課長に通報する。
2 照射課長は、第34条第2項の運転中の巡視及び点並びに第69条の地震後の

点検の紗果、異常を認めた場合は、その原因及び状兄を調査し

大防止等の措置を講ずるとともにその

班長に通級する。
3 原子炉運,広班長は、前項の通

放射線管理第2課長から点検の結果、異常を認めた旨の通報を受けた場合において、

その原因及び状況が原子炉の運転1'続に支1七を及ぼし、又は支障を及ぼすおそれ力

を調査し、別表第 16 に1 げる値に

あると認めた場合は、原因の除去及び拡大防止等の措貿を講ずるとともに、原子炉

の原因及び状況を調査し、水位を復旧させるための措置を講じる。

課長に通報する。

4 原子炉運転班長は、第1項及び前項の状況が緊急性を要する場合においては、手

(カナル等の水質に異常を認めた場合の措置)

第61条原子炉課長は、カナル等の水質が第28条に定める維持管理値を外れた場

動スクラムにより原子炉の停止を行うことができる。

5 原子炉課長は、第1項及び第3項の通報を受けた場合において、その異常が原子

炉の運転継続に支貯を及ぼすと認めた場合は、材料試験炉。長及び原子炉主任技術

晝E迺塑す墨._
6 材料試験炉部長は、前項の通報を受けた場合は、原子炉の停止等の措置を講ずる

合は、その原因及び状況を調査し、別表第16に掲げる値に復旧させるための措置

を講じる。

(削る)

よう原子炉課長に指示するとともに、所長及び環境センター長に通報する。
7

る。

8 原子炉課長は、第6項の指示を受けた場合は、原子炉の停止等の措置を講じる。

を受けた場合、及び

材料試験炉部長は、前項の措置を指示する場合は、原子炉主任技術者の同意を得

因及び状況並びに講じた措置を原子炉運転

JMTR廃止措羅に伴う

亦更

第62条削除

(停止中の巡視及び点検において異常を認めた場合の措置)

第64条原子炉課長は、第30条第1項の運転開始前の措置、第35条の運転停止

変更後

後の措置並びに第40条第1項の停止中の巡視及び点検の結果、異常を認めた場合

2

原因の除去及び拡

第63条削除

39条の定めにより

第3節点検等において異常を認めた場合の措置

変更

備考

原子炉の運転を行わない

ため変更

(巡視及び点検において異常を認めた場合の措置)

第64条原子炉課長はf第40条第1項の巡視及び点検の結果、異常を認めた場合

は、その原因及び状況を調査し、原因の除去及び拡大防止等の措買を講じるととも

原子炉の運転を行わない

ため削除

原子炉の運転を行わない

ため削除
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は、その原因及び状況を調査し、原因の除去及び拡大防止等の措置を講じる。

2 照射課長は、第30条

その原因及び状況を調査し、原因の除去及び拡大防止等の措置を講じる。この塲合

において、その原因及び状況並びに講じた措置を原子炉課長に通報する。

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

3 原子炉課長は、前項の通.を受けた場合、第1項及び前項の調査の結果、その異

常が原子炉の運転に支障を及ぼすと認めた場合は、材料試験炉部長及び原子炉主任

技術者に通報する。

4 材料試験炉部長は、前項の通蛾を受けた場合は、 JMTRの保安に必要な措置を

講ずるよう指示するとともに、所長及び環境センター長に通報する。

5 材料試験炉部長は、前項の措置を指示する場合は、原子炉主任技術者の同意を得

る。

1項の運転開始前の措置の結果、異常を認めた場△は

第4節燃料要素等に異常を認めた場合の措置

(未使用燃料・要素に異常を認めた場合の措置)

原子炉課長は、未使用燃料要素に異常を認めた場合は、使用の可否を判定第65条

する。

2 原子炉課長は、前項において使用不可とした燃料要素については,識別の容易な

措置を講じた後、その状、を材料三式験炉祁長に報告するとともに原子炉主任技術者
に通知する。

(使田生及び使用済四燃料要素」JMTRCで使用した燃料・に異常を認めた場合の
置)

第66条原子炉課長は、使用中の燃料要素に異常を認めた場合は、燃料・要素を点検

し、継続使用の可否を判定する

材料試験炉部長に机告するとともに原子炉主任技術者に通知し、その燃料要素を炉

心から取り出す。
2

キャプセル等の照射を行

わないため削除

行い、燃料破損を認めた燃料・要素については、専用容器に収納し、講じた措置を材

原子炉課長は、前項において炉心から取り出した燃料要素の破損状兄等の検査を

料・試験炉部長に報告するとともに原子炉主任技術者に通知する。

3 原子炉課長は、使用済の燃料要素及びJMTRCで使用した燃料に異常を認めた
場合は、その状況及び講じた措圃を材料試験炉部長に報告するとともに原子炉主任

に、その異常が原子炉施設の保安に支障を及ぼすと認めた場合は、材料試験炉部長

及び廃止措、主任者に通報する

技術者に通知する。

(削る)

(燃料要素等の紛失を発見した場合の措置)

第67条原子炉課長は、燃料要素等の紛失を発見した場合は、材料試験炉部長及び

厘王炬^に通報する。

(削る)

この場合において、経続使用を不可とした場合は

2

を講ずるよう指示するとともに、所長及び環境センター長に通報する。

3 材料試験炉部長は、前項の措置を指示する場合は、廃止措羅主任者の同意を得る。

材料試験炉部長は、前項の通報を受けた場合は、原子炉施設の保安に必要な措置

変更

第68条照射課長は、第49条第2項の入前の点検の結果、異常を認めた場合は

(キャプセル等に異常を認めた場合の措置)

炉内へ挿入してはならない。

第5節キャプセル等に異常を認めた場合の措置

2

変更後

照射課長は、放射性ガスを放出するおそれのある破損したキャブセル等を炉内か
ら取り出す場合は

3 照射課長は、前項及び第1項の措置を講じた場合、その状況を材料試験炉部長に

第65条削除

第4節燃料要素等に異常を認めた場合の措置

これを所定の容゜に封入する

場合の措置)

第66条(削る)

(未使用燃料要素、使用済燃料要素及びJMTRCで使用した燃料に異常を認めた

(削る)

原子炉課長は、未使用燃料要素、使用済燃料・要素及びJMTRCで使用した燃料

に異常を認めた場合は、その状況及び講じた措置を材料試験炉部長に報告するとと

もに廃止措置主任者に通知する。

照射設備の運転を行わな

いため削除

俳iぎ

(燃料要素等の紛失を発見した場合の措置)

第67条原子炉課長は、燃料・要素等の紛失を発見した場合は、材料試験炉部長及び

廃止措置主任者に通報する。

・第 1項に統合

項番号の繰上げ及び記載

の適正化

JMTR廃止措置に伴う

第68条

(削る)

削除

未使用燃料・要素は使用し

ないため可否判定は削除
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第6

JMTR廃止措識に伴う

変更

条と統合

JMTR廃止措置に伴う

変更

5



報告するとともに原子炉主任技術者に通知する。

第6節地震後の措置

U也震後の措置)

第69条震度4以上の地震が発生した場合は、原子炉課長は本体施設等、照射課長

は照射設備、放射線管理第2課長は別表第27及び別表第28に掲げる放射線管理

設備を点検し、 JMTRの保安に影響がないことを確認する。

2 放射線管理第2課長は、前項の確認の結果を原子炉課長に通報する。

3 原子炉課長は、第1項の確認を行った場合及び前項の通報を妥けた場合、照射課

長は、第1項の確認を行った場合は、材料試験炉部長及び原子炉主任技術者に通報

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

する。

第7節非常事態に発展するおそれのある場合の措置

(非常事態に発展するおそれのある場合の措置)

第70条原子炉課長は、第1節から第6節の定めにおいて、当該異常の状況が非常

事態に発展するおそれがあると認めた場合は、第1編第26条第2項の定めにより

措置する。

記載の適正化

トラック通路で未使用燃

料・要素の運搬を行わない

ため削除

第7章放射線管理

(管理区域の区分)

第71条 JMTRに係る管理区域の区分は、別図第2 に示すとおりとする。

2 材料・試験炉部長は、照射準備室とJ MTR炉室とを結ぶトラック通路により未使

用燃料要素を運搬する場合は、当該通路を当該作業に必要な時占に限って

理区域に設定する。

(放射線測定機器)

第72条第2編第35条第1項に定めるJMTRに係る放射線測定機器は、別表第

27及び別表第28 に掲げるとおりとする。

記載の適正化

第5節地震後の措置

(地震後の措置)

第69条震度4以上の地震が発生した場合は、原子炉課長は本体施設等、照射課長

は照射設備、放射線管理第2課長は別表第27及び別表第28に掲げる放射線管理

設備を点検し、原子炉施設の保安に影響がないことを確認する。

第73条

2 放射線管理第2課長は、前項の確認の結果を原子炉課長に通報する。

3 原子炉課長は、第1項の確認を行った場合及び前項の通報を受けた場合、照射課

長は、第1項の確認を行った場合は、材料試験炉部長及び廃止措置主任者に通報す

ただし

(省N御

る。

変更後

第6節非常事態に発展するおそれのある場合の措置

(非常事態に発展するおそれのある場合の措置)

第70条原子炉課長は、第1節から第5節の定めにおいて、当該異常の状況が非常

事態に発展するおそれがあると認めた場合は、第1編第26条第2項の定めにより

措置する。

紲持管理対象設備である

放射線測定機器(水モニ

タ)について追加

第7章放射線管理

(管理区域の区分)

第71条原子炉施設に係る管理区域の区分は、別図第2に示すとおりとする。

2

(削る)

(放射線測定機器)

第72条第2編第35条第1項に定める原子炉施設に係る放射線測定機器は、別表

第27及び別表第28 に掲げるとおりとする。

作

第72条の2

(放射線測定機器の管理)

2

備考

節番号の繰上げ

業又は点検等において1週問以上連続して停止される場合、当該測定機器による監

原子炉課長は、前項に規定する力射1 測定機・"を毎週1回巡視する

視を必要としないときは、この限りでない。この場合にあっても、毎月1回巡視す

るものと司、る。

原子炉課長は、別表第28の2に1,げる放射線測定機゜を備えつける

第73条

記載の適正化

JMTR廃止措置に伴う

変更

(変更なし)

節番号の繰上げ
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管



別表第1

分麺

述転サイク

ル竺胆,二亙

事項

備考

エ" 1'11可

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

"雌聖聖

塑"ゼ心三閏
、する事項

成耳項(笑7条

山

⑦

述云サイウル杼

炉心配睡に

閏,二墨_事聖

( 3)

運転開始Υ,定Π

述転件止Υ,定Π

迎続鰔大熱出力

係)

山

旦Σ_麺心^

帰)壮荷する燃料要粢の郁類ごとの数ル及び令.'"U址並びに燃料要業平均の最商

炉心の郁顎

燃佐座虫"^
④

( 5 )

反gJ

過剰反応度、停止余裕及び微剥柴柞の反応麼変ヒ*の挑定値並びにいずれかの

1本の制御柞が引抜かれ、他の令ての1,11御怖が姉人されている状態で末臨界である

三上旦,1'1iι

リ

⑥

キャブセル

照射装置」Ξ

閨竺丕壁聖

の

V-20

入の作樂等を行うに先立って、炉心から取Ⅱしておかなければならない挟北燃才リ

削御柞吸収休の取Ⅱし,タ太斗フォロワの交換並びにキ

類

太の

m

ひ

18)

核的熱水豁係数の挑定値

川

炉心の中竹子来密座

炉心配羅及び水

②

キャプセルの名称'び姉人立睡

BOCA照

世壁凪'因

働

キ

御

キ

ブセルの照牙J明胡

愉

試'斗の杯類

」田__1旦堪^

フセルの

別表第 1

キ

川

OSF-1

照身、1装羅に

閃,L亙臺!返

旦上_越^

偲)試料の靴類及び数皐

フセルの異

1キャブセルの名称OSF-

款

ひ

n川塗

御

及び

(5 )

BOCA雌四十ル羅の

U)

の際

利川Π的

⑦

温度の推定値

OSF-1キ

垈Zι乏_亘2

上"§射壁置

E図堂丕杢
項

(3 )

自功1】、するおそれのある部

OS F-1キャブセルの熊独、1期胡

ブセルの取出し及び姉

{4}

1キャプセルの窕熱 及びOSF-

値

愉

OSF-1キ

JD__^b四^
⑦ラビットの姉人及び取'Ⅱ・Υ,定Π

ブセルの名動、及び形態

利川11的

の際、内功nするおそれのある部分の反応度の推定値

変更後

働

御

プセルの異常の際

式火の靴類及び数

愉

の反応麼の推定値

ラヒ

利川H的

トの 凱

俗袖ι度の拍

臼加するおそれのある部,の反応座の抓定

及ひ 撮度の挑定直並びに反応度の推定値

値

原子炉の運転を行わない

ため削除

す



別表第2

虚"迂笠

運転.什仰i作成の際確認すぺき事項及びその1川限値(第7条関係)

原子炉

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

事項

川

②

炉心裴荷燃'斗唖楽の

中いかなる場介でも炉を臨界にしたとき、制御林が吸収

剰反応座(ここでいう

している令反1武度をいう。)

③

*

④

すべての制御参が令挿人されたときの炉の突効垪倍

いずれかの1本の制御怖が引き抜かれ、他の令ての

例御怖が姉人されている状態での炉の髭

亜と_^

(田燃斗小業平丘の1島燃魏度

U

剰反応座とは、サイクル

m

原子炉の運転を行わない

ため削除

キャプセ

ル鑾世些
殿

数

核的熱水路係

別表第3

矧

BOCA

照射裴置

徹剖鼎林の反応度変化*

川

玉墜世

⑦

LEU炉心

堕呈上上」ι匁!
'し、

」_1_K俣』塾_E

15%△k/k以ド

イ茄芳

キ

の彫

山

OSF-

1 照リ、1裴

削除

プセル 1本当りの発熱「i

⑦

度

jτ常の際、印加するおそれのある1にの等価反応度

LEU舮心

改良LEUが心

応座

自功11するおそれのある止の等Ⅲ反応座

へりウムー3ガスルカ変

0

御

極墾墜室L塁壁ミ

栓墾堅室[塑i萱

撚室巨_す」ヨ」Z

ω

9 以ド

水カラビ

2上懸世

装置

照射試'斗の発熱

米臨界

別表第2 皿途

⑦

窒1堕^皿^

得} OSF-1キャプセルの窕熱皐

OSF-1キ

別表第3

5 0 入IW

亘」)』望以f

60%以ト

3.14以ド

の際

V-21

川

分塑

応座

阿功11するおそれのある正の等価反応度

同時1

運転サイクルに

⑦

本本施設等運転リ

閏,Σ墨臺1返

により狗リ川される等価反

3

ブセルの市入Xは奴川しにより印加

ラビ

T1人Xは取Ⅱしの行われるラヒ

3

01以ド

丕翌堕世笠^

する事項

0

41以ド

トの粲熱V

'批械事項

F

5%△k/k/S以

0

山

10okW以ド

②

5%△k/k以ド

述転サイクル排路

1 111】jの

③

述卑五11 が

0

ω

変更後

述転停止Υ,定Π時

0

⑦

械事項(第9条

5%△k/R以ド

1ⅡノJI:りステップ(F P淋えい確認を含む)及び述転〔中,!

働

1%△k/k以ド

本永施設等の述転方法

24kW以ド

佛

定ΠE

本休施設等の 1止方法

恂

0

トの等 111反

安个保護阿郵の作動条件の変史Xは解除の予定及びその条件

の1塑

⑥炉心配置図

0

5%△k/k以F

1・1町外停」上があった場介における lj起四"'の措睡並びにHVJ 上リ

1 %△ k /k以ト

係)

⑦

30kW以ト

0

裴荷する燃'斗リ"楽の俳P 'び市人立霞

1%△k/k以ド

20kW以ド

原子炉の運転を行わない

ため削除

丕
佳
地
世

望

墜
射
世
備



至四他堅蟹^

項

別表第4

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

分麺

述転サイクル{

山

照射股イ鮪述転't 、,11111」jの'U,妓事項(第 9 条係)

述転小ιの剃務{

キャプセル雌逃J裴銓1

巫

する事項

B O CA照4J裴綴1

すること

記城事項

川

する事

⑦

述転サイクル排η

③

述転開始Υ,ウΠ時

O S F -1熊四1裴般{

山

述転仲止予定11時

⑦

d、る事項

(3 )

ブセルの名称及び市人位殿

御

ブセルの挿入期問

キャプセル照4寸裴鐙の述転条件

水カラヒ

の

山

聖聖

⑦

町及び

1キャプセルの右称OSF-

ヲする事

(3 )

試料の!櫛及び数1

締

ト!1靭、1

BOCA照41卞羅の述転条"

の条件

ノ'令呆設阿豁の作動条件の'1除の

ω

壁虫仙堅^

置{

⑦

OSF-1キャブセルの名称及び形態

別表第5

(3 )

OSF-1キ

働

4、る

OSF-1照リ↓裴殿の述転条件

設俳

の条件

原子炉の運転を行わない

ため削除

ノ'令呆護阿路の作四条件のr.除のΥ,定及びそ

JU_乏^E旦^

別表第4 赳途

述云ヒの永1作製値(ケエ1 5 条、係)

価蝦亊麺

原

②

川

働

プセルの1市人及び取川しの1_1時

ラヒ

働

過剰反応度

試料の柯i智1及び数肌

愉

水カラヒ

②

トの市入、取川し

の条件

11t ゞ【て工そ・

ノ'个保漁詞路の作動条件の'!しの予定及びそ

ω

人されたときの炉心の尖効

4、べての;,1上 114が五、↓市

要nの膨枋1

(3 )

ト照射

',1i続厶1大熱1"/J

仙恨値

変更後

締

砥の述転条竹

び引渡しのΠ時

15%△k/k以

ド

原子炉人11温度

すること

ρ'_」リ込」Ξ

確認時期

丑堂ゴ立^

力運転時

50MW

負せゴ之^

力述転時

49て以ド

確認頻座

塑麸雌^
時

各サイクルカi1阿

蟠笠埜^
時

蚤:辻ゴ」立』上^

別表第5

1壁閏^

中の弦視による確認)

削除

イ茄考

」』き閏!堕

原子炉の運転を行わない

ため削除

V一器

キ
キ
斌

項
一

王
塑

丕
作
施
設



別表第6

系統

次ハ'】系配管破扱

・次羚却系配

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

管匝"墜"逐.

項 11

燃料破摸検出

系

原子か人

!旦上ノ凶亙

低

町動条佐

別表第7

燃料破投

寸受イ励

及び

裴砥

原子舮入Π圧力(2検Ⅱ器以 1二>の

び燃'0 破↓

以ドになったとき。

本体施股の緊急停止述四

項 11

核,a

裴・制

御墨
イ励

V-23

次冷11水モニタ(2検Ⅱ

2

40 rネ

H

なったとき。

対数出力系ぺリ

川器以ltの指爪値がハ

の作動条件(第20条係)

オド短

村数"辺丞^

Ⅱ辺人

町三動』釜丘

程世"辺^
川力大

殿の

山

到

武値が490kpn

)及び脱気ガスモニタのうち

世懲Ⅱ111丞^

些血墨堕雌

3秒以 Fになったとき。

2チャンネル以 1二の対数"/J系原子幻リ田

⑦

クグラウンドの 2 0 倍以上1

件(第2 1条関係)

格の2仲上 1_になったとき

2チ

③

対数出力系ぺリ

定レベル(原子炉定格川ノJの 1%以卜では切換

す上』士亟皿

ンネル以 1二のヌN 出力系対ヂ出ノ」が定

錐栓虫金

件

2チ

レベル) の1

④

線形川力系線形

ンネル以ヒのザ形川力夫

低Ⅱν0!N

転を行う

、」↓

故肺したとき。

増幅器故肺

2チャンネル以上の対

別表第6

励

,;トルⅢ電源停電

低NV」述

転を行う

場<

3倍以上になったとき。

機゜が故峠したとき

;1川御桙モータ電

2チ

盤雌虫金世

削除

源木足

御

ンネル以 1二の対数出力系原子炉刷炯引

制御桙モ

が

故聞したとき。

却水断

2チンネル以上の線形出力系線形則幅器が

亀Ⅷ佐塾笠^
ル追従不良

形出力が設

川力系対'増幅器力

m

( 8 )

タ衿

.i1裴川電源が停電したとき。

対数川ノJ系C I

制御様川氏刈波窕電機の心流電源電Π1が1

g三2立」逑丈迅

10 V以ドになったとき。

別表第7

剛

線形川力系CI

制御桙りラクタンスモータの力却水をそう失

したとき。

Cロックはずれ

U O)

徹闘鼎柞速度"ι

とき。

変更1爰

削除

亜1一田地^

aD

11'株外部コイルが士 10mmP ヒずれた

ブロ

セス

徴劃整佐^

,1<

知の口

ⅢΠ1路を

(12)

2チ

UL」6地白^

愁"ゼ塗

筍のロックがはずれたとき。

U 3)

ンネル以1二の対数川力手

2チ

クがはずれたとき

耳}介

川回路を修理する

列!する

"と"田^

Oomm/m jn以上になったとき。

1'動述転状態で徹訓禁怖の引抜速度が20

U 4)

ンネル上 1二の

Omm/m jn以上になったとき。

Ⅱ回路を修"!する

川

四

き。

熱川力が定格川力の1

云状態で徴W整怖の引友速

形川カブミ1供剛電離

償型電蹴

3倍以 1二になったと

原子炉の運転を行わない

ため削除

が2

備者

氏川力運転を行う場介

原子炉の運転を行わない

ため削除

ず
ノ

二

二

二

、
り
」

二

二

二

二

二

二

二

」
.
冒
1

」
r
r

i
.
J



'ト裴 原子炉川入Π温

度芹大

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

原子炉人口流Π

低ド

原子炉人ΠルノJ

処室

⑦

て以上になったとき。

匁三Q1Ⅱ^辺

於火室

働

次羚却水の原子炉川入口温度茶が10

/hj}ドになったとき

ルカサージタン

御

次衿 1水の,

々』旦四1虹登

7 M p a Ⅱ7. ok /cm勺以 1二Xは 1

2チ

Ⅱソjサージタン

Ⅱ2.ok /CⅢ21以卜になったとき

愉

女丕位塁堂

ンネル以 1二の原子炉人ΠルノJが 1

は 2 1 6 k p n 12.2k /CⅢ'1以ドになったとき

,)、子Jt、

燃料破扱

炉入Π流Rが

(6 ) ⅡソJサージタンクのⅡソJが 1

Ifが 3 9 2 k p a H. ok /C皿.1 上上X

Ⅱ6.5k /CⅢ勺り上Xは 1

り以ドになったとき。

m

二の

他

」麺塁垈上ズ血
川電源光常

Xは一 13 50mm以ドになったとき。

托ノjサージタンクの被mが1350mm以_1

20om

矧

地'!1

低出力運転を行う場介

ガスモニタの3チャンネルのうち2チャンネル

ランセーフスイ

次衿 1水モニタ(2チャンネル)及び脱气

以上の指ポ値がバクグラウンドの20倍以 1二

之乏

1 8入Ip a

氏出力運転を行う場A

別表第8

になったとき。

下動スクラム

⑨

6

0 8 入Ip n Ⅱ lk /C皿

裴殿

氏出力述転を行う場介

1ξ循

川

6 2 入Ip a

BOC

A照!村

裴t趨

原子舮に述動する照射股備の緊急停止述動裴履の

⑦

0

Kンプ栢Ⅲ電源が仲電したとき

項 11

メ、
氏出ノJ運転を行う4

25m/S2以上の地震が窕小したとき。

働

,1;, jf %,

丕丞墜

カ'

をす

作動条竹・

川力巡転を行う場介

セーフ

キャプセル制御裴羅の'11マ介水系ル

動スクラム

力が8

堕些詮

丕丞圧

力低

低出力運転を行う場介

O S F

1照

射茎置

V-24

になったとき。

スイ

照射設備の運転を行わな

いため削除

24 入Ip a 184k /C皿2G1 以上

キャブセル制御裴置の商圧゜介水系ル

ポタンを 1 したとき

冷"冰

流躍低

チを又入したとき

ⅡノJ述云を行う場合

力が6

になったとき。

羚却系の丸i内管人口流碓が1

低川力述転を行う場介

a 165k /C1ヨ2G1 以ト37MP

/h以ドになったとき。

変更後

色巡途虫玉、tt

動件(第2 1条係)

炉内管

人ロル

力低

ω

⑦

原子炉が低川力述転を行う場介

冷却系炉内管人Π11ソ」が 19 6 k p

場介で、その他のⅡ器により当該系統の

炉内管

川Πル

,汁叩を・・時n、に'"!Xは六

n 12.ok /CがG}以ドになったとき。

状態が確認でき、かつ、必要な操作がΠ1

能なとき。

促) OSF-1キャプセルが炉心に1市人

O mι

フン

羚幻式の炉内管ⅡΠルノJが49kp

a 円.5k /CがG1 以ドになったとき。

されていないとき。

山

⑦

艇子炉力

'汁器を・時的に修町!Xは交換をする

状態力妬寉認でき

能なとき。

帰) O S F -1キ

別表第8

をする

場ノ、・ C その他の'1

Ⅱ力運転を行う場介

されていないとき。

川

削除

原子がが低川力述転を行う場介

⑦

かつ

により当該系統の

る場介で、その他の計器により当該系統

'i卜寄を

の状態力巧寉認でき、かつ、必要な繰作が

必要な"

ブセルが炉心に何i人

"1能なとき。

イ茄考

的に修N!Xは六

が 1寸

-
0

二

二

、「



力低

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

別表第9

設備及び装

羅

水体施役の制御林姉人裴羅の作四

核,1'裴・ 1例

項口

討数"地丞
ぺりオド短

プロセス'1

線形川ノJ系

線形川ノJ大

作動条件

ω

( 3)

されていないとき。

翊が10秒以ドになったとき

2チ

熱川力大

⑦

OSF-1キブセルが炉心に抑入

件(第2 2条関係)

働

が設定レベル(原子炉定

されるとき、 Xは炉心から取り出される

ンネル以上の、11 川ノJ系原子幻リ.,゛

2チャンネル以上の線形川力系線形出力

鰹iそ欠"●△

11袷ι麼茶大

OSF-1キャブセルが炉心に市入

では切換レベル)の 1

とき。

とき。

原子炉人Π

i品度1哘

山

つたとき。

熱川力が定格出力の1

②

0て以 ltになったとき。

(3)

原子炉出Π

i品 1斐 11"

次h '】水の原子炉Ⅱ人Π温座

上になったとき。

別表第 10

ⅡノJの 1

坐史X^

2 音以 1:になった

次衿11水の灰子灯

設術及び裴

羅

働

以ト

25倍以上にな

核計裴

御設備

水仏施設のセットハ

Itになったとき。

次衿却水の原子炉川Π需ι座が60て以

項「1

口需ι座力

11,11

別表第9

線形出力系

翌形"ゼ1人.

フロセス,H

裴

鯉墜

が1

心ι動垂丘

1て以

鯲栓

削除

ク装羅のξ四广件(第2 3条係)

低川力述転

宣五,塑金

熱川力大

1'1動運転中において、 2 チャンネル以 1二の線形

空旦!1ゴ)_

て以上

Ⅱ,/J式

低"辺雄払

を行う場介

娠王匁ⅡⅡ△
Π淵度柴大

で、股定レベルの 1

変更後

鯉栓

0

礼1.度係数を

測定する場

形川力が灰子炉定

塑丘匁Σ△旦

材逆'低_E

川

変史78

て以上

たとき。

熱出ノJが",格1ⅡノJの 1

原子炉人口

Uソ0賢栓

⑦

低ⅡIZ.1jl^里亘

を行う場介

5て以上になったとき。

(3)

'次羚却水の原子炉川人Π温座茶が9

錐墜

温座係数を

塑墜生旦墨

15倍以上になったとき

が心川人Π

つき

④

Ⅱ力の 1

次羚却水の1

メ、
「1

低"辺磐艇
をljう」牙介

6 2 入I p a U 6.5k /CⅢZ1 以上Xは 1

40 om り}ドになったとき

2チ

変史Xは解除の条件

P a 113. ok /CⅢり以ドになったとき。

愉

2{丘以 11になっ

以1

ンネル以上の原子炉入Πルカが1

幻〒心、ノ交任が 3 7 3 k p a 13,8k /C口勺」> 1二

が人Π流Hが1時

盤墜

別表第 10

解栓

低"辺型越
を行う場合

盤墜

2 7 M

削除

低"ゼ1Ξ'生'
を行う場A

備者

鯏塗

低川力運転

を行う場介

鯉栓

原子炉の運転を行わない

ため削除

低"辺述耘

を行う場介

低川力述転

V-25

原子炉の運転を行わない

ため削除

二

二

二

二

企

二二

些



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第20船243号)

U辺』を塁世

塞墨杢上Z
停止

医丘匁ι△」1

Ⅱ11座1拓

Xは23

とき。

御

k p a 12.4k /cmZ1 以ドになった

⑦

原子が出Π

迅座旦

ドンプが)」上したとき

1:になったとき。

・次羚却水の須子炉人Π温座が50て以

( 8)

窒墨墾上之

ⅡU1逸雄低
ド

1二になったとき。

次羚却水の凍子舮川Π詔ι度が59て以

充填ポンプ

流:'低ド

別表第 11

⑨

幻;プール水

位低ド

ム貿

なったとき。

緊

水カラビッ

ト照射装罷

聾墜

Kンプの流跿が2 7 0m"/hj}ド1

a o)

娠子力il

を行う場介

なったとき。

70て以

上

項 11

允填ポンブの流跿が15m'/h以 Fに

Ⅱ"

低Ⅱゼ墜拡
を行う場介

羚却水流耻

低

別表第 12

以 1二低ドしたとき。

列する照4、1設備のセ

炉プール水立が菓ル水立より

錐堕

枯1、度係数を

測定する場

設備及び裴

置

心ι動参世

78て以

上

核亘墜蛮塑
設備

/、
11

γ}四レk流「,1.が 3

本作

低Uψ_述弧

をljう場介

/h以ドになったとき。

項Π

斐の制御柞引抜停止裴鐙の作動条件(第24条係)

錐栓

温座係数を

劉杢生壁塑

トバ

世壁川心,Eパリ

オド短

紐墜

ノ、
「、1

ク裴殿の作動条件(第23条

8 m '

起動系ぺりオド

低1ⅡノJ運転

を行う埒介

Oomm

短

解除Q条佐

錐栓

低Ⅱゼ型並
を行う場介

玉1御佐^
座

川

②

原子炉の運転を行わない

ため削除

盤栓

原子炉が低出力述転を行う場介

Aで、ラビ

.汁器を・時的に修"!Xは交換をする場

つたとき。

低川力運転

を行う場介

2チャンネル上上の'↓

⑦

変更後

とき。

低Ⅱ辺j!'魅
を行う場合

とき。

2チ

③

トが炉心に挿人されていない

制'林一内管が正規の立から30mm以上少立したとき。

ンネル以上の起動系の原子炉円期が20秒以ドになった

係)

Ⅱ1力系の瓜子炉1司が2 0,'以ドにな

別表第 11 削除

別表第12 塑雌

イ前吉

V-26

照射設備の運転を行わな

いため削除

十

ω



別表第13

項目

本体施股の警報裴睡の作動条件(第25条関係)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第20脇243号)

(削る)

起動系対数'1数ぷ大

作動条件

起動系ぺりオド短

対数川力系対数則幅

墨堕皿

村歓"ゼ逐^
計故肺

山

線形川力系線形川力

0 ' S

⑦

が2 6秒以、ドになったとき。

2チ

ンネル以上の

③

Ⅱ05C S1 以 1二になったとき。

線形出力系線形翊幅

器故蹄

故肺したとき。

ンネル以上の起動系の原子炉j'勺期

1チャンネルの対数川力系対数垪幅器が

御

上皿迦^

1チ

愉

器が故障したとき

麹形心」ノ^

換

到系の"'数弔が 1

栓塾旦釜丘

炉定格出力の 1%以ドでは切換レベル)の 1

線形出ノJ系線形,Ⅱ力が設定レベル U貞子

ンネルの対,ⅡνJ系原子炉周期計

徹'沸1繁怖 1ニド1製付近

愉

1倍以 kになったとき。

11,1j御柞電磁イi接触不

が故肺したとき。

1チ

m

喪

起動系^
電雌不足

Π動述転中において

10 %以上になったとき。

ンネルの絲形出ノJ系指示計増幅器

棚

別表第13

き獣"辺垂^

短

/Jが切換レベルの80 %以上になったとき。

.動述;中において、-1形,11/J系リ!形十

⑨

(削る)

村数"^
電源電氏不足

対数川力系の測定範 N

徹刷懐桙が上限Xはド隈付近に到達した

とき。

Ⅱ 0)

項口

外(5WJ}ド)の場へ

本仏施設の警報裴置の作動条件(第25条関係)

翌形心^
電源電ル不足

対

(削る)

制'怖'磁イiが接

Ⅱn

外(5W以ド)の場A

臼四制御系誤荒が

1リJ系の剥定範川

原子炉川人1】袖'度元

つたとき。

1]1刑系布111電源雷ルが3 2 5 V以ドにな

Ⅱ 2)

(削る

大

原子幻i人口流 1,{イ氏ト

岡期が25秒以ドになったとき。

(13)

2チャンネル上 kの対

線形11νJ系の測定範川

(削る)

作動条件

鰍子炉人ロルカ異俳

外(60W以下)の場介

つたとき。

文",1νJ系電源電Ⅱ三が3

U心

不良になったとき

(削る)

変更後

つたとき。

綵形川力系電瀕電ルが350V以卜にな

山

か心出人ΠΠソJ茶児

(削る)

常

て以上になったとき。

⑦

次羚却水の戻子炉Ⅱ入Πのi1ι度

(削る)

(削る)

原子幻〒川「11f/」

なったとき。

Ⅱノ」系の原子力

原子炉人11流託が5 6 0 om'/h以ドに

( 3)

(削る)

(削る)

勺以 1二Xは 1

原子炉人Π111/Jが 1.5 7 入Ip a Ⅱ6k /C皿

OV以ドにな

なったとき。

圃

(削る)

(削る)

'■常

Xは24

が心ノ吹Ⅱξが 3 5 3 k p a 怜,6k /C口勺以上

(削る)

とき。

(削る)

愉

3 7 Mp a Π4k /cmり以 Fに

(削る)

・次ハ却水の原子炉川口Ⅱ三ノJが 1

(削る)

(削る)

k p a 12.5k /cm2}上ドになった

が9

(削る)

(削る)

氏,ⅡノJ述云を行う場合

(削る)

(削る)

低川力述転を行う場介

(削る)

(削る)

低Ⅱ力述転を行う場介

JMTR廃止措置に伴う

く削る)

(削る)

(削る)

備考

氏出力運'を了うド

(削る)

(削る)

」Ⅱ止墨2_

10

(削る)

(削る)

(削る)

低川力述転を行う場介

(削る)

(削る)

(削る)

く削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

V-27

」Ⅱ乢る上

(削る)

(削る)

G刈る)

(削る)

(削る)

'他」る)

(削る)

(削る)

変更

大
一

二

二

(

二

チ
↓

2

二

(

二

二

二

二

二

二

二

価
墜
び
一
裴
一
置

核
計
裴

型
御
壁
伽

プ
ロ
セ
ス
計
裴



原子炉人Π温座岡

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

原子舮出Π淵座商

入I p a 1Π.2k /cmご1 以ド Xは 1

熱出力大

a lH.8k /cmι1以上になったとき

⑥

ルカサー・ジタンク圧

つたとき。

、次衿却水の人1_H品座が49て以上にな

力異常

m

ルカサージタンク水

つたとき。

・次ハ却水の1ⅡΠiιι座が 5 8て以上にな

位児常

⑧

緊急ボンブ出Π流111

低上

たとき。

熱川ノJが定格HリJの 1

⑨

脱14空上^

1 6 入I P

ルカサージタンクのⅡソ」が 1

a 113. ok /cmり以ドXは 1

脱望空上空^
促俳

Ⅱ 5, ok /CN'1 以 1二になったとき。

{10}

皿気夕上^

10 o mm上 1二琳波したとき

Ⅱ1カサージタンクの液mが規"H直より 1

UD

允壁丞之^

低川力巡'を子う場介

になったとき。

緊急ポンプの硫鎚が370m"/h以ド

U 2)

1倍以 1二になっ

Xは温度係数を測定する

処●1^艦
ド

場人

O omm以上」

脱上タンクのⅡソJが規ウ値より水柱で1

U 3)

低出力述転を行う場介

ポイズンタンクⅡソJ

Xは温麼係数を測定する

Xは55m'/h以上になったとき。

47 入Ip n

U 4)

兇女タンク人Π流跿が4 5m,/hl}、ト

27MP

場介

異常

ポイズンタンク'C圧

低出力運転を行う場介

以ヒ低ドしたとき。

脱気タンク液mが規定値より60omm

U 5)

火室

したとき

低 1リj述転を子う場へ

Xは 5 5m'/h以 1:になったとき。

充填ポンブ出「1流貼が4 5m"/hエト

U田

丞ゴ'室上空^
異常

m以 1:低ドしたとき。

処"!水タンク液 mが規一・値より60om

U 7)

ポイズンタンク胤麼

」芯生壁』_

低上

Ⅱ力述転を行う場介

130k /cm勺以上になったとき。

ポイズンタンクルカが2

Ⅱ幻

バッ立Z^

川力述転を行う場介

彬

19.5k /cmι1 以下Xは 1

(削る)

ポイズンタンク茶ルが0

炉ブール水位低ド

低川力述転を行う場介

Ⅱ 1.5k /cmり以上になったとき。

Ⅱ 9)

N01カナル液lm低ト

北2カナル波血低ド

SFCプール波加低

ド

低Ⅱ力述云を行う場介

Xは1530mm以1二になったとき。

(削る)

」心旦壁2_

Kイズンタンク液 mが1470mm以ド

(20)

」堕仕墨2_

変更後

たとき。

ポイズンタンク温座力杠 5て以ドになっ

桧D

川力運転を行う場介

(削る)

充填ポンプ停止

9 4 入Ip a

82

クア、、プスクラム裴楓の電源電足がバ・

偲の炉プール液血が栞推水位より50mm以

1二低ドしたとき。

Ja!L登_L

1リJ述云を行う場介

1 3 入I p a

(削る)

9 3 入Ip a

低川ノJ述転を行う場A

5 V以ドになったとき。

佗3)カナル及びSFCプールの液Ⅲiがj杢池ノk

位より50mm以上低ドしたとき。

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

氏出力運云を行う場介

(24)

(削る)

(削る)

If力か' 2 6 5 k p a 12,7k /C皿21 以 1二Xは 4

k p a 怖.ok /cmι1以ドになったとき。90

節系ⅡソJ設定値に対する原子炉人Π

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(1'珂る)

(削る)

(削る)

(i'川る)

低出力運転を行う堪介

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

Ijl[し五L

備芳

(削る)

(削る)

(削る)

1リJ運転を行う場介

(削る)

(削る)

(削る)

」芯生墨2_

(削る)

力〒フール水位低ド

(削る)

(1'川る)

NQ1 カナル被mi低ド

N02 カナノ誠夜而低下

SFCブール液lm低

ド

(削る)

(悧る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

川舮プール液【mが枯半水位より60mm以

1二低ドしたとき。

(削る)

②カナル及びSFCブールの液血が藁準水

位より 50mm以上低、ドしたとき。

番号の繰上げ(以下同

じ。)

JU!L塗_L

V一那

(削る)

(削る)

」心1登_L

(削る)

(削る)

(削る)

」心旦登』_

二

二

二

二

二



逃がし弁作動

・次冷却水モニタ(

1)局

・次衿"レkモニタ(

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

2) 1::1

脱気ガスモニタ商

(25)

t次力却水モニタ"ι

(26)

常

1ξ配管逃がし弁が作動したとき。

ウンドの 2件以上になったとき。

・次ハ"レkモニタの指ボ値がバ、クグラ

^
L

(27)

NQ1排水袖液側上X.

ンドの2倍以上になったとき。

脱気ガスモニタの指永値がバクグラウ

(28)

NQ2 排水榊(1)被

Im 上H

N02 排水柚( 2)被

ⅡΠ' 1t,1

ウンドの3倍以上になったとき。

次衿レkモニタの指示値がバックグラ

NQ3排水桷液lm 上昇

(D 第 1排水系貯榊の液1Ⅲが 17 50mm以

1二になったとき。

廃樹脂貯柚被lm1拓

②第2排水系貯桷の被向が1620mm以

上になったとき。

U5)第4廃被タンクの液向が70mm以 Fに

なったとき。

空'ご立土^

悌

廃液タンク被而局

偲)第3排水系貯柚( D の波Ⅲiが490 0

mm以上になったとき。

(削る)

U)第3排水系貯桷(Ⅱ)廃樹脂貯柚の液而

が90 omm以 kになったとき。

(削る)

二次羚却系統の羚却塔

愉

倒壊事象に対する対応排

羅により二次衿却系配管

以上になったとき。

第4村水夫ヒ

輪)第 1廃波タンクの液血が1910mm以

上になったとき。

内の水左きを
/5、
「1

(削る)

⑦第2廃液タンクの波師が1910mm以

上になったとき。

U6)第5廃液タンクの液而が70mm以ドに

なったとき。

(削る)

偲)第4廃液タンクの液而が1170mm以

上になったとき。

トの波1Ⅲが 16 2 0 mm

V-29

廃液タンク被向低

した,

仭}第5廃i伎タンクの液師が 1170mm以

上になったとき。

(削る)

aの第6廃液タンクの液而が990mm以上

になったとき。

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

GI)第 7廃液タンクの被「mが9 9 0mm以上

になったとき。

(削る)

変更後

Ⅱ2)第 1廃被タンクの液而が 170mm以ト

になったとき。

Ⅱ7)第6廃液タンクの液血が50mm以ドに

なったとき。

(削る)

NQ 1 排水櫓液血 1ニケ1

Ⅱ3)第2廃被タンクの液血が 170mm以ド

になったとき。

(削る)

(削る)

Nn2 排水柚(1)被

師 1二昇

N02 排水棹1 ( 2 )液

而 1二昇

U4)第4廃液タンクの液而が70mm以ドに

なったとき。

(削る)

U5)第5廃液タンクの液血が70mm以ドに

なったとき。

N03排水桶被血上昇

Ⅱ6}第6廃液タンクの液血が50mm以ドに

なったとき。

(3)第1排水系貯桷の液向が1750mm以

1二になったとき。

U 8)

(削る)

廃樹脂貯桶被lm高

Ⅱ 7)

W)第2排水系貯桷の液師が1620mm以

ヒになったとき。

(削る)

(削る)

第7廃液タンクの被師が50mm以卜に

(削る)

廃液タンク液而商

伍)第 3 排水系貯桷(1)の液血が49 0 0

mm以 1二になったとき。

第7廃被タンクの液脚が50mm以ドに

(削る)

(6)第3排水系貯桷(Ⅱ)廃樹脂貯桷の液而

が90omm以上になったとき。

(削る)

(削る)

(削る)

ロ)第1廃液タンクの液而が1910mm以

1二になったとき。

備ぎ

姻)第2廃液タンクの液而が1910mm以

kになったとき。

(削丕2_

(i'川る)

四)第4廃液タンクの被血が1170mm以

上になったとき。

(削る)

(削る)

廃液タンク液向低

Uの第5廃被タンクの液愉が1170mm以

上になったとき。

al}第6廃液タンクの液而が9 9 0mm以 1二

になったとき。

(削る)

(削る)

Ⅱの第7廃掖タンクの液血が990mm以 b

になったとき。

番号の繰下げ(以下同

じ。)

(削る)

Π3)第 1廃被タンクの液lmが 17 0mm以ド

になったとき。

(削る)

(削る)

(14)第2廃被タンクの液脚が 17 0mm以ト

になったとき。

(削る)

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

二

の
他



サンブピットi伎lm1拓

別表第 14

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

裴賢

BOCA

照射裴賃

灰子が{

心ι動金丘

なったとき。

{1幻サンブピットの波師が80omm以上に

なったとき。

キ,ブセル1例御装置の'111冷水系Ⅱ1力が、フ

JMTR廃止措置に伴う

変更

使用済燃料・を保管する場

所のみの記載とする。

OSF-

1照射裴

a 178,ok /CがG1以上Xは、 6

動する照射設備の纃報裴置の作動条件(第2

倒以ドになったとき。

ハ却系炉内管人11流耻が、 1

き。

γ}"1系灯i内管人口圧ノJが、 2 9 4 k p a 怜,ok /CがC1以

水カラビ

ツト照射

壁匙

Fになったとき。

冷却系炉内管川Πルノ」が、 7 8 R p a lo.8k /cmzG1以下

になったとき。

別表第 15

冷幻水流耻力

a 169. ok /cm'フ 7入IP

別表第 16

5m"/h以ドになったと

項 11

(省島勺

6 5入IP

・次衿却系、炉プール、カナル、 CFブー

8

ル及びSFCプールの水質

条係)

・次冷"]水、カナル水等の水質緋持荘準(第28条及び第29条関係)

2m'/h以ドになったとき

聾墜虫』条t!Σ

別表第 17

山

施設等

炉心に市人されていないと

1キャプセルがOSF-

き。

木体施設

葆子舮の

川

原子炉の運転川力が50okW以ドの

墜介_エ^

炉心に挿人されていないと

OSF-1キャブセルが

川

き。

云11 始前に 11

⑦

サンブピット液1可1拓

別表第14 塑1塗

⑦

核,汁壮

墾上_二交^
④制御設備

炉心に1雨人されるとき、 X

OSF-1キ

紕持荻却,値

プロセス'汁裴

は炉心から取川されるとき。

愉

な状態にしているべき系統及び

愉

電気伝導*

PH 5

〔衞切

あること。)

かプールしk立が作業水位以上で

プセルが

なったとき。

U9)サンプビットの液「mが8 0 omm以 1二に

なったとき。

び辿蔽飢

1寺定施役

2 μ S/c m以 F 伐μΩノCm以ド1

7 0

原子炉の述転出力が

変更後

川

」り_^
② UCL系統

⑦

核'汁裴

働

ブロセス,;1 裴

(3 )

御

前(第3 0 条係)

安令保護阿路

④

愉

電J京系統

剥御設備

OokWを 4える場介

別表第 15

愉

ク谷会〔系統

非常川制御設備

m

气衞那及び辿蔽Ⅲ

別表第16

以 1二であること。)

がフールしk位が某打ノK位より

」田_■三^

』田_」生^

Uの N.ガス系統

項Π

(変史なし)

カナル及びSFCフールの水質

(削る)

UD

カナル水等の水質靴持墓半(第28条関係)

aの

別表第17

ブールカナル循

川

」塑__旦旦^

伐)電源系統

排水系統

炉室給排気系統

御

削除

牢女系統

く統

O tnjn

イ菊考

照射設備の運転を行わな

いため削除

緋持栞池値

原子炉及び照射設備の運

転を行わないため削除

電気伝導* 2 μ S/c m以ド12μΩ/cm以ド1

PH 5.5~フ.0

V-30

二

二

貫

5

山
②

1
 
2



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

照OJ設備

*

別表第18

「照4す股備運●ξ t施,汁向」にJ志づき吏川しない裴置は停止できる

施設等

原子炉ハ却系統施設

灰子炉運転中の本体 1設等の巡及び点検(第34久ヲ係)

愉

墾と_凶ιガ^
仟)タンクヤード

二次衿却系統

如塑堂^

」田_^

⑨排水系統

川

電瀕、給排水及び給排気施設等

⑦

キ

( 3)

系統及び設備

BOCA照g1裴霞

プセル雌狩す"賢

'塗途墾!垂釜

(4)

O S F

二塗途堕[垂釜

水カラビ

プールカナル循環系統

y旦L玉盆

11照身寸北羅

亘墜世世

別表第 19

ト照01裴羅

制御設俳

バ

股備

電源系統

クア

照牙、1設備*

排水系統

原子か運転中の熈"村役備の巡視及び点検(第34'、係)

タンクヤード

プスクラム"麗

純水系統

裴霞

鎚主堕垂盆

キ土ブ^

*

空葱系銃

BOCA照41北霞

別表第20

X.ガス系統

「照射設備運転リι施,汁1向に菓づき停止中の裴殿を除く

O S F -1雌狩、j裴履

水カラビ

系統Xは設備

核'汁裴

施股定期r1 セ検査(第 3 6 条第 1項第 31}関係)

ト照"寸裴羅

別表第 18

変更後

プロセス系統

削除

'汁器名

起動系対数'寸数*,;1

起動系ぺりオド引

」逝墨玉釜

対数出ノJ系対数川ノJ,汁

対 Ⅱ力系べりオド,;1

形川力系

原子炉人Π 111/J,11

原子力11Ⅱ1】"三ノJ,;1

形ⅡノJ,;1

別表第 19 削除

イ倩考

別表第20

計器名

塑之二迅§垂他蛙

き'之1ヒ塗^ヒ

旦_亘」Ξ'ズ^

施設定期1'1_k検介(第 3 6 条第 1項第 11}関係)

脱気タンク入Π流碓';1

原子炉の運転を行わない

ため削除

充填ポンブⅡΠ流

プールカナル流址引

商架水榊'"Π流:北,汁

;1

V-31

照射設備の運転を行わな

いため削除

・JMTR廃止措置に伴う

変更

*
一



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

サージタンクΠ1/J.;1

炉心茶圧'1

原子舮人村流皐'1

緊急ポンプ出口流:1{,汁

せ二立を上^

粘里擾盆

煉子炉出人Π1品度,;1

原子炉出人口温麼荒,il

熱ⅡU雄
脱気タンク 111/J.;1

兇気タンク人Π流

壁虫皿

允填ポンプ川Π流111針

雅1▲空上^

処里墜空^

ポイズンタンク圧ノJ刷

ポイズンタンク茶ル.汁

別表第21

Kイズンタンク液 m,汁

施設

上イズンタンクi

丕体施
股

炉プール液而'Ⅱ

排丕丞^

本体施設等の施股定期Π 1ξ検在(第36条第1項第4 牙関係)

系銃凶塾'窒皿

力1室内圧'il

}京子舮本休

廃被タンク水位'1

核撚豐^

イ励

せとズ上2^

冷水ポンド器1,座'il

上循還丞盆

UC L水圧ノj,汁

ル買Xは機叩

排丕丞^

ルカ容器

座堕支三どク水^

飽墜丑旦t^

せ立ズ七y^

使"Ⅱ丘^

炉室内Ⅱ1計

釜,EヌL、迷hUヒ

ⅡソJバウンダリ刷成

ヤ循環ポンブ

緊急ポンブ

粘製系統

逃堂迂Ⅱ^

セ配管逃し弁

ルノJサージタンクソ、令ム

燃斗破la検川系の燭',i機

上些壮

・JMTR廃止措置に伴う

変更

変更1髪

核,f裴

1三循環ボンブ、緊急ポンブ配電雛

熱交換器

プロセス,汁ポ・

倹五匁Ⅱ

次冷却系統配管破損検出系の関"i機

淋えい検査

外観検イ1t

原子力1停止回銘にイ.;1}を窕イ,;する,{1・裴

外観検介

・次冷却系統配管破損検川系及び燃料破損検

川系に 1,11}を窕イ,;、d、る'{1 裴

猫丞上と挾五

その也の 1モ少iなソ'令保姓可路にイ

町1動怯五

別表第21

亘盤女

作動検在

作動検査

施設

a三動松五

丕住施旦ミ

作動倹五

本体施設等の施設定甥1'1 酷検在(第36 条第 1項第21}関係)

絶詠抵ガ池五

核墜塾堕旦
の取扱施股

及び貯厳施

没

謝えい松査

系統Xは設備

外観検介

佳動挾五
捕染効*検介

淋えい検介

炉プール仙伊●

動血墜超栓t[
動作確認検査

娘ご壬匁墜1包_

垂盆盡世

核撚讐^

設定他確認^

を墜イ'、する

役定値硫認検介

備芳

核燃料物質貯蔵設備

設定値確認検作

一次冷

型世世

世塗値整盤^

その他

乍要な

事項

上佃墜垂釜

検イ1f項Π

遡製丞盆

墾観拡五

放身J性廃棄

物旦座来堕

設

プールカナル循環系統

塾観使五

作動検査

豊望血三動怯1[

塾観』金五
作動枯査

UCL系統

塾観使五

笹望血三動拡五

気体廃棄物の廃棄施股

外観検査

血ι動怯五

液休廃

棄物の

廃棄設

血迴松五

外観検査

Ⅱ退使五

第」●k水_玉

V・32

J
測
制
御
系
統



股 り'令保護回銘

伽

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

趣蜘世世

原王麺"三止^

△Z之Z二Zズ^

その 1」の 1ξ要な安令保'委可路

ム系統

逃塑佐^

笙」●丘E玉

ポイズンi奔液

墜ゴ上ξ三盆△去

配屯盤

原子炉格納施股

11建施

・佳

排丕墜上之

」塑去

二次姶型垂盆三

1三配管

配重盤

冱迂匁墜塗

堂全動堂堂五

ゴ'と空二三上^

警超堂三動拡tt

舮ド室給気弁

循環ポンプ

・JMTR廃止措置に伴う

削除

塑型上^
落、ド加速度測定

塗"墜

,壁、箇

」迹分

・おダクト

駆動迷座』虫五

非常用排気股

1ξ配管

濃座分伍栓五

イ新

袖助丞立ズ

血三動怯五

循環ポンフ

犯詠抵抗倹五

逃壮登^

血三動曇五

旦退儘

竹動些五

フイルタバンク

外観検査

「助ポンブ配電a

伸1

上埜分

絶靴抵抗検介

配重盤

重他逐盆

淋えい検査

負"避認快五

第2排水系

ぞゴニとル^

牢气系統 U1ン常川

心動使五

排塾盡^

破旦墜^

*

心迴怯五

卦観使五

第 3排水系( D

蓄電池

別表第22

次衿却系統の羚卸塔倒壊のため

作動使五

"配電雛(1ξ循環ポンプ配電'1

塾型些五

第 3 排水系(Ⅱ)

変更後

市紲)

裴羅

心迴些五

空越UΣ郵壁

キャブセル照4J裴羅

越掻匁泌塾
施役

絶絲抵抗検査

塾観些五
作動検介

整翌血三動竺tま

1ξ配管

照射設備の施股定期h 1モ余介(第36 条第2 1第 1

外観検杏

第4排水系

配電雛

外観検杏

別表第22

作動検杏

外観検査

豊担心Σ動竺五

姉来幼竺三怯五

タンクヤード

原子舮

その他

心動栓五

廃波タンク

外観検査

作動検杏

驚報作動検査

'汁器名

獲盤世堕玉ミ五

その他

1三唱iな

事項

貞牢排气裴履モニタ

躯王だ延塗

筵盤抵堕怯ゴ釜

負荷検在

允電捷包^

次ハ"」系 Cの述転が行えないことから除外する

外観検査

村Σ動怯査
解報作動検介

換角世世

する受配

削除

空気系統

機能検査

塾観拡五

唯ι動竺五

警報作動検介

鐙林抵処」灸五

囲閉墨心^

血聖栓五

漏えい検介

負Uι確墨怯五

酎えい検査

V一噐

筵盤処越挾査

塾観使五

作動怯五

係)

外観検査

作動検査

什.

家建

乏

)系

逃
気
世
価



B O CA照身、1装睡

O S F

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

1 雌辨、上ル躍

水カラビット照射裴霞

排气系トリチウムモニタ

商j1マ、水系ルノJ計

水モニタ

?、却水流址'Ⅱ

別表染23

炉内管人Πj11/J,;1

壁世

匁ι内豊出!^

BOCA照島トル鐙

水モニタ

塗"墜越U"ヒ

照4す設備の施設定 UⅡ'11三検イ1f (第 3 6 条第2 項第2

O S F

羚却水モニタ

ラビット水中チェックモニタ

1 川培、j""羅

壁墨笠

班川1刑御系(安个栞護1・1路にイ

辿断弁

水カラビ

循墨垈上^

M川制

冷遅唾

別表第24

循墜墾七」Z

ト蛾埼す裴貿

系(安

施上玉刈箇介

施役等

男§二ι1手1、

原子炉冷却系統施設

バネ式y'令弁

呆護回銘にイ

原子炉停止中の本休施設等の巡視及び点検(第40条関係)

.汁測制御系(安令保.延回路にイ.;1}を港イ;する計裴)

循里垈上Z

を充イ,;、a、る,汁

係)

1,11御材駅動股備等

を窕イ'ーする,汁裴)

電源、給排水及び給排気施設等

検イ¥項11

設定他砿超^

系統墜び週血

堂聖拡五

絶詠抵抗倹査

'次衿却系統

二塗途"!垂釜

設定値確認検在

プールカナル循1一式

逝室上と倹五

UCL系統

作動検杏

別表第23 剋陰

亘墜世世

◎:巡視及び点検を行う。

"動怯五

制御設備

壁ι動使査

変更後

*

バ

佳動快五

二次冷却系統のハ四1塔については、倒壊した衿四H莟1司辺のがれき等の撤厶状態及び伊」壊した

電源系統

勤堕旦

クァップスクラム装羅

世剣直確^

却塔の

排水系統

Ⅱ三動1金五

タンクヤード

◎

@三

休Π等

鈍丕丞盆

新

鎚,E会逐釜

旦

0

掖厶状態における保安のための巡視

牢気系統

◎

@

N2ガス系統

*

0:点検を行う。

旦

◎

旦

旦

0

塁

Ω

別表第24

旦

旦

0

旦

雑益笠^

@

◎

原子炉冷却系統施設

◎

巡視及び点検を行わない。

旦

核燃'、ト物質の取扱施股及び貯蔵施設

本体施股等の巡視及び点検(第40条関係)

旦

放射竹廃棄物の廃棄加股

◎

び点

庚子が格納施股

壁虫世

を行う

0

イ茄考

巡視及び点 をliう

1ξな系統及び設備

UCL系統

・ J MTR廃止措置に伴う

削除

使四Ⅱ^

0

液体廃棄物の廃棄r設

換甚壁世

占

空包丞釜

を行う

勤務Π

◎

◎

休口等

V-3斗

◎

旦

旦

◎

0

0

◎

◎

・JMTR廃止措識に伴う

変更



別表第25

区分

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

米使川燃料要粲

貯蔵施股における燃料姜宗の貯藏制限址(第42条関係)

JMTRCで使川した燃料

使川済燃料要索

注)カナルには、炉心に装.ずされている令燃'斗小案をr蔵できる領域を確呆する

別表第26

貯藏施設

貯蔵場所

機器和別

燃料管凹!室

施股定期Π 1三検査(プロセスモニタ等)

カナル

・次1、"レkモニタ

SFCブール

貯藏役備

脱気ガスモニタ

燃料貯蔵ラック

削定箇所

カナル水モニタ

使川済燃料ラック

'塗雄貞唾

使川済燃料ラッウ

樹脂塔モニタ

郁類及び制限恥

指示範開

杯類

_二次途塑唾

廃掖タンク水モニ

タ

濃締ウラン

プールカナ

ル系

ー]

濃糊ウラン

:次衿却水モニタ

濃縮ウラン

制桜肌

プールカナ

ル系

(第 3 6 条第 1項第 3 リ関係)

10-1~10与

288本

ー]

蚕1〔:1{

廃被貯M

1 0 -1~ 1 0 二

S

2250本

測定"的

ー】

3 0 0 本

_1塑途堕墜

10-1~10!,

別表第25

ー]

次衿"レk中の核裂牛成物

S

からナⅡされる遅窕中性子の線

1 0 -1~ 1 0 ぢ

1

区分

*笠座^

S

・次衿却系の脱气ガス中の放射

1

ボ使用燃料要業

貯藏施股における燃料要業の貯藏制限址(第42条関係)

性物質濃度の"i統監視

ー}

S

JMTRCで使朋した燃料

ブールカナル系の水中放射竹物

1

使用済燃料要業

質退座^

S

プールカナル系のイオン六換塔

測定線

靴

の放4、1竹1物質濃廣の'臣続監視

S

廃液貯桷の水中放射竹物質濃

度の塗壁監視

1

別表第26

中性子

貯藏施設

貯蔵場所

次羚却中の放"J竹

機器郁別

座の述続監視

変更後

燃料管理室

ガンマ

線

施設定期"乍検介(プロセスモニタ等)

(削る)

カナル

ガンマ

翌

SFCプール

貯蔵設備

ガンマ

線

燃料貯成ラック

(削る)

測定箇所

ガンマ

線

1

使Ⅲ済燃料ラック

(削る)

(削る)

使Ⅲ済燃料ラック

ガンマ

線

郁類及び制凪皐

(削る)

指ボ範リH

郡類

廃液タンク水モニ

タ

(削る)

濃縮ウラン

(削る)

(削る)

( i'jリる)

濃縮ウラン

濃縮ウラン

制桜皐

(第 3 6 条第 1項第 1 り関係)

(削る)

数址

(削る)

288ポ

廃液貯桷

(削る)

(削る)

測定U的

2250本

300本

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

1 0 -]~ 1 0 ' S

イ蘭吉

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

6

(削る)

炉心に装荷されている燃

料・要素はないため削除

側定線

柯!

(削る)

廃液貯杷の水中放射竹物質濃

度の監視

(削る)

・JMTR廃止措羅に伴う

変更

(削る)

(削る)

(削る)

(削る)

ガンマ

線

V一舗

(削る)

塑

2
-

5
011

7
一

一
,

011



別表第27

機器神別

排気ガスモニタ

放射綵刈定機器及び測定箇所(第72条関係)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

排気ダストモニタ

測定箇所

JMTR排気Π

室内ガスモニタ

室内ダストモニタ

J MTR排会U 】

指水範明

j.'}室リι験室排会〔

口

10-1~105

施股内

水モニタ

1 0 -'イ~ 1 0 '4

/h

1 0 -}~ 1 0 ',

S

数址

10-1~105

mGy

'塗途"墜

ガンマ線エリアモ

ニタ

測定11的

2

S

1

'塗途"唾

排気中の放牙す性ガス

濃座の連絖監視

1

S

10-1~10

1

施設内

排気中の方女!村竹ψχ挨

濃座の述続監視

中竹子線エリアモ

ニタ

測定線

様

4 管卯区城内空気中の

放射性ガス濃座の監

視

別表第28

メJ'ン「マ

線

別表第27

5

6

S

10「]~10 1

/h

機噐柿刎

管雌区域内空気中の

放4J性嵯挨濃度の監

視

10一ι~102

/h

排気ガスモニタ

1

放射線測定機器及び測定箇所(第72条関係)

(告酪)

」二次途^
竹物質濃度の迎統監

1 0 一ι~ 1 0

h

別表第29

別表第30

排気ダストモニタ

1

μ S V

視

測定箇所

10-1~10

1次羚"レK中の放gl

ms v

型池匝^
視

JMTR排気Π

室内ガスモニタ

19

整望"旦型^

(1蛉略)

S V/

終

管理区域内の線縫当

耻率の述統監視

ガンマ

き泉

1

娠子炉施股の

'立」

JMTR排気口

室内ダストモニタ

指ボ範囲

墜堂竺髭翌空

墜墜,リ益合

変更後

S

居室突験室排気

Π

3

裴貿が11

ガンマ

程

10-1~105

施役内

"坐.

」芯生墨2_

3

10-3~10'.

/h

原子炉及び照射設備の運

転を行わないため削除
にi1嚇できない場介の措羅(第5 3条田係)

管凹!区妓内の中性子

東密度の述絖監視

速やか

旦

1 0 -」~ 1 0

贅塑壁置四匁Ⅱ

線形'Ⅱ力系

S

ι1( 11{

10-」~10

mGy

ヌ゛数出力系ぺりオド短

」苫1墨_L

ガンマ絲エリアモ

ニタ

凡

測)と 11 的

原子炉川人1】私1、座深大

2

S

原子炉人Π流跿低ド

中性子

線

1

排気中の放射竹ガス

濃度の連絖監視

憾王力!△^

形唱力火

(削る)

5

1

S

」心1登_L

1

排気中の放"す竹塵蝶

濃座の速統監視

施設内

中竹子線エリアモ

ニタ

4

削定線

柿

述拡継笠^

管卵区域内空気中の

放リ、1竹ガス濃座の監

視

別表第28

ガンマ

線

6

別表第28の2

1 0 -1~ 1 0,

/h

管理区域内空気中の

放0、1性座挨濃座の監

視

イ楠考

ベータ

線

機器郁別

(悧る)

(変史なし)

廃被タンク水モニタ

/h

」心1壁_L

1 0 -3~ 1 0 ]

h

プ1'ン,「{'

線

別表第29

別表第30

(存る)

放射線測定機器及び渙上'北哘所(第72条の2

μ S V

10-1~105

(削る)

msv

ベータ

線

測定箇所

19

廃液貯桷

S V/

(変史なし)

管門!区」或内の線雄当

珪*の述続監視

1

じ、11 る)

S

3

猶旦遊皿

・ J MTR廃止措匿に伴う

削除

10-]~105

(削る)

3 管則区域内の中竹子

来樒座の述絖鼈視

ガンマ

線

V-36

S

係)

数旦

6

塑墜』堕旦

中竹子

線

廃液貯桷の水中放!村

竹.物質濃度の監視

型腔線,E
ガンマ線

維持管理対象設備である

放射線測定機器(水モニ

タ)の管理について追加

10-・
2

01

タべ
綵

担
臺
象
が
一

マンガ
線

タべ
線

マンガ
線

'
、

r
]

佐
止

述
、



」キ} 161・

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

炉心川入Πルカ荒,1俳

躯子匁U^

原子舮人11希ι度商

優王匁堕j艾三三

傑女竺堂蟹宣
り・え

ない場介

灰子舮出Π淵度島

ルカサージタンクルカ1

」上堕

閏墜白

ルカサージタンク水位昊

ない場介Xは炉心より取出した

折、

V-37

Kンプ1"1】流

当該述

転サイ

クル中

に1製る

・次h四レkモニタ( D ':

'次羚却水モニタ(2) r高

脱気ガスモニタ商

備吉

起動垂^
起動系ぺりオド短

上皿地^

ト

線形川力共レンジ翊換

徴劃整^

Πソjサージタンク托ノJ ι

3分11

托カサージタンク水立児

値である場介

脱気夕之立^
脱气タンク入Π流1,い硬常

のうち 2 命出皿が」1

原子舮ⅡノJが対数出ノJ,什で,;1'測

脱極之と^

できる範川に人った場介

充填ポンプ流碓低ド

Π動述転から下動運転モードに

川"!水タンク液 m

翊井った場へ

ポイズンタンクルカ児常

低川力述転を行う"介

ポイズンタンク茶ル異常

靴闘柴桙による

」牙イ;

上イスンタンク液向で?

原子舮人ΠルノJ'ι常の警報が打

Kイズンタンク淵度イ'ト

動上工上塗上^

ノ＼

ト

原子炉人「_1111/」

匁ゼニ女丕^

クア

動していない場介

允塗丕上Z也L

僧柴作を行う

プ電源'ι

逃がし弁作動

変更後

二次羚却水モニタ"ι舗

女令ムカ

原子炉人口圧力yι常の警報が作

の解報が竹

地」●^
N02排水柚被而( D

動上工上1丕^
/、

液 mが 1 3 6 0mm以 1:のr

H02 排水祁バ夜リ( 2 ) 1二Υ

動していない場介

地室,^

座樹慶^
タンクヤード機器yと常

駆動川窒業ガスが11シ常な場合

、フR

純水補給が可能である場介

が 11

原子炉入口圧ノJι

水カラビ

動上工上上益^

な場A

1二'1

ラドントロン等原子炉施設以外

ト羚"レk流跿低

の版川の場介

タンクヤードへ廃被を受人れる

三上カシ"^

の弦

タンクヤードへ廃液を受人れる

が"

ことが河能な場介

ラビ、、トが炉心に姉人されてい

二

雄
粒
し
一
工
い
一
る
一
七
き
 
X
は
一
匪
凶
丕
辺
の
一
と
一
き

塑
払
釡
統



変更前(令和2年3月24日付け原規規発第200噐43号)

の赦肺の場介

BOCA川培1装殿商圧給水系ルカ

で

':」

安令保護

回路接点

あり

B OCA1難g十{,'ル合水系ⅡソJ

低

OSF-1照牙J裴羅ハ却水流

O S F

11

力低

2 Π以

白

井監視ができる場

F -1照牙、1裴殺炉内管Ⅱ1川OS

1熊珊J壮羅炉内管人11Ⅱ1

セ低

対数川力系対数増幅器'蹄

対数出ノJ系ぺりオド,11'故障

イの釧

OSF-1キャプセルが炉心に

綵形出力系線形増幅器故障

T1人されていない場介Xは炉心

で

刑系

より取出した場介

対

当該述

転サイ

クル中

に隈る

氏

線形川力系

川ノJ系

川器j1 電須電"

原子炉出人口温座第大

"!子炉人11流碓低ド

Ⅱ器m電勃

原子炉人Π"ソJ"ι兇

炉心Ⅱ人Π"ξ力

イ茄考

川電源電ル不足

3チャンネルのうち1チャンネ

皿墜古Ⅲ^

N二

ル故障の端介

墜王塑△^
版子幻i川11需1.座'

3チ

ルカサージタンクルカ

ル聖

障の場介

ⅡリJサージタンク水立ど

1

ンネルのうち1チャン才

緊急ポンブ川1_1流疑低ド

允壁丞上^

指ポ尼録計に指水がでない場介

匁ゼごル水^

でかつ

・次ハ却水モニタ( D

び故障した警報項Π以外のプロ

・次衿却水モニタ(2)珂

セス計裴で代杵監視する場A

脱気ガスモニタ衞

令呆纓1・1路川繁報'汁及

水カラヒ

BOCA照9J裴

「;1」

外監視ができる場

B O C A蛾四す'し置1拓Ⅱ三給水系Π1/J

変更後

代井監

視等が

剛雌で

保玄貫

田Ⅲ王支

ト衿却水流

低

「:i

OS F

電"ξ不足

OSF-1照射裴殿炉内管人ロル

V一認

四低

ル哈水式ルカ

2 Π以

いずれか1

1照射裴羅羚却水流躍低

1照射裴買炉内管1ⅡΠルOSF-

四皿

パイズンタンク液ml

他の.a
ノ、、
「1

内

ノ.

介

警
報
事
象
の
窕
小
が
な
く

Ⅲ
器
が
故
肺
の
と
き

拡
佐
止

旦
迎
迦
廻
壁
釦
の
一
盤

述
転
雛
統

の
と
き

堂
全
俊
護
一
回

述
転
佳
止



V-39

障のあ

るもの

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

代竹監

視等に

よわ保

安管即

力訴寸能

なもの

変更後

当該述

拡せ二f
クル中

に限る

故蹄した鮓報回路に係る計器指

fL^ゼ^

制御怖電磁イf接触不良

形HリJ系レンジ切換

徴遡整^
脱気タンク圧力異彬

脱気タンク人口流路呉常

脱塾空上^

処理水タンク液m低ド

ポイズンタンクⅡリJ異常

上イズンタンク

ノ、
!1

Kイズンタンク温度

1νJ指',汁で

励磁電流,「1'及び剥U形川ノ」,汁で監

視を行う場A

次乃却水モニタ兄

地」●^
N02 排水桷液 m ( D I

形出力計で

N02 排水神1被 m (2)上リ

ι霞指示計で

、障した鉾報項Π以外のブロセ

地宣■^

座樹重^

見を'iう場

警祁阿蹄のみ

ス,汁"等で代杵監視できる場介

の故峠である

タンクヤー1

視を行う場介

ことが明らか

地」'々士^

地旦厶き^

なとき

見を行う場介

SFCプール液m低ド

1心'

座塗空上空^

廃孜タ」ι^

ゼ上之七^
当該述

虹サイ
クル中

竺望旦

4蓬塗監祖

器夕ど

備考

令ての警報項Π

ι
一
.

一
払
継
麸

路
壁
点
一
盆
し
一

述
一
弦
雛
統
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別倒第 2 (その 5)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(告閉)

^

別図第 2 (その 5) (変リιなし)

Z

変更後

・仕掛品の保管場所の削除

備考
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変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

Z

変更後

・保管廃棄施設の設置に伴

う変更及び記載の適正

化
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第6編 HTTRの管理



0圃住刷究開発法人口本原子力研究開発機榊人洗研究所(北地Ⅸ)原子炉施設保安規定新捫対照条文(雲マーク部分は変史部分)

第6編 HTTRの管理

第 1条~第6 9 条(省略)

別表第1~別表第24 (省W齢

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

第6編 HTTRの管理

第 1条~第6 9 条(変更なし)

別表第1~別表第24 (変更なし)

変更後 備考

Ⅵ一1



別関第1~別図第2

別侠1第 2 (その 2)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(そのD (右略)

HTTR原子舮建家1階平師図

別図第1~別図第2

別図第2 (その 2)

(その1)(変史なし)

HTTR原子が建家1階平而図

サーピスエリア
^^^^^

変更1妥

__S-.
_[__^ーー"ーーーーー三'^ー^ー__

ー、、
ー.^ーー「_

第1種管理区城

^管垤賦域1Ⅱ入口

4、、_
^

第1樋管葬邑域低レペル区域

、ー_ー.ニー^」

^餅還の保管埋所

備考

ー"■

ーー、

ユ

サービスエリソ
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第 1種管理武城

篶1種管理R嫉低レベル武城

廃棄物の仕掛品の保管場

所の廃止に伴い削除

管理K城出入Π

、
・
ー

・
ー

一
一

二



別図第2

別図第2

(その 3)

変更前(令手Π2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(その 4 )

(告略)

HTTR原子か建家地ド2階平而図

別図第2

別図第2

(その 3)

(その 4)

(変史なし)

HTTR原子炉建家地下2階平lm図

変更後
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別図第2

別鬨第2

(その 5)

変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243号)

(その 6 )

(省略)

HTTR原子炉建家地ド3階平而図

N

別図第2 (その 5)

別図第2 (その 6)

(変史なし)

HTTR原子炉建家地下3階平脚図

f.、.1171] サーピスエリア

変更後
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R-ーー,ニニー、ー____ー

備考
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忌涯



0岡住研究開発法人口本原子力研究開発機1他人洗何究所(北地1幻原子炉施設保安規定新Ⅲ対照条文(ド線部分は変史部分)
変更前(令和2年3月24日付け原規規発第2003243・号)

附則

この規定は 原子力規制委会の認可日以降、理事長が別に定める日から施行する

変更後

附則の追加

イ茄考

附一1


